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平成 年度長野市公営企業会計決算審査意見について

地方公営企業法第 条第２項の規定により審査に付された平成 年度長野市産業団地
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会計の決算並びにその附属書類を審査したので、次のとおり意見を提出します。
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（注）１ 文中及び各表中に表示する千円単位の数値は、原則として単位未満を四捨五入した。

したがって表の合計額等は一致しない場合がある。

２ 比率（％）は、原則として小数点以下第二位を四捨五入した。

３ 構成比率（％）は、合計が となるよう一部調整した。

４ ポイントとは百分率（％）間の単純差引数値である。

５ （税込み）とは、消費税及び地方消費税を含んだものである。

６ （税抜き）とは、消費税及び地方消費税を含まないものである。
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平成 年度長野市公営企業会計決算審査意見

第１ 審査の対象

平成 年度長野市産業団地事業会計決算

同 水道事業会計決算

同 下水道事業会計決算

同 病院事業会計決算

同 戸隠観光施設事業会計決算

上記各決算に関する事業報告書及び附属明細書等

 なお、当年度予算より、地方公営企業法施行令等の一部を改正する政令（平成 年政令第 号）

及び地方公営企業法施行規則等の一部を改正する省令（平成 年総務省令第６号）に基づく、地方公

営企業会計基準（以下、「新会計基準」という。）が適用された。

第２ 審査の期間

平成 年６月５日から７月 日まで

第３ 審査の方法

審査に当たっては、各事業会計の決算書類及びその附属書類が、地方公営企業法及びその他の関係法

令に準拠して作成されているか、事業の経営成績及び財政状態が適正に表示されているかを確認すると

ともに、年度比較による事業の推移と計数分析などにより企業の経済性の発揮と公共の福祉の増進につ

いて考察した。

また、関係職員の説明聴取並びに抽出による現場実査を実施した。

なお、水道事業会計の貯蔵品については、たな卸しに職員を立ち会わせた。

第４ 審査の結果

各事業会計の決算書類及びその附属書類は､関係法令に準拠して作成され､その計数は関係諸帳簿と

符合しており、経営成績及び財政状態を適正に表示しているものと認められた。

予算の執行及び財務に関する事務処理については、その目的に沿っておおむね適正に執行されている

ものと認められた。

各事業会計の事業の概況､予算の執行状況､経営成績及び財政状態は､以下各会計別に述べるとおりで

あるが､「むすび」で記載した事項については､特に留意されたい。



病院事業会計

１ 事業の概況

２ 予算の執行状況

３ 経営成績

４ 財政状態

５ むすび

審査資料（比較損益計算書、比較貸借対照表、業務実績表、財務分析比率表）

戸隠観光施設事業会計

１ 事業の概況

２ 予算の執行状況

３ 経営成績

４ 財政状態

５ むすび

審査資料（比較損益計算書、比較貸借対照表、財務分析比率表）

（注）１ 文中及び各表中に表示する千円単位の数値は、原則として単位未満を四捨五入した。

したがって表の合計額等は一致しない場合がある。

２ 比率（％）は、原則として小数点以下第二位を四捨五入した。

３ 構成比率（％）は、合計が となるよう一部調整した。

４ ポイントとは百分率（％）間の単純差引数値である。

５ （税込み）とは、消費税及び地方消費税を含んだものである。

６ （税抜き）とは、消費税及び地方消費税を含まないものである。

７ 産業団地事業は、基準期間の課税売上高が 万円以下のため、消費税及び地方消

費税の免税事業者となり、その経理は消費税導入以前の経理処理（結果として税込経理

処理方法と同様）を行っている。
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及び地方公営企業法施行規則等の一部を改正する省令（平成 年総務省令第６号）に基づく、地方公

営企業会計基準（以下、「新会計基準」という。）が適用された。
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平成 年６月５日から７月 日まで

第３ 審査の方法

審査に当たっては、各事業会計の決算書類及びその附属書類が、地方公営企業法及びその他の関係法

令に準拠して作成されているか、事業の経営成績及び財政状態が適正に表示されているかを確認すると

ともに、年度比較による事業の推移と計数分析などにより企業の経済性の発揮と公共の福祉の増進につ

いて考察した。

また、関係職員の説明聴取並びに抽出による現場実査を実施した。

なお、水道事業会計の貯蔵品については、たな卸しに職員を立ち会わせた。

第４ 審査の結果
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あるが､「むすび」で記載した事項については､特に留意されたい。
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産 業 団 地 事 業 会 計 
 
１ 事業の概況

当年度の事業実績は、産業用地 ㎡を取得し、綿内流通ターミナル、綿内東山工業団地及び豊

野東部工業団地において、３区画合計 ㎡の貸付特約付分譲制度による売却があった。また、若

里産業用地の造成工事等を実施した。

産業団地リース制度では、綿内東山工業団地において、貸付特約付土地売買契約制度で１区画

㎡、川合新田産業用地において、事業用定期借地制度で１区画 ㎡の契約が成立した。

当年度売却した用地の内訳は、次表のとおりである。

種 別 面 積 （㎡） 売却金額 （円） 備 考

産 業 用 地
綿内流通ターミナル

（貸付特約付分譲制度満期）

産 業 用 地
綿内東山工業団地

（貸付特約付分譲制度満期）

産 業 用 地
豊野東部工業団地

（貸付特約付分譲制度満期前）

合 計

 
用地の売却及び取得の推移は、次表のとおりである。 
区 分 年度 年度 年度 年度 年度

売 却 面積（㎡） 
金額（円） 

取 得 面積（㎡） 
金額（円） 

 
保有土地の推移は、次のとおりである。 

年度

年度

年度

年度

年度

㎡

保有土地面積推移

完成 未成 貸付特約付 事業用定期借地権設定

合計

（

 

（注）１ 完成土地：整備が終了し、売却可能な土地 ２ 未成土地：整備中の土地 ３ 貸付特約付土地：買取を前提とした貸

借契約の土地 ４ 事業用定期借地権設定土地：借地借家法に基づく定期借地権を活用した賃貸借契約の土地(93 

 

（参考）

新会計基準の概要と影響は次のとおりである。

増加 減少
産
業
水

水
道

下
水
道

病
院

戸
隠

借入資本金制度の見直し ・借入資本金として企業債
を資本に計上

・固定負債または流動負債
に計上

固定負債
流動負債

資本金
○ ○ ○ ○ ○

みなし償却制度の廃止
長期前受金の計上

・任意でみなし償却適用可
・資産の取得、改良に充て
た補助金等は資本剰余金に
計上し、補助金等を控除し
た額を減価償却

・廃止
・補助金等により取得、改
良した償却資産の減価償却
見合い分を順次収益化（長
期前受金）

繰延収益
(負債）

固定資産
資本剰余
金

○ ○ ○ ○

引当金の計上義務付け ・退職給与引当金及び修繕
引当金は任意

・退職給与引当金の計上義
務付け
・引当金の要件を踏まえ、
賞与引当金、修繕引当金、
貸倒引当金の計上

固定負債
流動負債

固定資産
流動資産

○ ○ ○ ○

繰延勘定の原則廃止 ・効果が次期以降に見こま
れる開発費などは、支出時
に計上せず繰延資産(資
産）に計上

・新たな計上は不可
・控除対象外消費税は引き
続き繰延経理可（長期前払
消費税として固定資産に計
上）

繰延勘定

○

セグメント情報の開示 ・公営企業会計ごとに開示
を導入 ○ ○

キャッシュ・フロー
計算書の作成

・作成を義務付け
○ ○ ○ ○ ○

勘定科目等の見直し ・勘定科目の見直し及び重
要な事項を注記 ○ ○ ○ ○ ○

組入資本金制度の廃止 ・企業債償還に充てた減債
積立金等は資本金へ組入

・企業債償還に充てた減債
積立金等は未処分利益剰余
金に計上

○ ○

財務諸表への影響
見直し項目 旧会計基準 新会計基準

各会計への影響
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里産業用地の造成工事等を実施した。

産業団地リース制度では、綿内東山工業団地において、貸付特約付土地売買契約制度で１区画

㎡、川合新田産業用地において、事業用定期借地制度で１区画 ㎡の契約が成立した。
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保有土地の内訳は、次のとおりである。

綿内東山

工業団地

綿内流通

ターミナル

大豆島東

工業団地

豊野東部

工業団地

川合新田

産業用地

第二東部

工業団地

若里産業

用地

金額で見た保有土地の内訳（平成 年度末）

綿内東山

工業団地

綿内流通

ターミナル

大豆島東

工業団地

豊野東部

工業団地

川合新田

産業用地

第二東部

工業団地

若里産業

用地

面積で見た保有土地の内訳（平成 年度末）

 

 

２ 予算の執行状況 
収益的収入及び支出

当年度の予算の執行状況は、次表のとおりである。

収益的収入 （単位 円・％）

区分

科目

予 算 額 決 算 額
予算額に比べ

決算額の増減

決算額の

予算額に

対する比
金 額

構成

比率
金 額

構成

比率

産業団地事業収益 △

営業収益 △

営業外収益

収益的支出 （単位 円・％）

区分

科目

予 算 額 決 算 額

不用額

決算額の

予算額に

対する比
金 額

構成

比率
金 額

構成

比率

産業団地事業費用 ． ．

営業費用

営業外費用

特別損失

ア 産業団地事業収益は、予算額に対して 円の減少となっているが、これは主に営業収益

の減によるものである。

イ 産業団地事業費用は、予算額に対して 円の不用額を生じているが、これは主に営業費

用の減によるものである。

 

資本的収入及び支出

当年度の予算の執行状況は、次表のとおりである。

資本的収入 （単位 円・％）

区分

科目

予 算 額 決 算 額
予算額に比べ

決算額の増減

決算額の

予算額に

対する比
金 額

構成

比率
金 額

構成

比率

資本的収入 △

他会計借入金 △

資本的支出 （単位 円・％）

区分

科目

予 算 額 決 算 額
翌年度

繰越額
不用額

決算額の

予算額に

対する比
金 額

構成

比率
金 額

構成
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資本的支出

用地開発費

他会計借入金償還金

ア 資本的収入は、 円となっている。

イ 資本的支出は、予算額に対して 円の不用額を生じているが、これは主に他会計借入

金償還金の減によるものである。

ウ 資本的収入額が資本的支出額に不足する額 円は、過年度分損益勘定留保資金

円及び当年度分損益勘定留保資金 円で補てんされている。

３ 経営成績

当年度における総収益は 円で、前年度に比較して 円（ ％）の減少となっ

ている。

一方、総費用は 円で、前年度に比較して 円（ ％）の減少となっている。

この結果、当年度は 円の純利益となり、当年度未処分利益剰余金 円は、全額利

益積立金繰入額で処理される予定である。

総収益及び総費用の推移は、次表のとおりである。

（単位 円・％）

区分
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総 収 益（Ａ） 総 費 用（Ｂ）
純 利 益

（Ａ）－（Ｂ）
総収益の

総費用に

対する比金 額
前年度

対 比
金 額

前年度

対 比
金 額

前年度

対 比
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収 益

ア 営業収益は 円で、主なものは用地売上収益 円である。前年度に比較し

て 円（ ％）の減少となっている。

イ 営業外収益は 円で、主なものは受取利息 円である。前年度に比較して

円（ ％）の増加となっている。

費 用

ア 営業費用は 円で、主なものは用地売上原価 円である。前年度に比較し

て 円（ ％）の減少となっている。

イ 営業外費用は 円で、主なものは支払利息である。前年度に比較して 円（ ％）

の増加となっている。

４ 財政状態

資 産

当年度末における資産の総額は 円で、前年度に比較して 円（ ％）の増

加となっている。

ア 固定資産は 円で、主なものは、貸付特約付土地 円及び事業用定期

借地権設定土地 円である。前年度に比較して 円（ ％）の減少となっ

ている。これは貸付特約付土地の減によるものである。

イ 産業用地資産は 円で、すべて未成土地である。前年度に比較して、 円

（ ％）の減少となっている。

ウ 流動資産は 円で、主なものは、定期預金 円である。前年度に比較

して 円（ ％）の増加となっている。これは主に、定期預金の増によるものである。

未成土地の内訳は、次表のとおりである。

種 別 面積 ㎡ 金額 円 備 考

産 業 用 地 綿内流通ターミナル 
産 業 用 地 豊野東部工業団地 
産 業 用 地 川合新田産業用地 
産 業 用 地 若里産業用地 
合 計  

貸付特約付土地の内訳は、次表のとおりである。

種 別 面積 ㎡ 金額 円 備 考

貸付特約付土地 綿内東山工業団地 
貸付特約付土地 綿内流通ターミナル 
貸付特約付土地 大豆島東工業団地 
貸付特約付土地 豊野東部工業団地 
貸付特約付土地 第二東部工業団地 
合 計  

 

事業用定期借地権設定土地の内訳は、次表のとおりである。

種 別 面積 ㎡ 金額 円 備 考

事業用定期借地権設定土地 綿内東山工業団地

事業用定期借地権設定土地 綿内流通ターミナル

事業用定期借地権設定土地 第二東部工業団地

事業用定期借地権設定土地 川合新田産業用地

合 計

負債及び資本

当年度末における負債及び資本の合計は 円で、負債 円（構成比率

％）、資本 円（同 ％）となっている。

新会計基準の適用により、これまで借入資本金（資本）に計上されていた他会計借入金が負債に計上

されることとなった。また、新たに賞与引当金、法定福利費引当金が計上されることとなった。この結

果、前年度と比較して負債が大幅に増加し、資本が大幅に減少している。

ア 流動負債は 円で、未払金、預り金、引当金及び他会計借入金である。前年度に比

較して 円（ ％）の増加となっている。これは、新会計基準の適用により、こ

れまで借入資本金に計上されていた他会計借入金が流動負債に振り替えられ、大幅に増加したこと

によるものである。

イ 資本金は 円で、前年度に比較して 円（ ％）の減少となってい

る。これは、新会計基準の適用により、借入資本金が負債に振り替えられ、大幅に減少したことに

よるものである。

ウ 剰余金は 円で、これはすべて利益剰余金である。前年度に比較して 円

（ ％）の増加となっている。

他会計からの借入金

最近５か年間における他会計からの借入金の推移は、次表のとおりである。

（単位 千円）

 年度 年度 年度 年度 年度

財政調整基金 
借入高 
返済高 

年度末残高 
土地開発基金 

借入高 
返済高 

年度末残高 
年度末残高合計 
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キャッシュ・フロー計算書

産業団地事業会計におけるキャッシュ・フロー計算書は、次表のとおりである。

（単位：円）

科 目 平成 年度

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当期純利益

用地売上原価

賞与引当金の増加額

法定福利費引当金の増加額

修繕引当金の増加額

特別修繕引当金の増加額

受取利息 △

支払利息

未収金の減少額

未払金の減少額 △

その他流動資産の減少額 △

その他流動負債の増加額

小計

利息の受取額

利息の支払額 △

業務活動によるキャッシュ・フロー

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金等の払出による収入

定期預金等への預入による支出 △

投資活動によるキャッシュ・フロー △

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

他会計借入金による収入

他会計借入金の返済による支出 △

財務活動によるキャッシュ・フロー △

資金増加額

資金期首残高

資金期末残高

 

５ むすび

＜事業概況＞

産業団地事業は、企業立地の環境整備として産業用地を整備するとともに、企業誘致の促進により地

域の産業集積や雇用創出を図ることを主な事業として、効果的な事業運営の推進に取り組んでいる。 
当年度の事業実績は、若里産業用地 ㎡を取得し、併せて整地工事を実施した。また、綿内流

通ターミナル及び綿内東山工業団地の２団地２区画において貸付特約付分譲制度満期による売却があっ

た。豊野東部工業団地の１区画については、貸付特約付分譲制度満期前の売却があった。

経営成績は、事業収益３億 万円余に対し、事業費用２億 万円余となり、 万円余の

純利益となった。

財政状態は、新会計基準の適用により借入資本金が負債に振り替えられたため、資本金が前年度に比

較して ％の減少となった。剰余金は利益剰余金の増加により、前年度に比較して ％増加し、

自己資本構成比率は ％となり、前年度に比較して ポイント上昇した。

なお、当年度末の未契約区画は４区画となっている。

＜意 見＞

未契約区画の早期分譲等について

当年度末現在の未契約区画数は、２団地４区画であった。このうち、分譲を開始して５年以上が経過

している区画は１団地３区画である。当該会計の健全経営のためには、用地の未契約状態が長期間に及

ばないよう、早期分譲が望まれる。引き続き、市内外の企業のニーズや動向を的確に把握するとともに、

積極的な誘致活動等に努められたい。

長期借入金の返済について

当年度においては、貸付特約付土地売買契約の期間満了による売却など３区画の分譲収入があり、２

億 万円が償還され、他会計からの長期借入金残高は 億円に減少した。翌年度も貸付特約付土

地売買契約の期間満了による分譲代金の収入により、営業収益の確保が見込まれる。ついては、その確

実な収納により長期借入金の計画的な返済に努められたい。

企業誘致戦略と産業団地事業について

平成 年度までの計画期間である「長野市産業振興ビジョン（後期振興計画）」のもと、社会経済情

勢や企業ニーズの変化に対応しつつ、企業誘致促進の政策として、産業団地の整備が進められてきた。

当年度末の残区画数は４区画となり、企業の立地需要に対応するためには新たな団地造成が必要とな

るところだが、独立採算の使命がある事業会計としては、未契約用地を抱えるというリスクについて慎

重に判断しつつ事業を運営することが求められている。 
このことを踏まえた上で、本市が産業集積の向上と地域経済や雇用の安定を目指すためには、企業の

立地ニーズについて更に分析を進め、必要な産業用地の確保に向けて新たな企業誘致戦略を策定すると

ともに、企業の立地需要に対応した産業団地の整備について検討を進められたい。
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キャッシュ・フロー計算書

産業団地事業会計におけるキャッシュ・フロー計算書は、次表のとおりである。

（単位：円）

科 目 平成 年度

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当期純利益

用地売上原価

賞与引当金の増加額

法定福利費引当金の増加額

修繕引当金の増加額

特別修繕引当金の増加額

受取利息 △

支払利息

未収金の減少額

未払金の減少額 △

その他流動資産の減少額 △

その他流動負債の増加額

小計
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利息の支払額 △
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資金増加額

資金期首残高

資金期末残高

 

５ むすび

＜事業概況＞

産業団地事業は、企業立地の環境整備として産業用地を整備するとともに、企業誘致の促進により地

域の産業集積や雇用創出を図ることを主な事業として、効果的な事業運営の推進に取り組んでいる。 
当年度の事業実績は、若里産業用地 ㎡を取得し、併せて整地工事を実施した。また、綿内流

通ターミナル及び綿内東山工業団地の２団地２区画において貸付特約付分譲制度満期による売却があっ

た。豊野東部工業団地の１区画については、貸付特約付分譲制度満期前の売却があった。

経営成績は、事業収益３億 万円余に対し、事業費用２億 万円余となり、 万円余の

純利益となった。

財政状態は、新会計基準の適用により借入資本金が負債に振り替えられたため、資本金が前年度に比

較して ％の減少となった。剰余金は利益剰余金の増加により、前年度に比較して ％増加し、

自己資本構成比率は ％となり、前年度に比較して ポイント上昇した。

なお、当年度末の未契約区画は４区画となっている。

＜意 見＞

未契約区画の早期分譲等について

当年度末現在の未契約区画数は、２団地４区画であった。このうち、分譲を開始して５年以上が経過

している区画は１団地３区画である。当該会計の健全経営のためには、用地の未契約状態が長期間に及

ばないよう、早期分譲が望まれる。引き続き、市内外の企業のニーズや動向を的確に把握するとともに、

積極的な誘致活動等に努められたい。

長期借入金の返済について
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億 万円が償還され、他会計からの長期借入金残高は 億円に減少した。翌年度も貸付特約付土
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勢や企業ニーズの変化に対応しつつ、企業誘致促進の政策として、産業団地の整備が進められてきた。

当年度末の残区画数は４区画となり、企業の立地需要に対応するためには新たな団地造成が必要とな

るところだが、独立採算の使命がある事業会計としては、未契約用地を抱えるというリスクについて慎

重に判断しつつ事業を運営することが求められている。 
このことを踏まえた上で、本市が産業集積の向上と地域経済や雇用の安定を目指すためには、企業の

立地ニーズについて更に分析を進め、必要な産業用地の確保に向けて新たな企業誘致戦略を策定すると

ともに、企業の立地需要に対応した産業団地の整備について検討を進められたい。
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審 査 資 料
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金   額
構成
比率

金   額
構成
比率

26年度 25年度

円 ％ 円 ％ 円 ％ ％ ％

△ 301,653,462

用 地 売 上 原価 △ 304,472,396

一 般 管 理 費

支 払 利 息

雑 支 出 － － －

 科  目

営 業 費 用

比 較 増 減
前年度
対  比

すう勢比率

△ 300,777,253

△ 36,696,980

△ 337,474,233

－

－

－

－合 計

当 年 度 純 利 益

小 計

産　業　団　地　事　業　会　計 

借            　　　　　          方

営 業 外 費 用

                        区  分 平成26年度 平成25年度

金   額
構成
比率

金   額
構成
比率

26年度 25年度

円 ％ 円 ％ 円 ％ ％ ％

△ 338,372,902

用地売上収益 △ 340,962,733

用地貸付収益

受 取 利 息

雑 収 益

合 計

平成25年度

 科  目

平成26年度

△ 337,474,233

貸                            方

 比　較　損　益　計　算　書

すう勢比率

営 業 収 益

営 業 外 収 益

前年度
対　比

比 較 増 減
                        区  分

（注）すう勢比率は、平成24年度を100とした。
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当 年 度 純 利 益

小 計

産　業　団　地　事　業　会　計 
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比率
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（注）すう勢比率は、平成24年度を100とした。
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金   額
構 成
比 率

金   額
構 成
比 率

26年度 25年度

円 ％ 円 ％ 円 ％ ％ ％

△ 14,733,334

△ 14,733,334

△ 222,394,472

△ 28,222,009

△ 34,457,225

△ 15,250

合 計

定 期 預 金

未 収 金

完 成 土 地

未 成 土 地

流 動 資 産

現 金 預 金

科  目

固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産

工具器具及び備品

借         　　　　　　　　　　　 方

平成25年度平成26年度                 区  分

事業用定期借地権
設 定 土 地

貸 付 特 約 付 土 地

産 業 用 地 資 産

産　業　団　地　事　業　会　計 

比 較 増 減
前年度
対　比

すう勢比率

投 資

金   額
構 成
比 率

金   額
構 成
比 率

26年度 25年度

円 ％ 円 ％ 円 ％ ％ ％

△ 735,657

－ － －

－ － －

△ 2,350,000,000

△ 2,350,000,000

△ 2,350,000,000

△ 36,696,980

△ 36,696,980

△ 2,264,557,003

(注)すう勢比率は、平成24年度を100とした。

利 益 剰 余 金

合 計

前年度
対　比

(資本合計)

当 年 度 純 利 益

利 益 積 立 金

当年度未処分利益剰余金

                        区  分

他 会 計 借 入 金

借 入 資 本 金

(負債合計)

 比　較　貸　借　対　照　表

剰 余 金

流 動 負 債

預 り 金

未 払 金

平成25年度

他 会 計 借 入 金

貸     　　　　　　　　　　　    方

自 己 資 本 金

資 本 金

比 較 増 減
すう勢比率

引 当 金

平成26年度

科  目
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△ 2,350,000,000

△ 36,696,980

△ 36,696,980

△ 2,264,557,003
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合 計
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対　比

(資本合計)
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当年度未処分利益剰余金
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預 り 金

未 払 金

平成25年度

他 会 計 借 入 金
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自 己 資 本 金

資 本 金

比 較 増 減
すう勢比率

引 当 金

平成26年度

科  目
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平成26年度 平成25年度 平成24年度

（注）平成26年度から新会計基準を適用して計算しており、平成25年度以前の数値との単純な比較はできない。

      上記の算式において用いた用語は、次のとおりである。

　　　　１　総 資 本＝資本＋負債

　　　　２　自己資本＝自己資本金＋資本剰余金＋利益剰余金

        ３　総収益＝営業収益＋営業外収益＋特別利益

総 収 支 比 率

そ

の

他

収

益

率

利 子 負 担 率 ％

総 資 本 利 益 率

％営 業 収 支 比 率

回

転

率

流 動 資 産 回 転 率

％

未 収 金 回 転 率

自 己 資 本 回 転 率

流 動 比 率

総 資 本 回 転 率

酸 性 試 験 比 率

回

現 金 比 率

固 定 負 債 構 成 比 率

流 動 負 債 構 成 比 率

自 己 資 本 構 成 比 率

％

       　  産　業　団　地　事  業  会  計 

項              目 単位
年     度     比     較

構

成

比

率

財

務

比

率

流動負債

総 資 本

自己資本

総 資 本

流動資産

流動負債

現金預金

流動負債

総 収 益

総 費 用

４　総費用＝営業費用＋営業外費用＋特別損失

５　平　均＝１/２（期首＋期末）

×100

平均総資本 

支払利息及び企業債取扱諸費＋建設利息

×100

流動負債
×100

×100

企業に投下された資本の総額と、それによってもたらされた利益とを比較したもの
である。

×100

借入金及び借入資本金に対し、それらの支払利息等の負担比率を示すものである。
借入金＋借入資本金

営業収益が営業費用の何％に当たるかを表すものである。
営業収益－受託工事収益

×100

×100

当年度純利益

平均総資本

平均流動資産

総収益が総費用の何％に当たるかを表すものである。

平均未収金

営業費用－受託工事費用

未収金が１年間に何回転したかを表すものである。
営業収益－受託工事収益

営業収益－受託工事収益

流動資産が１年間に何回転したかを表すものである。

平均自己資本

営業収益－受託工事収益
自己資本が１年間に何回転したかを表すもので、自己資本の利用度を表すものであ
る。

営業収益－受託工事収益

総資本の中に占める自己資本の百分率であるが、この率は大きいほど健全である。×100

×100 総資本の中に占める流動負債の百分率であるが、この率は小さいほど健全である。

 財　務　分  析  比  率  表

総資本の中に占める固定負債の百分率であるが、公営企業においては、設備拡張を
全面的に企業債に依存しているので、この率が大となる。

固定負債＋借入資本金
×100

総 資 本

算                式 説                                       明

総資本が１年間に何回転したかを表すもので、資本の利用度を表すものである。な
お、回転率は一般に大きいほど、資本が効率的に使われていることを表すものであ
る。

流動負債に対する現金預金の百分率で、当座の支払能力を見るために流動比率や当
座比率とともに計算されるのが通例である。20％以上が理想値とされている。

当座比率とも言われるが、流動資産のうち現金預金及び容易に現金化しうる未収金
などの当座資産と、流動負債とを対比させたもので、100％以上が理想比率とされ
ている。

１年以内に現金化できる資産と、１年以内に返済すべき負債とを比較するもので、
短期支払い能力を判定するために利用される。理想比率は200％以上である。

現金預金＋未収金
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平成26年度 平成25年度 平成24年度
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営業収益－受託工事収益

営業収益－受託工事収益

流動資産が１年間に何回転したかを表すものである。

平均自己資本

営業収益－受託工事収益
自己資本が１年間に何回転したかを表すもので、自己資本の利用度を表すものであ
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 財　務　分  析  比  率  表

総資本の中に占める固定負債の百分率であるが、公営企業においては、設備拡張を
全面的に企業債に依存しているので、この率が大となる。

固定負債＋借入資本金
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総 資 本

算                式 説                                       明

総資本が１年間に何回転したかを表すもので、資本の利用度を表すものである。な
お、回転率は一般に大きいほど、資本が効率的に使われていることを表すものであ
る。

流動負債に対する現金預金の百分率で、当座の支払能力を見るために流動比率や当
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現金預金＋未収金
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水 道 事 業 会 計

 

１ 事業の概況 
建設改良事業の状況

水道水の安定供給堅持のため、老朽管路の布設替えを積極的に進めるとともに大規模地震に備えた管

路の耐震化に取り組み、当年度は、総延長 ｍの布設替えが実施された。

また、配水区域を分割管理する配水ブロック整備事業として、流入ピット２か所の改良工事が実施さ

れたほか、浄水施設等更新整備事業として、犀川浄水場天日乾燥床築造工事、往生地浄水場場内配管整

備工事が完了するなど、安全で安定的な水の供給のため、施設の計画的な整備が進められた。

簡易水道事業については、上水道事業との平成 年度末の統合を目指し、信州新町地区２か所の水源

に膜ろ過設備が設置されたほか、遠隔監視システムの整備 か所、総延長 ｍの管路布設が実施さ

れた。

業務状況

ア 当年度末の給水人口は 人、給水区域内人口は 人で、前年度に比較して給水人口

は 人、給水区域内人口は 人それぞれ減少し、普及率は ％で、前年度に比較して

ポイントの上昇となっている。なお、普及率の全国平均は ％である。

イ 当年度の年間総配水量は ｍ、年間総有収水量は ｍ で、前年度に比較して

年間総配水量は ｍ （ ％）、年間総有収水量は ｍ （ ％）それぞれ減少して

いる。

ウ 当年度の有収率は ％で、前年度に比較して ポイント低下した。なお、有収率の全国平均

は ％である。

（注） 全国平均とは、平成 年度地方公営企業年鑑の地方公営企業法適用都市のうち、給水人口

万人以上 万人未満の都市の平均をいう（以下同じ）。
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に膜ろ過設備が設置されたほか、遠隔監視システムの整備 か所、総延長 ｍの管路布設が実施さ

れた。
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ア 当年度末の給水人口は 人、給水区域内人口は 人で、前年度に比較して給水人口

は 人、給水区域内人口は 人それぞれ減少し、普及率は ％で、前年度に比較して

ポイントの上昇となっている。なお、普及率の全国平均は ％である。

イ 当年度の年間総配水量は ｍ、年間総有収水量は ｍ で、前年度に比較して

年間総配水量は ｍ （ ％）、年間総有収水量は ｍ （ ％）それぞれ減少して

いる。

ウ 当年度の有収率は ％で、前年度に比較して ポイント低下した。なお、有収率の全国平均

は ％である。

（注） 全国平均とは、平成 年度地方公営企業年鑑の地方公営企業法適用都市のうち、給水人口

万人以上 万人未満の都市の平均をいう（以下同じ）。
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２ 予算の執行状況

収益的収入及び支出

当年度の予算の執行状況は、次表のとおりである。

収益的収入 （税込み） （単位 円・％）

区分

科目

予 算 額 決 算 額
予算額に比べ

決算額の増減

決算額の

予算額に

対する比金 額
構成

比率
金 額

構成

比率

水道事業収益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益 △

簡易水道事業収益 △

営 業 収 益

営 業 外 収 益 △

特 別 利 益 △

収益的支出 （税込み） （単位 円・％）

区分

科目

予 算 額 決 算 額

不 用 額

決算額の

予算額に

対する比金 額
構成

比率
金 額

構成

比率

水道事業費用  
営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失 
簡易水道事業費用 

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失 

ア 水道事業収益は、予算額に対して 円の増加となっているが、これは主に、営業収益

の増によるものである。

イ 簡易水道事業収益は、予算額に対して 円の減少となっているが、これは主に、営業外

収益の減によるものである。

ウ 水道事業費用は、予算額に対して 円の不用額を生じているが、これは主に、営業費

用の減によるものである。

エ 簡易水道事業費用は、予算額に対して 円の不用額を生じているが、これは主に、営

業費用の減によるものである。

 

（ ）資本的収入及び支出

当年度の予算の執行状況は、次表のとおりである。

資本的収入 （税込み） （単位 円・％）

区分

科目

予 算 額 決 算 額
予算額に比べ

決算額の増減

決算額

の予算

額に対

する比
金 額

構成
比率

金 額
構成
比率

水道事業資本的収入 △

企 業 債 △

国 庫 補 助 金 △

工 事 負 担 金 △

受 託 建 設 収 入

出 資 金

固定資産売却代金 △

簡易水道事業資本的収入 △

企 業 債 △

国 庫 補 助 金 △

工 事 負 担 金

出 資 金

固定資産売却代金 △

資本的支出 （税込み） （単位 円・％）

区分

科目

予 算 額 決 算 額

翌年度繰越額 不 用 額

決算額

の予算

額に対

する比
金 額

構成
比率

金 額
構成
比率

水道事業

資本的支出

建設改良 費

企業債償還金

出資金返還金

簡易水道事業

資本的支出

建設改良 費

企業債償還金

ア 水道事業資本的収入は、予算額に対して 円の減少となっているが、これは主に、

企業債の減によるものである。

イ 簡易水道事業資本的収入は、予算額に対して 円の減少となっているが、これは主に、

企業債の減によるものである。

ウ 水道事業資本的支出は、予算額に対して 円の不用額を生じているが、これは主に、建

設改良費の減によるものである。

なお、翌年度繰越額 円は全額建設改良費であり、国補西条浄水場膜ろ過施設設置工

事外 件の工事費である。これは、西条浄水場膜ろ過施設棟建築工事が入札不調となったため、本

工事の着手が遅れたことなどの理由で繰越しとなったものである。

エ 簡易水道事業資本的支出は、予算額に対して 円の不用額を生じているが、これは主

に、建設改良費の減によるものである。

なお、翌年度繰越額 円は全額建設改良費であり、簡水鬼無里峯地区舗装復旧工事外５

件の工事費等である。これは、平成 年 月 日に発生した長野県神城断層地震により現場内に

発生した被害箇所の補修が、積雪のため施工困難となり、融雪後の時期まで工期延長する必要が生
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２ 予算の執行状況

収益的収入及び支出

当年度の予算の執行状況は、次表のとおりである。

収益的収入 （税込み） （単位 円・％）

区分

科目

予 算 額 決 算 額
予算額に比べ

決算額の増減

決算額の

予算額に

対する比金 額
構成

比率
金 額

構成

比率

水道事業収益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益 △

簡易水道事業収益 △

営 業 収 益

営 業 外 収 益 △

特 別 利 益 △

収益的支出 （税込み） （単位 円・％）

区分

科目

予 算 額 決 算 額

不 用 額

決算額の

予算額に

対する比金 額
構成

比率
金 額
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比率
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簡易水道事業費用 
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ア 水道事業収益は、予算額に対して 円の増加となっているが、これは主に、営業収益

の増によるものである。

イ 簡易水道事業収益は、予算額に対して 円の減少となっているが、これは主に、営業外

収益の減によるものである。

ウ 水道事業費用は、予算額に対して 円の不用額を生じているが、これは主に、営業費

用の減によるものである。

エ 簡易水道事業費用は、予算額に対して 円の不用額を生じているが、これは主に、営

業費用の減によるものである。

 

（ ）資本的収入及び支出

当年度の予算の執行状況は、次表のとおりである。

資本的収入 （税込み） （単位 円・％）

区分

科目

予 算 額 決 算 額
予算額に比べ

決算額の増減

決算額

の予算

額に対

する比
金 額

構成
比率

金 額
構成
比率

水道事業資本的収入 △

企 業 債 △

国 庫 補 助 金 △

工 事 負 担 金 △

受 託 建 設 収 入
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資本的支出 （税込み） （単位 円・％）

区分

科目

予 算 額 決 算 額

翌年度繰越額 不 用 額

決算額

の予算

額に対

する比
金 額

構成
比率

金 額
構成
比率

水道事業

資本的支出

建設改良 費

企業債償還金

出資金返還金

簡易水道事業

資本的支出

建設改良 費

企業債償還金

ア 水道事業資本的収入は、予算額に対して 円の減少となっているが、これは主に、

企業債の減によるものである。

イ 簡易水道事業資本的収入は、予算額に対して 円の減少となっているが、これは主に、

企業債の減によるものである。

ウ 水道事業資本的支出は、予算額に対して 円の不用額を生じているが、これは主に、建

設改良費の減によるものである。

なお、翌年度繰越額 円は全額建設改良費であり、国補西条浄水場膜ろ過施設設置工

事外 件の工事費である。これは、西条浄水場膜ろ過施設棟建築工事が入札不調となったため、本

工事の着手が遅れたことなどの理由で繰越しとなったものである。

エ 簡易水道事業資本的支出は、予算額に対して 円の不用額を生じているが、これは主

に、建設改良費の減によるものである。

なお、翌年度繰越額 円は全額建設改良費であり、簡水鬼無里峯地区舗装復旧工事外５

件の工事費等である。これは、平成 年 月 日に発生した長野県神城断層地震により現場内に

発生した被害箇所の補修が、積雪のため施工困難となり、融雪後の時期まで工期延長する必要が生
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じたことなどの理由で繰越しとなったものである。

オ 水道事業資本的収入と簡易水道事業資本的収入の合計額 円が水道事業資本的支出

と簡易水道事業資本的支出の合計額 円に対して不足する額 円は、減

債積立金 円、過年度分損益勘定留保資金 円並びに当年度分消費税及び

地方消費税資本的収支調整額 円で補てんされている。

３ 経営成績（各項目の数値は、水道事業と簡易水道事業を合算している。）

当年度は総収益 円、総費用 円で、純利益は 円となり、前

年度に比較して 円（ ％）の増加となっている。

なお、その他未処分利益剰余金変動額は 円で、新会計基準の適用に伴い前年度から皆増

している。これは、みなし償却制度の廃止に伴い、移行処理時に資本剰余金から振り替えられた未処分利

益剰余金 円（移行に伴い当年度のみ発生）及び組入資本金制度の廃止に伴い発生した未処

分利益剰余金 円が計上されたものである。

この結果、当年度未処分利益剰余金は 円となり、減債積立金として 円、建

設改良積立金として 円が積み立てられるほか、 円が資本金に組み入れられる予

定である。

総収益及び総費用の推移は、次表のとおりである。

（税抜き） （単位 円・％）

区分

年度

総 収 益（Ａ） 総 費 用（Ｂ） 純 利 益（Ａ）－（Ｂ） 総収益の

総費用に

対する比金 額
前年度
対 比

金 額
前年度
対 比

金 額
前年度
対 比

収 益

ア 営業収益は 円で、主なものは給水収益 円である。前年度に比較して

円（ ％）の減少となっている。これは、水道料金の減少によるものである。

イ 営業外収益は 円で、主なものは長期前受金戻入 円及び他会計負担金

円である。前年度に比較して 円（ ％）の増加となっている。これは主

に、長期前受金戻入が皆増したことによるものである。

長期前受金戻入は、新会計基準の適用により計上されたものであり、みなし償却制度の廃止に伴い

補助金等により取得、改良した償却資産の減価償却見合い分を収益化したもので、現金収入を伴わな

い収益である。

ウ 特別利益は 円で、その他特別利益（浅川ダム建設負担金返還金）である。

 

水道料金収納状況の推移は、次表のとおりである。

（税込み） （単位 円・％）

区分

年度
調 定 額 前年度対比 指 数 収 入 済 額 収納率

（注）指数は平成 年度を とした。

なお、平成 年５月 日における平成 年度分の収納率は ％となっている。

費 用

ア 営業費用は 円で、主なものは減価償却費 円である。前年度に比較

して 円（ ％）の増加となっている。これは主に、新会計基準の適用により、みなし

償却制度が廃止となったため、減価償却費が増加したことによるものである。

イ 営業外費用は 円で、主なものは支払利息及び企業債取扱諸費 円である。

前年度に比較して 円（ ％）の減少となっている。これは主に、雑支出の減によるも

のである。

ウ 特別損失は 円で、前年度に比較して 円（ ％）の増加となっている。

浅川ダム建設計画変更に伴う除却 円は前年度と同額であるが、新会計基準の適用により

計上された賞与引当金、法定福利費引当金及び貸倒引当金への繰入額のうち、過年度に起因する引

当金計上不足額（移行に伴い当年度のみ発生）が増加となっている。

費用を性質別に区分すると、次表のとおりである。

（税抜き） （単位 円・％）

項 目
年 度 年 度

比 較 増 減
前年度

対比金 額
構成
比率

金 額
構成
比率

職 員 給 与 費 △

備 消 品 費 △

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料 △

修 繕 費 △

工 事 請 負 費

動 力 費

薬 品 費 △

材 料 費

負 担 金

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 皆増

減 価 償 却 費

固 定 資 産 除 却 費

た な 卸 資 産 減 耗 費 △

企 業 債 利 息 △

固 定 資 産 除 却 損 失

そ の 他 物 件 費 △

合 計
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じたことなどの理由で繰越しとなったものである。

オ 水道事業資本的収入と簡易水道事業資本的収入の合計額 円が水道事業資本的支出

と簡易水道事業資本的支出の合計額 円に対して不足する額 円は、減

債積立金 円、過年度分損益勘定留保資金 円並びに当年度分消費税及び

地方消費税資本的収支調整額 円で補てんされている。

３ 経営成績（各項目の数値は、水道事業と簡易水道事業を合算している。）

当年度は総収益 円、総費用 円で、純利益は 円となり、前

年度に比較して 円（ ％）の増加となっている。

なお、その他未処分利益剰余金変動額は 円で、新会計基準の適用に伴い前年度から皆増

している。これは、みなし償却制度の廃止に伴い、移行処理時に資本剰余金から振り替えられた未処分利

益剰余金 円（移行に伴い当年度のみ発生）及び組入資本金制度の廃止に伴い発生した未処

分利益剰余金 円が計上されたものである。

この結果、当年度未処分利益剰余金は 円となり、減債積立金として 円、建

設改良積立金として 円が積み立てられるほか、 円が資本金に組み入れられる予

定である。

総収益及び総費用の推移は、次表のとおりである。

（税抜き） （単位 円・％）

区分

年度

総 収 益（Ａ） 総 費 用（Ｂ） 純 利 益（Ａ）－（Ｂ） 総収益の

総費用に

対する比金 額
前年度
対 比

金 額
前年度
対 比

金 額
前年度
対 比

収 益

ア 営業収益は 円で、主なものは給水収益 円である。前年度に比較して

円（ ％）の減少となっている。これは、水道料金の減少によるものである。

イ 営業外収益は 円で、主なものは長期前受金戻入 円及び他会計負担金

円である。前年度に比較して 円（ ％）の増加となっている。これは主

に、長期前受金戻入が皆増したことによるものである。

長期前受金戻入は、新会計基準の適用により計上されたものであり、みなし償却制度の廃止に伴い

補助金等により取得、改良した償却資産の減価償却見合い分を収益化したもので、現金収入を伴わな

い収益である。

ウ 特別利益は 円で、その他特別利益（浅川ダム建設負担金返還金）である。

 

水道料金収納状況の推移は、次表のとおりである。

（税込み） （単位 円・％）

区分

年度
調 定 額 前年度対比 指 数 収 入 済 額 収納率

（注）指数は平成 年度を とした。

なお、平成 年５月 日における平成 年度分の収納率は ％となっている。

費 用

ア 営業費用は 円で、主なものは減価償却費 円である。前年度に比較

して 円（ ％）の増加となっている。これは主に、新会計基準の適用により、みなし

償却制度が廃止となったため、減価償却費が増加したことによるものである。

イ 営業外費用は 円で、主なものは支払利息及び企業債取扱諸費 円である。

前年度に比較して 円（ ％）の減少となっている。これは主に、雑支出の減によるも

のである。

ウ 特別損失は 円で、前年度に比較して 円（ ％）の増加となっている。

浅川ダム建設計画変更に伴う除却 円は前年度と同額であるが、新会計基準の適用により

計上された賞与引当金、法定福利費引当金及び貸倒引当金への繰入額のうち、過年度に起因する引

当金計上不足額（移行に伴い当年度のみ発生）が増加となっている。

費用を性質別に区分すると、次表のとおりである。

（税抜き） （単位 円・％）

項 目
年 度 年 度

比 較 増 減
前年度

対比金 額
構成
比率

金 額
構成
比率

職 員 給 与 費 △

備 消 品 費 △

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料 △

修 繕 費 △

工 事 請 負 費

動 力 費

薬 品 費 △

材 料 費

負 担 金

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 皆増

減 価 償 却 費

固 定 資 産 除 却 費

た な 卸 資 産 減 耗 費 △

企 業 債 利 息 △

固 定 資 産 除 却 損 失

そ の 他 物 件 費 △

合 計
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費用の性質別構成比を見ると、減価償却費の ％が最も高く、次いで職員給与費 ％、委託料

％の順となっている。

損 益

損益の推移は、次表のとおりである。

（税抜き） （単位 円・％）

区分

年度
営業損益

前年度

対 比
経常損益

前年度

対 比
特別損益 純損益

△

△

ア 営業利益は 円で、前年度に比較して 円（ ％ の減少となっている。

イ 経常利益は 円で、前年度に比較して 円（ ％）の増加となってい

る。

ウ 特別損益は 円で、その他特別利益（ 円）及びその他特別損失（

円）によるものである。

損益に関する比率

損益に関する比率の推移は、次表のとおりである。

（単位 ％）

区 分 算 式 年度 年度 年度 年度 年度 全国平均

総資本利益率
当年度純利益

×
平均総資本

総収支比 率
総収益

×
総費用

営業収支比率
営業収益‐受託工事収益

×
営業費用‐受託工事費用

経常収支比率
経常収益

×
経常費用

※上記の比率は、企業の収益性を示すもので、指数は高いほど良いとされている。

※平成 年度から新会計基準を適用して算出しており、平成 年度以前の数値との単純な比較はできない。

経営比率

事業の収益性を示す経営比率の推移は、次表のとおりである。

（注）経営資本＝資産（前年度＋本年度）÷２－建設仮勘定（前年度＋本年度）÷２

※平成 年度から新会計基準を適用して算出しており、平成 年度以前の数値との単純な比較はできない。

区 分 算 式 年度 年度 年度 年度 年度

経営資本営業利益率

（％）

営業利益
×

経営資本

経営資本回転 率  
（回） 

営業収益

経営資本

営業収益営業利益率

（％）

営業利益
×

営業収益

 

供給単価と給水原価

有収水量１㎥当たりの供給単価は 円 銭、これに対する給水原価は 円 銭となり、 円

銭の販売利益となった。前年度に比較して、供給単価は３円 銭増加し、給水原価は３円 銭減少し

ている。

なお、新会計基準の適用に伴い計上された長期前受金戻入は、給水原価の算定にあたり、経常費用か

ら控除されている。

有収水量 ㎥当たりの供給単価と給水原価の推移は、次のとおりである。

給水原価の内訳は、次のとおりである。

※平成 年度の資本費 円は、長期前受金戻入を控除した額で、控除前の資本費は

円である。

（注）１ 供給単価＝
給 水 収 益

年間総有収水量

２ 給水原価＝
経常費用－（受託工事費＋材料売却原価＋長期前受金戻入）

年 間 総 有 収 水 量

３ 資 本 費＝ 減価償却費＋固定資産除却費＋企業債利息（災害復旧事業債利息を除く）

年度 年度 年度 年度 年度

円

その他

資本費

人件費

給水原価の内訳

全国平均（平成 年度）の供給単価は 円 銭、給水原価は 円 銭である。

年度 年度 年度 年度 年度

円

供給単価

給水原価

供給単価と給水原価の推移（１㎥当たり）
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費用の性質別構成比を見ると、減価償却費の ％が最も高く、次いで職員給与費 ％、委託料

％の順となっている。

損 益

損益の推移は、次表のとおりである。

（税抜き） （単位 円・％）

区分

年度
営業損益

前年度

対 比
経常損益

前年度

対 比
特別損益 純損益

△

△

ア 営業利益は 円で、前年度に比較して 円（ ％ の減少となっている。

イ 経常利益は 円で、前年度に比較して 円（ ％）の増加となってい

る。

ウ 特別損益は 円で、その他特別利益（ 円）及びその他特別損失（

円）によるものである。

損益に関する比率

損益に関する比率の推移は、次表のとおりである。

（単位 ％）

区 分 算 式 年度 年度 年度 年度 年度 全国平均

総資本利益率
当年度純利益

×
平均総資本

総収支比 率
総収益

×
総費用

営業収支比率
営業収益‐受託工事収益

×
営業費用‐受託工事費用

経常収支比率
経常収益

×
経常費用

※上記の比率は、企業の収益性を示すもので、指数は高いほど良いとされている。

※平成 年度から新会計基準を適用して算出しており、平成 年度以前の数値との単純な比較はできない。

経営比率

事業の収益性を示す経営比率の推移は、次表のとおりである。

（注）経営資本＝資産（前年度＋本年度）÷２－建設仮勘定（前年度＋本年度）÷２

※平成 年度から新会計基準を適用して算出しており、平成 年度以前の数値との単純な比較はできない。

区 分 算 式 年度 年度 年度 年度 年度

経営資本営業利益率

（％）

営業利益
×

経営資本

経営資本回転 率  
（回） 

営業収益

経営資本

営業収益営業利益率

（％）

営業利益
×

営業収益

 

供給単価と給水原価

有収水量１㎥当たりの供給単価は 円 銭、これに対する給水原価は 円 銭となり、 円

銭の販売利益となった。前年度に比較して、供給単価は３円 銭増加し、給水原価は３円 銭減少し

ている。

なお、新会計基準の適用に伴い計上された長期前受金戻入は、給水原価の算定にあたり、経常費用か

ら控除されている。

有収水量 ㎥当たりの供給単価と給水原価の推移は、次のとおりである。

給水原価の内訳は、次のとおりである。

※平成 年度の資本費 円は、長期前受金戻入を控除した額で、控除前の資本費は

円である。

（注）１ 供給単価＝
給 水 収 益

年間総有収水量

２ 給水原価＝
経常費用－（受託工事費＋材料売却原価＋長期前受金戻入）

年 間 総 有 収 水 量

３ 資 本 費＝ 減価償却費＋固定資産除却費＋企業債利息（災害復旧事業債利息を除く）

年度 年度 年度 年度 年度

円

その他

資本費

人件費

給水原価の内訳

全国平均（平成 年度）の供給単価は 円 銭、給水原価は 円 銭である。

年度 年度 年度 年度 年度

円

供給単価

給水原価

供給単価と給水原価の推移（１㎥当たり）
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労働生産性

職員の労働生産性の推移は、次表のとおりである。

年 度

区 分 年度 年度 年度 年度 年度 全国平均

職員一人当たりの給水人口（人）

職員一人当たりの給水量（㎥）

職員一人当たりの営業収益（千円）

損益勘定職員数（人） －

施設の利用状況

施設の利用状況は、次表のとおりである。

年 度

区 分
年度 年度 年度 年度 年度 全国平均

１日最大配水量 （㎥） Ａ －

１日平均配水量 （㎥） Ｂ －

１日配水能力 （㎥） Ｃ －

施 設 利 用 率 （％） Ｂ Ｃ

負 荷 率 （％） Ｂ Ａ

最 大 稼 働 率 （％） Ａ Ｃ

（注）１ 施設利用率は、配水施設が有効に利用されているか、施設規模が適正かを判断するものである。

２ 負荷率は、配水施設が平均的に稼動しているかを判断するものである。

３ 最大稼働率は、施設能力が適正かを判断するものである。

セグメント情報

セグメント情報の開示による、水道事業、簡易水道事業の経営成績の内訳は、次表のとおりである。

（単位 円）

区 分 水道事業 簡易水道事業 合 計

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 損 益 △

経 常 損 益 △

その他の項目

減価償却費

他会計負担金

受取利息及び配当金

支払利息及び企業債取扱諸費

特 別 利 益

特 別 損 失

４ 財政状態（各項目の数値は、水道事業と簡易水道事業を合算している。）

資 産

当年度末における資産の総額は 円で、前年度に比較して 円（ ％）の

減少となっている。

ア 固定資産は 円で、前年度に比較して 円（ ％）の減少となって

いる。これは主に、新会計基準の適用に伴う移行処理として、今までみなし償却をしていた資産の

既償却相当分を減じたことによるものである。

 

イ 流動資産は 円で、主なものは現金預金及び未収金である。前年度に比較して

円（ ％）の増加となっている。これは主に、現金預金の増によるものである。

未収金の内訳は、次表のとおりである。

（単位 円）

区分

年度
水道料金 受託建設収入 工事負担金 その他 計

過 年 度 分

当 年 度 分

計

未収金は 円で、前年度に比較して 円（ ％）減少している。平成 年５月

日までに 円が収納され、未収金残額は 円となっている。これは、全額水道料

金であり、前年同期に比較して 円（ ％）の増加となっている。

また、当年度の水道料金の不納欠損処分額は 円で、全額貸倒引当金を取り崩した。前年度

に比較して 円（ ％）の減少となっている。

なお、新会計基準の適用により、一定の要件を満たす場合には、回収することが困難と見込まれる未

収金の額を将来の貸倒に備えて費用として計上するとともに、当該引当額を債権の帳簿価格から控除す

る貸倒引当金を計上することが義務付けられ、△ 円が計上された。

負債及び資本

当年度末における負債及び資本の合計は 円で、負債 円、資本

円となっている。

新会計基準の適用により、これまで借入資本金（資本）に計上されていた企業債が負債に計上され、

資本剰余金（資本）に計上されていた国庫補助金、他会計負担金等のうち、償却資産の取得、改良に充

てられた分は繰延収益（負債）に計上されることとなった。また、新たに賞与引当金、法定福利費引当

金が計上されることとなった。この結果、前年度と比較して負債が大幅に増加し、資本が大幅に減少し

ている。

ア 固定負債は 円で、企業債及び引当金である。前年度に比較して

円（ ％）の増加となっている。これは、新会計基準の適用により、これまで借入資本金に計

上されていた企業債のうち、返済期限まで 年を越えているものが固定負債に振り替えられ、大幅

に増加したことによるものである。

イ 流動負債は 円で、主なものは企業債及び未払金である。前年度に比較して

円（ ％）の増加となっている。これは主に、新会計基準の適用により、これま

で借入資本金に計上されていた企業債のうち、返済期限が 年以内に到来するものが流動負債に振

り替えられ、大幅に増加したことによるものである。

ウ 繰延収益は 円で、前年度に比較して皆増している。これは長期前受金

円から長期前受金収益化累計額 円を差し引いて計上されたものであ

る。

長期前受金は、これまで資本剰余金に計上されていた補助金等のうち、償却資産の取得、改良に

充てられたものが振り替えられたものである。

長期前受金収益化累計額は、補助金等により取得、改良した資産に係る過年度分の減価償却見合

い分及び当年度分の長期前受金戻入額である。
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労働生産性

職員の労働生産性の推移は、次表のとおりである。

年 度

区 分 年度 年度 年度 年度 年度 全国平均

職員一人当たりの給水人口（人）

職員一人当たりの給水量（㎥）

職員一人当たりの営業収益（千円）

損益勘定職員数（人） －

施設の利用状況

施設の利用状況は、次表のとおりである。

年 度

区 分
年度 年度 年度 年度 年度 全国平均

１日最大配水量 （㎥） Ａ －

１日平均配水量 （㎥） Ｂ －

１日配水能力 （㎥） Ｃ －

施 設 利 用 率 （％） Ｂ Ｃ

負 荷 率 （％） Ｂ Ａ

最 大 稼 働 率 （％） Ａ Ｃ

（注）１ 施設利用率は、配水施設が有効に利用されているか、施設規模が適正かを判断するものである。

２ 負荷率は、配水施設が平均的に稼動しているかを判断するものである。

３ 最大稼働率は、施設能力が適正かを判断するものである。

セグメント情報

セグメント情報の開示による、水道事業、簡易水道事業の経営成績の内訳は、次表のとおりである。

（単位 円）

区 分 水道事業 簡易水道事業 合 計

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 損 益 △

経 常 損 益 △

その他の項目

減価償却費

他会計負担金

受取利息及び配当金

支払利息及び企業債取扱諸費

特 別 利 益

特 別 損 失

４ 財政状態（各項目の数値は、水道事業と簡易水道事業を合算している。）

資 産

当年度末における資産の総額は 円で、前年度に比較して 円（ ％）の

減少となっている。

ア 固定資産は 円で、前年度に比較して 円（ ％）の減少となって

いる。これは主に、新会計基準の適用に伴う移行処理として、今までみなし償却をしていた資産の

既償却相当分を減じたことによるものである。

 

イ 流動資産は 円で、主なものは現金預金及び未収金である。前年度に比較して

円（ ％）の増加となっている。これは主に、現金預金の増によるものである。

未収金の内訳は、次表のとおりである。

（単位 円）

区分

年度
水道料金 受託建設収入 工事負担金 その他 計

過 年 度 分

当 年 度 分

計

未収金は 円で、前年度に比較して 円（ ％）減少している。平成 年５月

日までに 円が収納され、未収金残額は 円となっている。これは、全額水道料

金であり、前年同期に比較して 円（ ％）の増加となっている。

また、当年度の水道料金の不納欠損処分額は 円で、全額貸倒引当金を取り崩した。前年度

に比較して 円（ ％）の減少となっている。

なお、新会計基準の適用により、一定の要件を満たす場合には、回収することが困難と見込まれる未

収金の額を将来の貸倒に備えて費用として計上するとともに、当該引当額を債権の帳簿価格から控除す

る貸倒引当金を計上することが義務付けられ、△ 円が計上された。

負債及び資本

当年度末における負債及び資本の合計は 円で、負債 円、資本

円となっている。

新会計基準の適用により、これまで借入資本金（資本）に計上されていた企業債が負債に計上され、

資本剰余金（資本）に計上されていた国庫補助金、他会計負担金等のうち、償却資産の取得、改良に充

てられた分は繰延収益（負債）に計上されることとなった。また、新たに賞与引当金、法定福利費引当

金が計上されることとなった。この結果、前年度と比較して負債が大幅に増加し、資本が大幅に減少し

ている。

ア 固定負債は 円で、企業債及び引当金である。前年度に比較して

円（ ％）の増加となっている。これは、新会計基準の適用により、これまで借入資本金に計

上されていた企業債のうち、返済期限まで 年を越えているものが固定負債に振り替えられ、大幅

に増加したことによるものである。

イ 流動負債は 円で、主なものは企業債及び未払金である。前年度に比較して

円（ ％）の増加となっている。これは主に、新会計基準の適用により、これま

で借入資本金に計上されていた企業債のうち、返済期限が 年以内に到来するものが流動負債に振

り替えられ、大幅に増加したことによるものである。

ウ 繰延収益は 円で、前年度に比較して皆増している。これは長期前受金

円から長期前受金収益化累計額 円を差し引いて計上されたものであ

る。

長期前受金は、これまで資本剰余金に計上されていた補助金等のうち、償却資産の取得、改良に

充てられたものが振り替えられたものである。

長期前受金収益化累計額は、補助金等により取得、改良した資産に係る過年度分の減価償却見合

い分及び当年度分の長期前受金戻入額である。

― 27 ―



 

エ 資本金は 円で、全額自己資本金である。前年度に比較して 円

（ ％）の減少となっている。これは新会計基準の適用により、これまで借入資本金に計上され

ていた企業債が負債に振り替えられ、大幅に減少したことによるものである。

オ 剰余金は 円で、利益剰余金 円及び資本剰余金 円であ

る。前年度に比較して 円（ ％）の減少となっている。これは、新会計基準の適

用により、当年度未処分利益剰余金が増加したものの、資本剰余金が繰延収益に振り替えられ、大

幅に減少したことによるものである。

企業債残高等の推移は、次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

当年度末における企業債残高は 円である。前年度に比較して 円（ ）

減少している。

財務比率

財務比率等の推移は、次表のとおりである。

（単位 ％）

区 分 算 式 年度 年度 年度 年度 年度 全国平均

自 己 資 本

構 成 比 率
自己資本

×
総 資 本

固 定 比 率
固定資産

×
自己資本

固定資産 対

長期資本比率

固 定 資 産
×

資本金＋剰余金＋固定負債

流 動 比 率
流動資産

×
流動負債

酸性試験比率
現金預金＋未収金

×
流 動 負 債

※平成 年度から新会計基準を適用して算出しており、平成 年度以前の数値との単純な比較はできない。

他会計からの繰入金

最近５か年間における一般会計からの繰入金の推移は、次表のとおりである。

年度 年度 年度 年度 年度

企業債の推移
発行額
元金償還金
支払利息
企業債残高

百万円

発
行
額
・
元
金
償
還
金
・
支
払
利
息

百万円

未
償
還
残
高

 

（単位 千円・％）

区 分
年度 年度 年度 年度 年度

金 額 前年度対比 金 額 金 額 金 額 金 額

負 担 金

出 資 金

合 計

ア 一般会計からの負担金合計額は 千円で、前年度に比較して 千円（ ％）減少し

ている。これは、水道事業分及び簡易水道事業分の減少によるものである。

イ 一般会計からの出資金合計額は 千円で、前年度に比較して 千円（ ％）増加し

ている。これは、簡易水道事業分が減少したものの、水道事業分が増加したことによるものである。

セグメント情報

セグメント情報の開示による、水道事業、簡易水道事業の財政状態の内訳は、次表のとおりである。

（単位 円）

区 分 水道事業 簡易水道事業 合 計

セグメント資産

セグメント負債

その他の項目

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額

キャッシュ・フロー計算書

水道事業会計におけるキャッシュ・フロー計算書は、次表のとおりである。 
(単位  円)

業務活動によるキャッシュ・フロー
当年度純利益
減価償却費
退職給付引当金の減少額 △ 43,406,250
賞与引当金の増加額
法定福利費引当金の増加額
貸倒引当金の増加額
修繕引当金の減少額 △ 4,240,965
長期前受金戻入額 △ 539,360,431
受取利息及び配当金 △ 26,517,399
支払利息
固定資産除却損
未収金の減少額
未払金の増加額
たな卸資産の増加額 △ 609,385
その他流動資産の減少額
その他流動負債の減少額 △ 8,205,501
小計
利息及び配当金の受取額
利息の支払額 △ 627,662,597
業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △ 3,258,476,546
国庫補助金等による収入
工事負担金による収入
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 2,948,305,521

財務活動によるキャッシュ・フロー
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 1,767,107,018
出資金等による収入
出資金の返還による支出 △ 56,200,000
財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額

資金期首残高

資金期末残高

区　　　　　　　　分 平成26年度

水道事業会計
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エ 資本金は 円で、全額自己資本金である。前年度に比較して 円

（ ％）の減少となっている。これは新会計基準の適用により、これまで借入資本金に計上され

ていた企業債が負債に振り替えられ、大幅に減少したことによるものである。

オ 剰余金は 円で、利益剰余金 円及び資本剰余金 円であ

る。前年度に比較して 円（ ％）の減少となっている。これは、新会計基準の適

用により、当年度未処分利益剰余金が増加したものの、資本剰余金が繰延収益に振り替えられ、大

幅に減少したことによるものである。

企業債残高等の推移は、次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

当年度末における企業債残高は 円である。前年度に比較して 円（ ）

減少している。

財務比率

財務比率等の推移は、次表のとおりである。

（単位 ％）

区 分 算 式 年度 年度 年度 年度 年度 全国平均

自 己 資 本

構 成 比 率
自己資本

×
総 資 本

固 定 比 率
固定資産

×
自己資本

固定資産 対

長期資本比率

固 定 資 産
×

資本金＋剰余金＋固定負債

流 動 比 率
流動資産

×
流動負債

酸性試験比率
現金預金＋未収金

×
流 動 負 債

※平成 年度から新会計基準を適用して算出しており、平成 年度以前の数値との単純な比較はできない。

他会計からの繰入金

最近５か年間における一般会計からの繰入金の推移は、次表のとおりである。

年度 年度 年度 年度 年度

企業債の推移
発行額
元金償還金
支払利息
企業債残高

百万円

発
行
額
・
元
金
償
還
金
・
支
払
利
息

百万円

未
償
還
残
高

 

（単位 千円・％）

区 分
年度 年度 年度 年度 年度

金 額 前年度対比 金 額 金 額 金 額 金 額

負 担 金

出 資 金

合 計

ア 一般会計からの負担金合計額は 千円で、前年度に比較して 千円（ ％）減少し

ている。これは、水道事業分及び簡易水道事業分の減少によるものである。

イ 一般会計からの出資金合計額は 千円で、前年度に比較して 千円（ ％）増加し

ている。これは、簡易水道事業分が減少したものの、水道事業分が増加したことによるものである。

セグメント情報

セグメント情報の開示による、水道事業、簡易水道事業の財政状態の内訳は、次表のとおりである。

（単位 円）

区 分 水道事業 簡易水道事業 合 計

セグメント資産

セグメント負債

その他の項目

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額

キャッシュ・フロー計算書

水道事業会計におけるキャッシュ・フロー計算書は、次表のとおりである。 
(単位  円)

業務活動によるキャッシュ・フロー
当年度純利益
減価償却費
退職給付引当金の減少額 △ 43,406,250
賞与引当金の増加額
法定福利費引当金の増加額
貸倒引当金の増加額
修繕引当金の減少額 △ 4,240,965
長期前受金戻入額 △ 539,360,431
受取利息及び配当金 △ 26,517,399
支払利息
固定資産除却損
未収金の減少額
未払金の増加額
たな卸資産の増加額 △ 609,385
その他流動資産の減少額
その他流動負債の減少額 △ 8,205,501
小計
利息及び配当金の受取額
利息の支払額 △ 627,662,597
業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △ 3,258,476,546
国庫補助金等による収入
工事負担金による収入
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 2,948,305,521

財務活動によるキャッシュ・フロー
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 1,767,107,018
出資金等による収入
出資金の返還による支出 △ 56,200,000
財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額

資金期首残高

資金期末残高

区　　　　　　　　分 平成26年度

水道事業会計
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５ むすび

＜事業概況＞ 
  当年度の水道事業は、平成 年２月策定の長野市水道ビジョンに基づき、老朽管の布設替えや、浄

水施設等の整備事業、配水ブロック整備事業が進められた。 

経営成績についてみると、収益では、給水人口の減少や企業のコスト削減などにより、有収水量は平

成 年度以降減少を続けており、水道料金収入である給水収益は、平成 年 月の料金改定により平

成 年度は増加したものの、当年度は、料金改定前の平成 年度比で ％にとどまっている。総

収益は、新会計基準適用により長期前受金戻入が計上されたことなどから、前年度に比較して３億

万円余増の 億 万円余となった。

費用面でも、新会計基準適用により減価償却費が増加したことなどから、総費用は前年度に比較して

２億 万円余増の 億 万円余となった。

この結果、純利益は前年度に比較して 億 万円余増の 億 万円余となっている。

  なお、有収率は、昨年 月に発生した神城断層地震による水道管の破損に伴う漏水や破損水道管の

修繕時の排水作業の増加等により、前年度に比較して ポイント低下し、 ％となった。 

  財政状態についてみると、企業債残高は、前年度に比較して 万円余減少し、 億 万円

余となり、一般会計からの繰入金は、前年度に比較して 万円余増加し、６億 万円余となっ

た。

 

＜意 見＞ 
経営の健全化について 

人口減少時代の到来や、平成 年度末の簡易水道事業の上水道事業への統合などを見据え、昨年９

月に「長野市水道ビジョン」が改定された。

給水人口の減少が進む中、独立採算性を基本とした水道事業において、給水収益の減少や老朽化した

施設等の更新費用の増加は、受益者一人当たりの水道にかかる費用負担に大きく影響してくる。更新費

用を必要最少限に抑えるため、適切な維持管理による施設の長寿命化や効率性を考慮した効果的な投資

により、更なる経営の健全化に努められたい。 

また、昨年 月の神城断層地震発生時は、迅速な応急給水体制がとられた。大規模地震に備えた施

設や管路の耐震化などを計画的に進め、最も重要なライフラインとして、安定した水道水の供給維持に

努められたい。

未収金対策について

当年度分水道料金の収納率は、平成 年５月 日現在 ％であり、前年同期と同率である。また、

過年度分を含めた水道料金の未収金残高は、同日現在で前年同期と比較して 万円余増加し、 万

円余となっている。

受益者負担の公平性を期するため、引き続き早期徴収に努められたい。

 

審 査 資 料
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５ むすび

＜事業概況＞ 
  当年度の水道事業は、平成 年２月策定の長野市水道ビジョンに基づき、老朽管の布設替えや、浄

水施設等の整備事業、配水ブロック整備事業が進められた。 

経営成績についてみると、収益では、給水人口の減少や企業のコスト削減などにより、有収水量は平

成 年度以降減少を続けており、水道料金収入である給水収益は、平成 年 月の料金改定により平

成 年度は増加したものの、当年度は、料金改定前の平成 年度比で ％にとどまっている。総

収益は、新会計基準適用により長期前受金戻入が計上されたことなどから、前年度に比較して３億

万円余増の 億 万円余となった。

費用面でも、新会計基準適用により減価償却費が増加したことなどから、総費用は前年度に比較して

２億 万円余増の 億 万円余となった。

この結果、純利益は前年度に比較して 億 万円余増の 億 万円余となっている。

  なお、有収率は、昨年 月に発生した神城断層地震による水道管の破損に伴う漏水や破損水道管の

修繕時の排水作業の増加等により、前年度に比較して ポイント低下し、 ％となった。 

  財政状態についてみると、企業債残高は、前年度に比較して 万円余減少し、 億 万円

余となり、一般会計からの繰入金は、前年度に比較して 万円余増加し、６億 万円余となっ

た。

 

＜意 見＞ 
経営の健全化について 

人口減少時代の到来や、平成 年度末の簡易水道事業の上水道事業への統合などを見据え、昨年９

月に「長野市水道ビジョン」が改定された。

給水人口の減少が進む中、独立採算性を基本とした水道事業において、給水収益の減少や老朽化した

施設等の更新費用の増加は、受益者一人当たりの水道にかかる費用負担に大きく影響してくる。更新費

用を必要最少限に抑えるため、適切な維持管理による施設の長寿命化や効率性を考慮した効果的な投資

により、更なる経営の健全化に努められたい。 

また、昨年 月の神城断層地震発生時は、迅速な応急給水体制がとられた。大規模地震に備えた施

設や管路の耐震化などを計画的に進め、最も重要なライフラインとして、安定した水道水の供給維持に

努められたい。

未収金対策について

当年度分水道料金の収納率は、平成 年５月 日現在 ％であり、前年同期と同率である。また、

過年度分を含めた水道料金の未収金残高は、同日現在で前年同期と比較して 万円余増加し、 万

円余となっている。

受益者負担の公平性を期するため、引き続き早期徴収に努められたい。

 

審 査 資 料
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金   額
構成
比率

金   額
構成
比率

26年度 25年度

円 ％ 円 ％ 円 ％ ％ ％

原 水 費

浄 水 費

配水及び給水費

量 水 器 管 理 費

業 務 費 △ 12,140,857

総 係 費 △ 173,350,686

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費 △ 7,981,264

△ 33,698,279

支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

△ 12,686,348

雑 支 出 △ 21,011,931

その他特別損失

合 計 － －

当 年 度 純 利 益 － －

特 別 損 失

小 計

科  目

営 業 費 用

営 業 外 費 用

　水　道　事　業　会　計 

借                         方

                        区  分 平成26年度 平成25年度
比較増減

前年度
対　比

すう勢比率
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金   額
構成
比率

金   額
構成
比率

26年度 25年度

円 ％ 円 ％ 円 ％ ％ ％

△ 146,078,558

給 水 収 益 △ 148,540,864

その他営業収益

受 取 利 息
及 び 配 当 金

他 会 計 負 担 金 △ 17,566,000

加 入 金

長期前受金戻入 － － －

雑 収 益

その他特別利益

（注）すう勢比率は、平成24年度を100とした。

合 計

特 別 利 益

科  目

営 業 収 益

営 業 外 収 益

                        区  分 平成26年度 平成25年度
比較増減

前年度
対　比

すう勢比率

 比　較　損　益　計　算　書

貸                        方
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前年度

金   額
構 成
比 率

金   額
構 成
比 率

対  比
26年度 25年度

円 ％ 円 ％ 円 ％ ％ ％

△ 1,487,929,421

△ 1,421,310,652

土 地

立 木

建 物 △ 41,908,125

構 築 物 △ 1,062,560,449

機械及び装置 △ 294,298,901

車 両 運 搬 具 △ 2,421,366

工 具 器 具
及 び 備 品

△ 10,009,020

建 設 仮 勘 定 △ 10,308,021

△ 66,618,769

施 設 利 用 権 △ 66,618,769

△ 62,024,135

未 収 金 △ 52,119,272

貸 倒 引 当 金 △ 9,904,863 △ 9,904,863 － － －

△ 23,236

△ 756,809,180

借                        方

比較増減
平成2 年度 平成2 年度 すう勢比率

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

                 区  分

科  目

固 定 資 産

有形固定資産

仮 払 金

合 計

無形固定資産

流 動 資 産

水　道　事　業　会　計 

前年度

金   額
構 成
比 率

金   額
構 成
比 率

対  比
26年度 25年度

円 ％ 円 ％ 円 ％ ％ ％

－ － －

△ 47,647,215

△ 43,406,250

△ 4,240,965

－ － －

△ 8,205,501

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

△ 9,744,093,126 △ 13.3 △ 9,744,093,126 － － －

△ 30,346,017,326

△ 30,558,138,326

△ 13,654,180,536

△ 22,230,714,846

当年度純利益

その他未処分利益剰
余 金 変 動 額 － － －

△ 44,000,197,862

△ 756,809,180

長期前受金収益化
累 計 額

企 業 債

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

(注)すう勢比率は、平成24年度を100とした。

預 り 金

未 払 金

比較増減
平成2 年度 平成2 年度                        区  分

貸                        方

科  目

流 動 負 債

企 業 債

剰 余 金

建設改良積立金

借 入 資 本 金

当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金

修 繕 引 当 金

退職給与引当金

自 己 資 本 金

資 本 金

(負債合計)

合 計

(資本合計)

すう勢比率

比　較　貸　借　対　照　表

引 当 金

固 定 負 債

資 本 剰 余 金

繰 延 収 益

長 期 前 受 金
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前年度

金   額
構 成
比 率

金   額
構 成
比 率

対  比
26年度 25年度

円 ％ 円 ％ 円 ％ ％ ％

－ － －

△ 47,647,215

△ 43,406,250

△ 4,240,965

－ － －

△ 8,205,501

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

△ 9,744,093,126 △ 13.3 △ 9,744,093,126 － － －

△ 30,346,017,326

△ 30,558,138,326

△ 13,654,180,536

△ 22,230,714,846

当年度純利益

その他未処分利益剰
余 金 変 動 額 － － －

△ 44,000,197,862

△ 756,809,180

長期前受金収益化
累 計 額

企 業 債

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

(注)すう勢比率は、平成24年度を100とした。

預 り 金

未 払 金

比較増減
平成2 年度 平成2 年度                        区  分

貸                        方

科  目

流 動 負 債

企 業 債

剰 余 金

建設改良積立金

借 入 資 本 金

当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金

修 繕 引 当 金

退職給与引当金

自 己 資 本 金

資 本 金

(負債合計)

合 計

(資本合計)

すう勢比率

比　較　貸　借　対　照　表

引 当 金

固 定 負 債

資 本 剰 余 金

繰 延 収 益

長 期 前 受 金
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増減 比率 増減 比率

人 △ 1,712 △ 1,254

％ － －

件

一 般 家 事 用

業 務 用 △ 27

公 衆 浴 場 用

共 用 栓 用 － －

別 荘 用 △ 5 △ 4

△ 540,644 △ 697,399

△ 1,349,942 △ 376,789

一 般 家 事 用 △ 647,645 △ 109,298

業 務 用 △ 702,726 △ 263,518

公 衆 浴 場 用 △ 149

共 用 栓 用 － △ 172

別 荘 用 △ 5,264

％ △ 2.5 － －

㎥／年 △ 10.93 △ 5.01

一 般 家 事 用 △ 5.94 △ 2.77

業 務 用 △ 68.94 △ 22.79

公 衆 浴 場 用 △ 391.58

共 用 栓 用 － － － － － －

別 荘 用 △ 9.41

㎥／日 △ 1,747 △ 3,085

ｍ３ △ 1,482 △ 1,910

ｍ３ △ 1,533 △ 2,859

ｍ３ △ 3,699 △ 1,032

円／ｍ３

円／ｍ３ △ 3.99 △ 1.37

円

ｋｍ

職  員  数 人 △ 3 △ 6

損 益 勘 定 人 △ 4 △ 8

資 本 勘 定 人

㎥／年

給 水 件 数

件

ｍ３

ｍ３

家庭用 ｍ３当たり料金

導 送 配 水 管 延 長

年間１日平均有収水量

供 給 単 価

給 水 原 価

年 間１日最大配水量

配 水 能 力

年 間１日平均配水量

項         目

内

訳

年 間 総 配 水 量

年間総有収水量

給 水件数１件当たり
年 間 有 収 水 量

内

訳

内

訳

  　水　道  事  業  会  計 

単 位

有 収 率

平成25年度
前年度との比較

平成26年度
前年度との比較

給 水 人 口

普 及 率

増減 比率 増減 比率

△ 1,494 △ 1,527 年度末現在

－ △ 0.03 －

年度末現在

　　〃

△ 23 △ 2 　　〃

　　〃

△ 1 　　〃

△ 9 △ 15 　　〃

△ 935,741

△ 95,812 △ 784,252

△ 155,000 △ 396,219

△ 383,501

△ 120 △ 965

△ 85

△ 3,597

△ 0.4 － －

△ 1.67 △ 7.52

△ 2.14 △ 4.63

△ 35.99

△ 12.00 △ 96.50

－ － －

△ 4.78

△ 2,829

△ 2,698 △ 6,620

△ 29 △ 2,382

メーター口径13㎜、
消費税含む。

△ 4 △ 2 年度末現在

△ 4 △ 5 　　〃

　　〃

前年度との比較
平成23年度

前年度との比較
平成22年度

業  務  実  績  表

備　   　考平成24年度
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増減 比率 増減 比率

人 △ 1,712 △ 1,254

％ － －

件

一 般 家 事 用

業 務 用 △ 27

公 衆 浴 場 用

共 用 栓 用 － －

別 荘 用 △ 5 △ 4

△ 540,644 △ 697,399

△ 1,349,942 △ 376,789

一 般 家 事 用 △ 647,645 △ 109,298

業 務 用 △ 702,726 △ 263,518

公 衆 浴 場 用 △ 149

共 用 栓 用 － △ 172

別 荘 用 △ 5,264

％ △ 2.5 － －

㎥／年 △ 10.93 △ 5.01

一 般 家 事 用 △ 5.94 △ 2.77

業 務 用 △ 68.94 △ 22.79

公 衆 浴 場 用 △ 391.58

共 用 栓 用 － － － － － －

別 荘 用 △ 9.41

㎥／日 △ 1,747 △ 3,085

ｍ３ △ 1,482 △ 1,910

ｍ３ △ 1,533 △ 2,859

ｍ３ △ 3,699 △ 1,032

円／ｍ３

円／ｍ３ △ 3.99 △ 1.37

円

ｋｍ

職  員  数 人 △ 3 △ 6

損 益 勘 定 人 △ 4 △ 8

資 本 勘 定 人

㎥／年

給 水 件 数

件

ｍ３

ｍ３

家庭用 ｍ３当たり料金

導 送 配 水 管 延 長

年間１日平均有収水量

供 給 単 価

給 水 原 価

年 間１日最大配水量

配 水 能 力

年 間１日平均配水量

項         目

内

訳

年 間 総 配 水 量

年間総有収水量

給 水件数１件当たり
年 間 有 収 水 量

内

訳

内

訳

  　水　道  事  業  会  計 

単 位

有 収 率

平成25年度
前年度との比較

平成26年度
前年度との比較

給 水 人 口

普 及 率

増減 比率 増減 比率

△ 1,494 △ 1,527 年度末現在

－ △ 0.03 －

年度末現在

　　〃

△ 23 △ 2 　　〃

　　〃

△ 1 　　〃

△ 9 △ 15 　　〃

△ 935,741

△ 95,812 △ 784,252

△ 155,000 △ 396,219

△ 383,501

△ 120 △ 965

△ 85

△ 3,597

△ 0.4 － －

△ 1.67 △ 7.52

△ 2.14 △ 4.63

△ 35.99

△ 12.00 △ 96.50

－ － －

△ 4.78

△ 2,829

△ 2,698 △ 6,620

△ 29 △ 2,382

メーター口径13㎜、
消費税含む。

△ 4 △ 2 年度末現在

△ 4 △ 5 　　〃

　　〃

前年度との比較
平成23年度

前年度との比較
平成22年度

業  務  実  績  表

備　   　考平成24年度
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平成26年度 平成25年度 平成24年度

　上記の算式において用いた用語は、次のとおりである。

　　　　１　総 資 産＝固定資産＋流動資産＋繰延勘定

　　　　２　総 資 本＝資本＋負債

　　　　３　自己資本＝自己資本金＋資本剰余金＋利益剰余金

総 資 本 回 転 率

自 己 資 本 回 転 率

％

酸 性 試 験 比 率

現 金 比 率

回

流 動 比 率

固 定 資 産 対
長 期 資 本 比 率

％

単位項              目

構

成

比

率

           水  道  事  業  会  計 

年     度     比     較

固 定 資 産 構 成 比 率

固 定 負 債 構 成 比 率

流 動 負 債 構 成 比 率

自 己 資 本 構 成 比 率

固 定 比 率

固 定 資 産 回 転 率

未 収 金 回 転 率

流 動 資 産 回 転 率

総 資 本 利 益 率

％

減 価 償 却 率 ％

％

利 子 負 担 率

総 収 支 比 率

営 業 収 支 比 率

職員一人当たり営業収益 千円

企 業 債 元 金 償 還 金
対 減 価 償 却 額 比 率

全国平均

財

務

比

率

（注）平成26年度から新会計基準を適用して計算しており、平成25年度以前の数値との単純な比較はできない。

回

転

率

収

益

率

そ

の

他

流動負債

総 資 本

自己資本

総 資 本

固定資産

自己資本

流動資産

流動負債

現金預金

流動負債

総 収 益

総 費 用

４　総収益＝営業収益＋営業外収益＋特別利益

５　総費用＝営業費用＋営業外費用＋特別損失

６　平　均＝１/２（期首＋期末）

　また、全国平均については、平成25年度地方公営企業年鑑の地方公営企業法適用都市のうち、

給水人口15万人以上30万人未満の都市の平均値である。

固定資産

資本金＋剰余金＋固定負債

固 定 資 産

×100

×100

総 資 本

×100

総 資 産

×100

×100

固定負債＋借入資本金

×100

×100

総資本が１年間に何回転したかを表すもので、資本の利用度を表すものである。なお、回転
率は一般に大きいほど、資本が効率的に使われていることを表すものである。

自己資本が１年間に何回転したかを表すもので、自己資本の利用度を表すものである。

自己資本に対する固定資産の百分率で、一般に100％以下が望ましいとされているが、公営
企業のように膨大な設備の取得を企業債に依存する企業では、この率は必然的に大となる。

固定資産の調達が、資本と固定負債の範囲内で行われているかどうかを示すもので、
100％以下が望ましいとされている。

１年以内に現金化できる資産と、１年以内に返済すべき負債とを比較するもので、短
期支払い能力を判定するために利用される。理想比率は200％以上である。

当座比率とも言われるが、流動資産のうち現金預金及び容易に現金化しうる未収金などの当
座資産と、流動負債とを対比させたもので、100％以上が理想比率とされている。

流動負債に対する現金預金の百分率で、当座の支払能力を見るために流動比率や当座
比率とともに計算されるのが通例である。20％以上が理想値とされている。

説                                       明算                式

 財　務　分  析  比  率  表

資産総額に対する固定資産の百分率で、公営企業においては、流動資産の額が小であ
るので、この率は必然的に大となる。

総資本の中に占める固定負債の百分率であるが、公営企業においては、設備拡張を全
面的に企業債に依存しているので、この率が大となる。

総資本の中に占める流動負債の百分率であるが、この率は小さいほど健全である。

総資本の中に占める自己資本の百分率であるが、この率は大きいほど健全である。

流動負債

×100

×100
現金預金＋未収金

×100

平均未収金

平均総資本

×100

×100

営業費用－受託工事費用

流動資産が１年間に何回転したかを表すものである。

営業収益－受託工事収益

営業収益－受託工事収益

平均総資本 

平均自己資本

固定資産が１年間に何回転したかを表すもので、固定資産の利用度を表すものである。固定
資産投資が過剰かどうかを見るのに重んじられる。

未収金が１年間に何回転したかを表すものである。

×100
償却資産が１年間にどれだけ償却されているかを表すものであり、投下資本の回収状
況を見るためのものである。

企業に投下された資本の総額と、それによってもたらされた利益とを比較したもので
ある。

当年度減価償却費

借入金及び借入資本金に対し、それらの支払利息等の負担比率を示すものである。

総収益が総費用の何％に当たるかを表すものである。

営業収益が営業費用の何％に当たるかを表すものである。
営業収益－受託工事収益

企業債元金償還金と、その主要財源である減価償却費とを比較したものである。
当年度減価償却費

×100

営業収益－受託工事収益

平均流動資産

営業収益－受託工事収益

営業収益－受託工事収益

  損益勘定所属職員数

借入金＋借入資本金

期末償却資産＋当年度減価償却費

当年度純利益

×100

建設改良のための企業債元金償還金

支払利息及び企業債取扱諸費

営業収益－受託工事収益

損益勘定所属職員の労働生産性を表すものである。

平均固定資産
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平成26年度 平成25年度 平成24年度

　上記の算式において用いた用語は、次のとおりである。

　　　　１　総 資 産＝固定資産＋流動資産＋繰延勘定

　　　　２　総 資 本＝資本＋負債

　　　　３　自己資本＝自己資本金＋資本剰余金＋利益剰余金

総 資 本 回 転 率

自 己 資 本 回 転 率

％

酸 性 試 験 比 率

現 金 比 率

回

流 動 比 率

固 定 資 産 対
長 期 資 本 比 率

％

単位項              目

構

成

比

率

           水  道  事  業  会  計 

年     度     比     較

固 定 資 産 構 成 比 率

固 定 負 債 構 成 比 率

流 動 負 債 構 成 比 率

自 己 資 本 構 成 比 率

固 定 比 率

固 定 資 産 回 転 率

未 収 金 回 転 率

流 動 資 産 回 転 率

総 資 本 利 益 率

％

減 価 償 却 率 ％

％

利 子 負 担 率

総 収 支 比 率

営 業 収 支 比 率

職員一人当たり営業収益 千円

企 業 債 元 金 償 還 金
対 減 価 償 却 額 比 率

全国平均

財

務

比

率

（注）平成26年度から新会計基準を適用して計算しており、平成25年度以前の数値との単純な比較はできない。

回

転

率

収

益

率

そ

の

他

流動負債

総 資 本

自己資本

総 資 本

固定資産

自己資本

流動資産

流動負債

現金預金

流動負債

総 収 益

総 費 用

４　総収益＝営業収益＋営業外収益＋特別利益

５　総費用＝営業費用＋営業外費用＋特別損失

６　平　均＝１/２（期首＋期末）

　また、全国平均については、平成25年度地方公営企業年鑑の地方公営企業法適用都市のうち、

給水人口15万人以上30万人未満の都市の平均値である。

固定資産

資本金＋剰余金＋固定負債

固 定 資 産

×100

×100

総 資 本

×100

総 資 産

×100

×100

固定負債＋借入資本金

×100

×100

総資本が１年間に何回転したかを表すもので、資本の利用度を表すものである。なお、回転
率は一般に大きいほど、資本が効率的に使われていることを表すものである。

自己資本が１年間に何回転したかを表すもので、自己資本の利用度を表すものである。

自己資本に対する固定資産の百分率で、一般に100％以下が望ましいとされているが、公営
企業のように膨大な設備の取得を企業債に依存する企業では、この率は必然的に大となる。

固定資産の調達が、資本と固定負債の範囲内で行われているかどうかを示すもので、
100％以下が望ましいとされている。

１年以内に現金化できる資産と、１年以内に返済すべき負債とを比較するもので、短
期支払い能力を判定するために利用される。理想比率は200％以上である。

当座比率とも言われるが、流動資産のうち現金預金及び容易に現金化しうる未収金などの当
座資産と、流動負債とを対比させたもので、100％以上が理想比率とされている。

流動負債に対する現金預金の百分率で、当座の支払能力を見るために流動比率や当座
比率とともに計算されるのが通例である。20％以上が理想値とされている。

説                                       明算                式

 財　務　分  析  比  率  表

資産総額に対する固定資産の百分率で、公営企業においては、流動資産の額が小であ
るので、この率は必然的に大となる。

総資本の中に占める固定負債の百分率であるが、公営企業においては、設備拡張を全
面的に企業債に依存しているので、この率が大となる。

総資本の中に占める流動負債の百分率であるが、この率は小さいほど健全である。

総資本の中に占める自己資本の百分率であるが、この率は大きいほど健全である。

流動負債

×100

×100
現金預金＋未収金

×100

平均未収金

平均総資本

×100

×100

営業費用－受託工事費用

流動資産が１年間に何回転したかを表すものである。

営業収益－受託工事収益

営業収益－受託工事収益

平均総資本 

平均自己資本

固定資産が１年間に何回転したかを表すもので、固定資産の利用度を表すものである。固定
資産投資が過剰かどうかを見るのに重んじられる。

未収金が１年間に何回転したかを表すものである。

×100
償却資産が１年間にどれだけ償却されているかを表すものであり、投下資本の回収状
況を見るためのものである。

企業に投下された資本の総額と、それによってもたらされた利益とを比較したもので
ある。

当年度減価償却費

借入金及び借入資本金に対し、それらの支払利息等の負担比率を示すものである。

総収益が総費用の何％に当たるかを表すものである。

営業収益が営業費用の何％に当たるかを表すものである。
営業収益－受託工事収益

企業債元金償還金と、その主要財源である減価償却費とを比較したものである。
当年度減価償却費

×100

営業収益－受託工事収益

平均流動資産

営業収益－受託工事収益

営業収益－受託工事収益

  損益勘定所属職員数

借入金＋借入資本金

期末償却資産＋当年度減価償却費

当年度純利益

×100

建設改良のための企業債元金償還金

支払利息及び企業債取扱諸費

営業収益－受託工事収益

損益勘定所属職員の労働生産性を表すものである。

平均固定資産
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下 水 道 事 業 会 計  

 
１ 事業の概況

建設事業の状況

ア 単独公共下水道事業

汚水管渠の整備として、妻科及び川合新田地区等において ｍが施工された。

また、雨水渠の整備として、吉田及び安茂里地区において幹線 ｍが施工された。

東部浄化センターにおいては、送風機設備（機械・電気）の更新工事が実施されたほか、塩素接触

タンク棟及び主ポンプ設備等の再構築詳細設計並びに砂ろ過棟の耐震補強詳細設計が実施された。

安茂里ポンプ場においては、耐震診断の実施と長寿命化計画が策定された。

イ 流域関連公共下水道事業（下流処理区）

汚水管渠の整備として赤沼及び富竹地区等において ｍが施工され、 が整備された。

また、雨水渠の整備として北堀雨水調整池建設工事が実施されたほか、浅川及び大豆島地区におい

て主要幹線 ｍが施工された。

ウ 流域関連公共下水道事業（上流処理区）

汚水管渠の整備として更北、篠ノ井及び松代地区において主要な幹線及び準幹線 ｍのほか、

枝線の面整備が施工されるなど、 が整備された。

また、雨水渠の整備として川中島、更北、篠ノ井及び松代地区において主要な幹線等 ｍが施工

された。

エ 特定環境保全公共下水道事業

若穂保科及び松代町東柴地区等において ｍが施工され、 が整備された。

また、戸隠高原浄化センターについて、長寿命化計画が策定された。

 



下 水 道 事 業 会 計 



 

下 水 道 事 業 会 計  

 
１ 事業の概況

建設事業の状況

ア 単独公共下水道事業

汚水管渠の整備として、妻科及び川合新田地区等において ｍが施工された。

また、雨水渠の整備として、吉田及び安茂里地区において幹線 ｍが施工された。

東部浄化センターにおいては、送風機設備（機械・電気）の更新工事が実施されたほか、塩素接触

タンク棟及び主ポンプ設備等の再構築詳細設計並びに砂ろ過棟の耐震補強詳細設計が実施された。

安茂里ポンプ場においては、耐震診断の実施と長寿命化計画が策定された。

イ 流域関連公共下水道事業（下流処理区）

汚水管渠の整備として赤沼及び富竹地区等において ｍが施工され、 が整備された。

また、雨水渠の整備として北堀雨水調整池建設工事が実施されたほか、浅川及び大豆島地区におい

て主要幹線 ｍが施工された。

ウ 流域関連公共下水道事業（上流処理区）

汚水管渠の整備として更北、篠ノ井及び松代地区において主要な幹線及び準幹線 ｍのほか、

枝線の面整備が施工されるなど、 が整備された。

また、雨水渠の整備として川中島、更北、篠ノ井及び松代地区において主要な幹線等 ｍが施工

された。

エ 特定環境保全公共下水道事業

若穂保科及び松代町東柴地区等において ｍが施工され、 が整備された。

また、戸隠高原浄化センターについて、長寿命化計画が策定された。
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水洗化の状況

ア 処理区域内人口は 人、水洗化人口は 人で、前年度に比較してそれぞれ 人

（ ％）、 人（ ％）の増加となっている。

イ 人口普及率は ％、人口水洗化率は ％で、前年度に比較してそれぞれ ポイント上昇、

ポイント低下している。

処理業務の状況

 
ア 年間処理水量は ㎥、年間有収汚水量は ㎥で、前年度に比較してそれぞれ

㎥（ ％）の増加、 ㎥（ ％）の減少となっている。

イ 有収率は ％で、前年度に比較して ポイント低下している。

 

２ 予算の執行状況

収益的収入及び支出

当年度の予算の執行状況は、次表のとおりである。 

金額 構成比率 金額 構成比率

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益 △ 1,000

金額 構成比率 金額 構成比率

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

決算額

下 水 道 事 業 費 用

決算額

　（税込み）（単位　円・％）

　（税込み）（単位　円・％）

　　　　　　        区分

科目

下 水 道 事 業 収 益

収益的収入

収益的支出

予算額に比べ

決算額の増減

決算額の予算

額に対する比

予算額

不用額
決算額の予算

額に対する比

　　　　　　        区分

科目

予算額

 

ア 下水道事業収益は、予算額に対して 円の増加となっているが、これは主に、営業外収

益の増によるものである。

イ 下水道事業費用は、予算額に対して 円の不用額を生じているが、これは主に、営業費

用の減によるものである。

 
資本的収入及び支出

当年度の予算の執行状況は、次表のとおりである。 

金額 構成比率 金額 構成比率

△ 2,041,348,640

企 業 債 △ 1,186,100,000

国 庫 補 助 金 △ 973,401,500

工 事 負 担 金 △ 42,833,720

受 益 者 負 担 金

他 会 計 負 担 金

固定資産売却代金 △ 1,000

金額 構成比率 金額 構成比率

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

国庫補助金返還金

資本的収入　 　（税込み）（単位　円・％）
　　　　　        　区分

科目

予算額 決算額 予算額に比べ

決算額の増減

決算額の予算

額に対する比

資 本 的 支 出

資 本 的 収 入

資本的支出 　（税込み）（単位　円・％）
　　　　　        　区分

科目

予算額 決算額
翌年度繰越額 不用額

決算額の

予算額に

対する比

 

ア 資本的収入は、予算額に対して 円の減少となっている。これは主に、企業債の減に

よるものである。

イ 資本的支出は、予算額に対して 円の不用額を生じている。これは主に、建設改良費の

減によるものである。また、翌年度繰越額 円は全額建設改良費であり、長野市公共下

水道大豆島雨水ポンプ場の建設工事委託外 件の工事費等である。
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２ 予算の執行状況

収益的収入及び支出

当年度の予算の執行状況は、次表のとおりである。 

金額 構成比率 金額 構成比率

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益 △ 1,000

金額 構成比率 金額 構成比率

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

決算額

下 水 道 事 業 費 用

決算額

　（税込み）（単位　円・％）

　（税込み）（単位　円・％）

　　　　　　        区分

科目

下 水 道 事 業 収 益

収益的収入

収益的支出

予算額に比べ

決算額の増減

決算額の予算

額に対する比

予算額

不用額
決算額の予算

額に対する比

　　　　　　        区分

科目

予算額

 

ア 下水道事業収益は、予算額に対して 円の増加となっているが、これは主に、営業外収

益の増によるものである。

イ 下水道事業費用は、予算額に対して 円の不用額を生じているが、これは主に、営業費

用の減によるものである。

 
資本的収入及び支出

当年度の予算の執行状況は、次表のとおりである。 

金額 構成比率 金額 構成比率

△ 2,041,348,640

企 業 債 △ 1,186,100,000

国 庫 補 助 金 △ 973,401,500

工 事 負 担 金 △ 42,833,720

受 益 者 負 担 金

他 会 計 負 担 金

固定資産売却代金 △ 1,000

金額 構成比率 金額 構成比率

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

国庫補助金返還金

資本的収入　 　（税込み）（単位　円・％）
　　　　　        　区分

科目

予算額 決算額 予算額に比べ

決算額の増減

決算額の予算

額に対する比

資 本 的 支 出

資 本 的 収 入

資本的支出 　（税込み）（単位　円・％）
　　　　　        　区分

科目

予算額 決算額
翌年度繰越額 不用額

決算額の

予算額に

対する比

 

ア 資本的収入は、予算額に対して 円の減少となっている。これは主に、企業債の減に

よるものである。

イ 資本的支出は、予算額に対して 円の不用額を生じている。これは主に、建設改良費の

減によるものである。また、翌年度繰越額 円は全額建設改良費であり、長野市公共下

水道大豆島雨水ポンプ場の建設工事委託外 件の工事費等である。
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ウ 資本的収入が資本的支出に不足する額 円は、減債積立金 円、過年度分

損益勘定留保資金 円並びに当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

円で補てんされている。

なお、建設改良費の推移は、次のとおりである。

％
％

％
％ ％

％

％

％

％ ％
％

％

％

％ ％
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３ 経営成績

当年度は総収益 円、総費用 円で、 円の純利益となり、

前年度に比較して 円（ ％）の増加となっている。

なお、その他未処分利益剰余金変動額は 円で、新会計基準の適用に伴い前年度から皆

増している。これは、みなし償却制度の廃止に伴い、移行処理時に資本剰余金から振り替えられた未処分

利益剰余金 円（移行に伴い当年度のみ発生）、及び組入資本金制度の廃止に伴い発生した

未処分利益剰余金 円が計上されたものである。

この結果、当年度未処分利益剰余金は 円となり、このうち 円が資本金

に組み入れられ、 円は減債積立金に積み立てられる予定である。

なお、総収益及び総費用の推移は、次表のとおりである。 

前年度 前年度 前年度

対　比 対　比 対　比

 （税抜き）（単位　円・％）

金　　　額

　　　区分

年度

総収益（Ａ） 総費用（Ｂ） 損益（Ａ）－（Ｂ）

金　　　額 金　　　額

 

 

収益

総収益は 円で、前年度に比較して 円（ ％）増加している。

ア 営業収益は 円で、主なものは下水道使用料である。前年度に比較して

円（ ％）増加している。

 

下水道使用料の推移は、次表のとおりである。

（注）指数は平成22年度を100とした。

収入済額
　　　　区分

年度 調定額

　　                                       　　　　　　　　　　　　　（税込み）（単位　円・％）

指数前年度対比 収納率

 

なお、平成 年５月 日における平成 年度分の収納率は ％で、前年同期と比較して

ポイント低下している。

イ 営業外収益は 円で、主なものは他会計負担金及び長期前受金戻入である。前年度

に比較して 円（ ％）増加している。これは主に、長期前受金戻入の皆増による

ものである。

長期前受金戻入は、新会計基準の適用により計上されたものであり、みなし償却制度の廃止に伴

い、補助金等により取得、改良した償却資産の減価償却見合い分を順次収益化したもので、現金収

入を伴わない収益である。

費用

総費用は 円で、前年度に比較して 円（ ％）増加している。

ア 営業費用は 円で、主なものは減価償却費である。前年度に比較して

円（ ％）増加している。これは主に、新会計基準の適用により、みなし償却制度が廃止となっ

たため、減価償却費が増加したことによるものである。

イ 営業外費用は 円で、主なものは支払利息及び企業債取扱諸費である。前年度に比

較して 円（ ％）減少している。これは主に、支払利息及び企業債取扱諸費の企業

債利息の減によるものである。

ウ 特別損失は 円で、前年度から皆増している。これは、新会計基準の適用により計上

された賞与引当金、法定福利費引当金及び貸倒引当金への繰入額のうち、過年度に起因する引当金

計上不足額（移行に伴い当年度のみ発生）である。

費用を性質別に区分すると、次表のとおりである。

構成比率 構成比率

皆増貸倒引当金繰入額

△ 22,294,135

工 事 請 負 費

△ 26,956,528

△ 760,970

△ 9,325,143

△ 5,612,063

△ 118,879,224

△ 8,027,583そ の 他 物 件 費

減 価 償 却 費

固 定 資 産 除 却 費

企 業 債 利 息

補 助 交 付 金

合 計

負 担 金

動 力 費

薬 品 費

材 料 費

燃 料 費

委 託 料

賃 借 料

修 繕 費

項　　　目

 （税抜き）（単位　円・％）

金額 金額
比較増減

26年度 25年度 前年度
対比

職 員 給 与 費

 

― 44 ―



 

ウ 資本的収入が資本的支出に不足する額 円は、減債積立金 円、過年度分

損益勘定留保資金 円並びに当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

円で補てんされている。

なお、建設改良費の推移は、次のとおりである。

％
％

％
％ ％

％

％

％

％ ％
％

％

％

％ ％

年度 年度 年度 年度 年度

建設改良費と財源の推移 その他

国庫補助金

企業債

割合

千円

資
本
的
支
出
に
占
め
る
割
合

％

建
設
改
良
費

 
 

３ 経営成績

当年度は総収益 円、総費用 円で、 円の純利益となり、

前年度に比較して 円（ ％）の増加となっている。

なお、その他未処分利益剰余金変動額は 円で、新会計基準の適用に伴い前年度から皆

増している。これは、みなし償却制度の廃止に伴い、移行処理時に資本剰余金から振り替えられた未処分

利益剰余金 円（移行に伴い当年度のみ発生）、及び組入資本金制度の廃止に伴い発生した

未処分利益剰余金 円が計上されたものである。

この結果、当年度未処分利益剰余金は 円となり、このうち 円が資本金

に組み入れられ、 円は減債積立金に積み立てられる予定である。

なお、総収益及び総費用の推移は、次表のとおりである。 

前年度 前年度 前年度

対　比 対　比 対　比

 （税抜き）（単位　円・％）

金　　　額

　　　区分

年度

総収益（Ａ） 総費用（Ｂ） 損益（Ａ）－（Ｂ）

金　　　額 金　　　額

 

 

収益

総収益は 円で、前年度に比較して 円（ ％）増加している。

ア 営業収益は 円で、主なものは下水道使用料である。前年度に比較して

円（ ％）増加している。

 

下水道使用料の推移は、次表のとおりである。

（注）指数は平成22年度を100とした。

収入済額
　　　　区分

年度 調定額

　　                                       　　　　　　　　　　　　　（税込み）（単位　円・％）

指数前年度対比 収納率

 

なお、平成 年５月 日における平成 年度分の収納率は ％で、前年同期と比較して

ポイント低下している。

イ 営業外収益は 円で、主なものは他会計負担金及び長期前受金戻入である。前年度

に比較して 円（ ％）増加している。これは主に、長期前受金戻入の皆増による

ものである。

長期前受金戻入は、新会計基準の適用により計上されたものであり、みなし償却制度の廃止に伴

い、補助金等により取得、改良した償却資産の減価償却見合い分を順次収益化したもので、現金収

入を伴わない収益である。

費用

総費用は 円で、前年度に比較して 円（ ％）増加している。

ア 営業費用は 円で、主なものは減価償却費である。前年度に比較して

円（ ％）増加している。これは主に、新会計基準の適用により、みなし償却制度が廃止となっ

たため、減価償却費が増加したことによるものである。

イ 営業外費用は 円で、主なものは支払利息及び企業債取扱諸費である。前年度に比

較して 円（ ％）減少している。これは主に、支払利息及び企業債取扱諸費の企業

債利息の減によるものである。

ウ 特別損失は 円で、前年度から皆増している。これは、新会計基準の適用により計上

された賞与引当金、法定福利費引当金及び貸倒引当金への繰入額のうち、過年度に起因する引当金

計上不足額（移行に伴い当年度のみ発生）である。

費用を性質別に区分すると、次表のとおりである。

構成比率 構成比率

皆増貸倒引当金繰入額

△ 22,294,135

工 事 請 負 費

△ 26,956,528

△ 760,970

△ 9,325,143

△ 5,612,063

△ 118,879,224

△ 8,027,583そ の 他 物 件 費

減 価 償 却 費

固 定 資 産 除 却 費

企 業 債 利 息

補 助 交 付 金
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燃 料 費
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修 繕 費

項　　　目

 （税抜き）（単位　円・％）

金額 金額
比較増減

26年度 25年度 前年度
対比

職 員 給 与 費
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費用の性質別構成比を見ると、減価償却費の ％が最も高く、次いで企業債利息、負担金、委託

料の順となっている。

 

損益に関する比率

損益に関する比率の推移は、次表のとおりである。

区　　分 26年度 25年度 24年度 23年度 22年度 全国平均

総 収 益

総 費 用
×100

　　　　　　　　　　　　　　　（単位　％）

営業費用－受託工事費用

算　　　　　　式

総 収 支 比 率

営業収益－受託工事収益
×100営業 収支 比率

 
（注）全国平均とは、平成 年度地方公営企業年鑑の地方公営企業法適用団体の平均をいう（以下

同じ）。

※上記の比率は、企業の収益性を示すもので、指数は高いほど良いとされている。

※平成 年度から新会計基準を適用して算出しており、平成 年度以前の数値との単純な比較は

できない。

経営比率

事業の収益性を示す経営比率の推移は、次表のとおりである。 
26年度 25年度 24年度 23年度 22年度

営業利益

経営資本

営業収益

経営資本

営業利益

営業収益

△ 0.01

営業収益営業利益率（％）

区　　分

経営資本営業利益率（％） ×　100

（注）経営資本＝資産（前年度＋本年度）÷２－建設仮勘定（前年度＋本年度）÷２

△ 0.39

△ 0.24

△ 2.76

経 営 資 本 回 転 率 （ 回 ）

△ 0.93

×　100 △ 25.58

△ 0.28

△ 4.00

△ 0.28

算　　　式

△ 4.07

 
※平成 年度から新会計基準を適用して算出しており、平成 年度以前の数値との単純な比較は

できない。

使用料単価と処理原価

有収汚水量１㎥当たりの使用料単価は 円 銭、これに対する処理原価は 円 銭で、使用料

単価と処理原価の差額は 円２銭となった。前年度に比較して、使用料単価は１円 銭増加、処理原

価は 円 銭減少した。

 

有収汚水量１㎥当たりの使用料単価と処理原価の推移は、次のとおりである。

年度 年度 年度 年度 年度

円

使用料単価

処理原価

使用料単価と処理原価の推移（１㎥当たり）

全国平均（平成 年度）の使用料単価は 円１銭、処理原価は 円５銭である。
 

処理原価の内訳は、次のとおりである。  

（注）

１　使用料単価 ＝

 汚水分維持管理費

２　処理原価 ＝ 　  　＋汚水分資本費

３　汚水分資本費 ＝ 減価償却費

 ＋資産減耗費

 ＋企業債利息

　　　　　　（※汚水公費負担分を除く。）

下水道使用料

年間有収汚水量

年間有収汚水量

年度 年度 年度 年度 年度 全国平均

（平成 年度）

処理原価の内訳
資本費

維持管理費円

年度 年度 年度 年度 年度 全国平均

（平成 年度）

処理原価の内訳
資本費

維持管理費円

 
新会計基準の適用に伴い計上された長期前受金戻入は、処理原価の算定にあたり、汚水分資本費から

控除されている。 
 

資本費算入率

資本費算入率の推移は、次表のとおりである。 

26年度 25年度 24年度 23年度 22年度

内、使用料対象維持管理費(B)

内、使用料対象資本費(D)

※ 資本費＝減価償却費＋資産減耗費＋企業債利息

※ 維持管理費＝収益的支出－資本費－雨水分維持管理費

資本費

資本費算入率(C)／(D)

項　　　　目

（単位　千円・％）

下水道使用料（A)

維持管理費

資本費算入額(C)＝(A)－(B)
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費用の性質別構成比を見ると、減価償却費の ％が最も高く、次いで企業債利息、負担金、委託

料の順となっている。

 

損益に関する比率

損益に関する比率の推移は、次表のとおりである。

区　　分 26年度 25年度 24年度 23年度 22年度 全国平均

総 収 益

総 費 用
×100

　　　　　　　　　　　　　　　（単位　％）

営業費用－受託工事費用

算　　　　　　式

総 収 支 比 率

営業収益－受託工事収益
×100営業 収支 比率

 
（注）全国平均とは、平成 年度地方公営企業年鑑の地方公営企業法適用団体の平均をいう（以下

同じ）。

※上記の比率は、企業の収益性を示すもので、指数は高いほど良いとされている。

※平成 年度から新会計基準を適用して算出しており、平成 年度以前の数値との単純な比較は

できない。

経営比率

事業の収益性を示す経営比率の推移は、次表のとおりである。 
26年度 25年度 24年度 23年度 22年度

営業利益

経営資本

営業収益

経営資本

営業利益

営業収益

△ 0.01

営業収益営業利益率（％）

区　　分

経営資本営業利益率（％） ×　100

（注）経営資本＝資産（前年度＋本年度）÷２－建設仮勘定（前年度＋本年度）÷２

△ 0.39

△ 0.24

△ 2.76

経 営 資 本 回 転 率 （ 回 ）

△ 0.93

×　100 △ 25.58

△ 0.28

△ 4.00

△ 0.28

算　　　式

△ 4.07

 
※平成 年度から新会計基準を適用して算出しており、平成 年度以前の数値との単純な比較は

できない。

使用料単価と処理原価

有収汚水量１㎥当たりの使用料単価は 円 銭、これに対する処理原価は 円 銭で、使用料

単価と処理原価の差額は 円２銭となった。前年度に比較して、使用料単価は１円 銭増加、処理原

価は 円 銭減少した。

 

有収汚水量１㎥当たりの使用料単価と処理原価の推移は、次のとおりである。

年度 年度 年度 年度 年度

円

使用料単価

処理原価

使用料単価と処理原価の推移（１㎥当たり）

全国平均（平成 年度）の使用料単価は 円１銭、処理原価は 円５銭である。
 

処理原価の内訳は、次のとおりである。  

（注）

１　使用料単価 ＝

 汚水分維持管理費

２　処理原価 ＝ 　  　＋汚水分資本費

３　汚水分資本費 ＝ 減価償却費

 ＋資産減耗費

 ＋企業債利息

　　　　　　（※汚水公費負担分を除く。）

下水道使用料

年間有収汚水量

年間有収汚水量

年度 年度 年度 年度 年度 全国平均

（平成 年度）

処理原価の内訳
資本費

維持管理費円

年度 年度 年度 年度 年度 全国平均

（平成 年度）

処理原価の内訳
資本費

維持管理費円

 
新会計基準の適用に伴い計上された長期前受金戻入は、処理原価の算定にあたり、汚水分資本費から

控除されている。 
 

資本費算入率

資本費算入率の推移は、次表のとおりである。 

26年度 25年度 24年度 23年度 22年度

内、使用料対象維持管理費(B)

内、使用料対象資本費(D)

※ 資本費＝減価償却費＋資産減耗費＋企業債利息

※ 維持管理費＝収益的支出－資本費－雨水分維持管理費

資本費

資本費算入率(C)／(D)

項　　　　目

（単位　千円・％）

下水道使用料（A)

維持管理費

資本費算入額(C)＝(A)－(B)
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労働生産性

職員の労働生産性の推移は、次表のとおりである。 

職員一人当たりの排水人口　（人）

職員一人当たりの処理水量　（㎥）

職員一人当たりの営業収益　（千円）

損益勘定職員数　（人） －

全国平均
　　　　　　　　　　　年　度
区　分

25年度 24年度 23年度 22年度26年度

 

 

施設の利用状況

公共下水道、特定環境保全公共下水道及び農業集落排水事業の利用状況は、次表のとおりである。 

１日最大処理量（㎥）　Ａ －

１日平均処理量（㎥）　Ｂ －

１日処理能力（㎥）　　Ｃ －

施設利用率（％）　　Ｂ／Ｃ

負荷率（％）　　　　Ｂ／Ａ

最大稼働率（％）　　Ａ／Ｃ

全国平均26年度 25年度 24年度 23年度 22年度
　　　　　　　　　　　年　度
区　分

 

 

セグメント情報

セグメント情報の開示による、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業、

小規模集合排水処理事業、特定地域生活排水処理事業及び個別排水処理事業の経営成績の内訳は、次表

のとおりである。 
（単位　円）

区分 公共下水道事業
特定環境保全

公共下水道事業
農業集落
排水事業

小規模集合
排水処理事業

特定地域生活
排水処理事業

個別排水
処理事業

合計

営　業　収　益

営　業　費　用

営　業　損　益 △ 1,199,965,918 △ 426,914,990 △ 608,322,429 △ 7,536,197 △ 60,170,517 △ 3,658,546 △ 2,306,568,597

経　常　損　益 △ 103,957,253 △ 2,325,078 △ 43,787,998 △ 2,137,259

その他の項目

　減価償却費

　他会計負担金

　受取利息及び配当金

　支払利息及び
　企業債取扱諸費

　特別損失  

 

４ 財政状態

資 産

当年度末における資産の総額は 円で、前年度に比較して 円（ ％）

の減少となっている。

ア 固定資産は 円で、前年度に比較して 円（ ％）の減少となっ

ている。これは主に、新会計基準の適用に伴う移行処理として、今までみなし償却をしていた資産

の既償却相当分を減じたことによるものである。

イ 流動資産は 円で、主なものは、現金預金及び未収金である。前年度に比較して

 

円（ ％）の減少となっている。

 

未収金の内訳は、次表のとおりである。 

過 年 度 分

当 年 度 分

計

計

　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　円）

下水道
使用料

工事負担金
受益者
負担金

区 分 国庫補助金
受益者
分担金

その他

 
未収金 円は、平成 年５月 日までに 円が収納され、残額は

円となっている。

この残額の内訳は、下水道使用料 円、受益者負担金 円、受益者分担金

円及びその他 円である。前年同期に比較して 円（ ％）の減少となってい

る。

なお、新会計基準の適用により、一定の要件を満たす場合には、回収することが困難と見込まれる未

収金の額を将来の貸倒に備えて費用として計上するとともに、当該引当額を債権の帳簿価格から控除す

る貸倒引当金を計上することが義務付けられ、△ 円が計上された。

負債及び資本

当年度末における負債及び資本の合計は 円で、負債 円、資本

円となっている。

新会計基準の適用により、これまで借入資本金（資本）に計上されていた企業債が負債に計上され、

資本剰余金（資本）に計上されていた国庫補助金や他会計負担金等のうち、償却資産の取得、改良に充

てられた分は繰延収益（負債）に計上されることとなった。また、新たに賞与引当金、法定福利費引当

金が計上されることとなった。この結果、前年度と比較して負債が大幅に増加し、資本が大幅に減少し

ている。

ア 固定負債は 円で、企業債及び引当金である。前年度に比較して

円（ ％）の増加となっている。これは、新会計基準の適用により、これまで借入資本金に

計上されていた企業債のうち、返済期限まで１年を超えているものが固定負債に振り替えられ、大

幅に増加したことによるものである。

イ 流動負債は 円で、主なものは企業債である。前年度に比較して 円

（ ％）の増加となっている。これは主に、新会計基準の適用により、これまで借入資本金に

計上されていた企業債のうち、返済期限が１年以内に到来するものが流動負債に振り替えられ、大

幅に増加したことによるものである。

ウ 繰延収益は 円で、前年度に比較して皆増している。これは長期前受金

円から長期前受金収益化累計額 円を差し引いて計上されたもので

ある。

長期前受金は、これまで資本剰余金に計上されていた補助金等のうち、償却資産の取得、改良に

充てられたものが振り替えられたものである。

長期前受金収益化累計額は、補助金等により取得、改良した資産に係る過年度分の減価償却見合

い分及び当年度分の長期前受金戻入額である。

エ 資本金は 円である。前年度に比較して 円（ ％）の減少とな

っている。これは、新会計基準の適用により、借入資本金が負債に振り替えられ、大幅に減少した
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労働生産性

職員の労働生産性の推移は、次表のとおりである。 

職員一人当たりの排水人口　（人）

職員一人当たりの処理水量　（㎥）

職員一人当たりの営業収益　（千円）

損益勘定職員数　（人） －

全国平均
　　　　　　　　　　　年　度
区　分

25年度 24年度 23年度 22年度26年度

 

 

施設の利用状況

公共下水道、特定環境保全公共下水道及び農業集落排水事業の利用状況は、次表のとおりである。 

１日最大処理量（㎥）　Ａ －

１日平均処理量（㎥）　Ｂ －

１日処理能力（㎥）　　Ｃ －

施設利用率（％）　　Ｂ／Ｃ

負荷率（％）　　　　Ｂ／Ａ

最大稼働率（％）　　Ａ／Ｃ

全国平均26年度 25年度 24年度 23年度 22年度
　　　　　　　　　　　年　度
区　分

 

 

セグメント情報

セグメント情報の開示による、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業、

小規模集合排水処理事業、特定地域生活排水処理事業及び個別排水処理事業の経営成績の内訳は、次表

のとおりである。 
（単位　円）

区分 公共下水道事業
特定環境保全

公共下水道事業
農業集落
排水事業

小規模集合
排水処理事業

特定地域生活
排水処理事業

個別排水
処理事業

合計

営　業　収　益

営　業　費　用

営　業　損　益 △ 1,199,965,918 △ 426,914,990 △ 608,322,429 △ 7,536,197 △ 60,170,517 △ 3,658,546 △ 2,306,568,597

経　常　損　益 △ 103,957,253 △ 2,325,078 △ 43,787,998 △ 2,137,259

その他の項目

　減価償却費

　他会計負担金

　受取利息及び配当金

　支払利息及び
　企業債取扱諸費

　特別損失  

 

４ 財政状態

資 産

当年度末における資産の総額は 円で、前年度に比較して 円（ ％）

の減少となっている。

ア 固定資産は 円で、前年度に比較して 円（ ％）の減少となっ

ている。これは主に、新会計基準の適用に伴う移行処理として、今までみなし償却をしていた資産

の既償却相当分を減じたことによるものである。

イ 流動資産は 円で、主なものは、現金預金及び未収金である。前年度に比較して

 

円（ ％）の減少となっている。

 

未収金の内訳は、次表のとおりである。 

過 年 度 分

当 年 度 分

計

計

　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　円）

下水道
使用料

工事負担金
受益者
負担金

区 分 国庫補助金
受益者
分担金

その他

 
未収金 円は、平成 年５月 日までに 円が収納され、残額は

円となっている。

この残額の内訳は、下水道使用料 円、受益者負担金 円、受益者分担金

円及びその他 円である。前年同期に比較して 円（ ％）の減少となってい

る。

なお、新会計基準の適用により、一定の要件を満たす場合には、回収することが困難と見込まれる未

収金の額を将来の貸倒に備えて費用として計上するとともに、当該引当額を債権の帳簿価格から控除す

る貸倒引当金を計上することが義務付けられ、△ 円が計上された。

負債及び資本

当年度末における負債及び資本の合計は 円で、負債 円、資本

円となっている。

新会計基準の適用により、これまで借入資本金（資本）に計上されていた企業債が負債に計上され、

資本剰余金（資本）に計上されていた国庫補助金や他会計負担金等のうち、償却資産の取得、改良に充

てられた分は繰延収益（負債）に計上されることとなった。また、新たに賞与引当金、法定福利費引当

金が計上されることとなった。この結果、前年度と比較して負債が大幅に増加し、資本が大幅に減少し

ている。

ア 固定負債は 円で、企業債及び引当金である。前年度に比較して

円（ ％）の増加となっている。これは、新会計基準の適用により、これまで借入資本金に

計上されていた企業債のうち、返済期限まで１年を超えているものが固定負債に振り替えられ、大

幅に増加したことによるものである。

イ 流動負債は 円で、主なものは企業債である。前年度に比較して 円

（ ％）の増加となっている。これは主に、新会計基準の適用により、これまで借入資本金に

計上されていた企業債のうち、返済期限が１年以内に到来するものが流動負債に振り替えられ、大

幅に増加したことによるものである。

ウ 繰延収益は 円で、前年度に比較して皆増している。これは長期前受金

円から長期前受金収益化累計額 円を差し引いて計上されたもので

ある。

長期前受金は、これまで資本剰余金に計上されていた補助金等のうち、償却資産の取得、改良に

充てられたものが振り替えられたものである。

長期前受金収益化累計額は、補助金等により取得、改良した資産に係る過年度分の減価償却見合

い分及び当年度分の長期前受金戻入額である。

エ 資本金は 円である。前年度に比較して 円（ ％）の減少とな

っている。これは、新会計基準の適用により、借入資本金が負債に振り替えられ、大幅に減少した
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ことによるものである。

オ 剰余金は 円で、主なものは利益剰余金である。前年度に比較して

円（ ％）の減少となっている。新会計基準の適用により、当年度未処分利益剰余金が増加した

ものの、資本剰余金が繰延収益に振り替えられ、大幅に減少したことによるものである。

 

企業債残高等の推移は、次のとおりである。 

年度 年度 年度 年度 年度

企業債の推移
発行額

元金償還金

支払利息

企業債残高

百万円

発
行
額
・
元
金
償
還
金
・
支
払
利
息

百万円

年度発行額 百万円のうち、 百万円は借換債

年度発行額 百万円のうち、 百万円は借換債

未
償
還
残
高

 

当年度末における企業債残高は 円である。前年度に比較して 円

（ ％）の減少となっている。

財務比率

財務比率等の推移は、次表のとおりである。 

区    分 26年度 25年度 24年度 23年度 22年度 全国平均

自己資本

総資本

固定資産

自己資本

流動資産

流動負債
流 動 比 率

　　　　　　　　　（単位　％）

自 己 資 本
構 成 比 率

算           式

固 定 比 率

固 定 資 産 対
長期 資本 比率

× 100

酸性 試験 比率 × 100
現金預金＋未収金

流動負債

資本金＋剰余金＋固定負債

固定資産

× 100

× 100

× 100

 
※平成 年度から新会計基準を適用して算出しており、平成 年度以前の数値との単純な比較はで

きない。

 

他会計からの繰入金

最近５か年間における一般会計からの繰入金の推移は、次表のとおりである。 

25年度 24年度 23年度 22年度

金　額 前年度対比 金　額 金　額 金　額 金　額

基 準 内

基 準 外

基 準 内

基 準 外

　（単位　千円・％）

合 計

26年度
区　　分

資 本 的 収 入

収 益 的 収 入

 
一般会計からの繰入金は 千円で、前年度に比較して 千円（ ％）減少している。

セグメント情報

財政状態に関するセグメント情報は、次表のとおりである。 
（単位　円）

区分 公共下水道事業
特定環境保全

公共下水道事業
農業集落
排水事業

小規模集合
排水処理事業

特定地域生活
排水処理事業

個別排水
処理事業

合計

セグメント資産

セグメント負債

その他の項目

　有形固定資産及び
　無形固定資産の増加額  

キャッシュ・フロー計算書

下水道事業会計におけるキャッシュ・フロー計算書は、次表のとおりである。 

(単位：円)

業務活動によるキャッシュ・フロー
当年度純利益
減価償却費
退職給付引当金の減少額 △ 49,444,110
賞与引当金の増加額
法定福利費引当金の増加額
貸倒引当金の増加額
長期前受金戻入額 △ 3,139,924,380
受取利息及び配当金 △ 18,470,545
支払利息
固定資産除却損
未収金の増加額 △ 7,842,042
未払金の増加額
その他流動資産の減少額
その他流動負債の増加額
小計
利息及び配当金の受取額
利息の支払額 △ 2,495,027,273
業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △ 4,561,542,299
無形固定資産の取得による支出 △ 578,675,003
国庫補助金等による収入
国庫補助金等の返還による支出 △ 98,734
工事負担金による収入
受益者負担金による収入
一般会計からの繰入金による収入
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 2,765,196,323

財務活動によるキャッシュ・フロー
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 6,297,809,947
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 3,225,409,947

資金減少額 △ 586,318,511
資金期首残高
資金期末残高

区　　　　　　　　分 平成26年度
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ことによるものである。

オ 剰余金は 円で、主なものは利益剰余金である。前年度に比較して

円（ ％）の減少となっている。新会計基準の適用により、当年度未処分利益剰余金が増加した

ものの、資本剰余金が繰延収益に振り替えられ、大幅に減少したことによるものである。

 

企業債残高等の推移は、次のとおりである。 

年度 年度 年度 年度 年度

企業債の推移
発行額

元金償還金

支払利息

企業債残高

百万円

発
行
額
・
元
金
償
還
金
・
支
払
利
息

百万円

年度発行額 百万円のうち、 百万円は借換債

年度発行額 百万円のうち、 百万円は借換債

未
償
還
残
高

 

当年度末における企業債残高は 円である。前年度に比較して 円

（ ％）の減少となっている。

財務比率

財務比率等の推移は、次表のとおりである。 

区    分 26年度 25年度 24年度 23年度 22年度 全国平均

自己資本

総資本

固定資産

自己資本

流動資産

流動負債
流 動 比 率

　　　　　　　　　（単位　％）

自 己 資 本
構 成 比 率

算           式

固 定 比 率

固 定 資 産 対
長期 資本 比率

× 100

酸性 試験 比率 × 100
現金預金＋未収金

流動負債

資本金＋剰余金＋固定負債

固定資産

× 100

× 100

× 100

 
※平成 年度から新会計基準を適用して算出しており、平成 年度以前の数値との単純な比較はで

きない。

 

他会計からの繰入金

最近５か年間における一般会計からの繰入金の推移は、次表のとおりである。 

25年度 24年度 23年度 22年度

金　額 前年度対比 金　額 金　額 金　額 金　額

基 準 内

基 準 外

基 準 内

基 準 外

　（単位　千円・％）

合 計

26年度
区　　分

資 本 的 収 入

収 益 的 収 入

 
一般会計からの繰入金は 千円で、前年度に比較して 千円（ ％）減少している。

セグメント情報

財政状態に関するセグメント情報は、次表のとおりである。 
（単位　円）

区分 公共下水道事業
特定環境保全

公共下水道事業
農業集落
排水事業

小規模集合
排水処理事業

特定地域生活
排水処理事業

個別排水
処理事業

合計

セグメント資産

セグメント負債

その他の項目

　有形固定資産及び
　無形固定資産の増加額  

キャッシュ・フロー計算書

下水道事業会計におけるキャッシュ・フロー計算書は、次表のとおりである。 

(単位：円)

業務活動によるキャッシュ・フロー
当年度純利益
減価償却費
退職給付引当金の減少額 △ 49,444,110
賞与引当金の増加額
法定福利費引当金の増加額
貸倒引当金の増加額
長期前受金戻入額 △ 3,139,924,380
受取利息及び配当金 △ 18,470,545
支払利息
固定資産除却損
未収金の増加額 △ 7,842,042
未払金の増加額
その他流動資産の減少額
その他流動負債の増加額
小計
利息及び配当金の受取額
利息の支払額 △ 2,495,027,273
業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △ 4,561,542,299
無形固定資産の取得による支出 △ 578,675,003
国庫補助金等による収入
国庫補助金等の返還による支出 △ 98,734
工事負担金による収入
受益者負担金による収入
一般会計からの繰入金による収入
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 2,765,196,323

財務活動によるキャッシュ・フロー
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 6,297,809,947
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 3,225,409,947

資金減少額 △ 586,318,511
資金期首残高
資金期末残高

区　　　　　　　　分 平成26年度
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５ むすび

＜事業概況＞

当年度の下水道事業は、平成 年度の全戸水洗化を目標に積極的に整備が進められ、公共下水道の

整備面積は 増の 、整備率は ％となった。農業集落排水事業等を含めた人口普及

率は前年度に比較して ポイント上昇の ％となり、人口水洗化率は同 ポイント低下の ％

となった。

なお、個人設置型と民間設置の合併浄化槽を含めた市全体の人口普及率、人口水洗化率はそれぞれ

％、 ％となった。

経営成績についてみると、収益では、年間有収汚水量がわずかながら減少したものの、更北、篠ノ井

及び松代地区を中心とした流域下水道分の水洗化が進んでいることなどにより、下水道使用料は前年度

に比較して ％増の 億 万円余となった。加えて、新会計基準適用により長期前受金戻入が計

上されたことなどにより、総収益は前年度に比較して ％増の 億 万円余となった。

費用では、減価償却費が増加したことなどにより、総費用は前年度に比較して ％増の 億

万円余となった。

この結果、当年度純利益は前年度に比較して 億 万円余増の 億 万円余を計上した。

資本的収支についてみると、建設改良費の増加等に伴い、収支不足額は前年度に比較して 万円

余増加し、 億 万円余となった。

また、当年度末の損益勘定留保資金は 億 万円余で、前年度に比較して 億 万円余減

少した。

＜意 見＞

健全な経営の継続について

本市の下水道事業は、生活環境の改善や公共用水域の水質保全を目的として、昭和 年の整備開始

以来積極的に整備が進められた結果、人口普及率が ％とすでに高水準であり、また水需要の減少傾

向が続いていることなどから、今後は使用料の伸びが期待できない状況にある。

こうした中で、平成 年度長野市上下水道事業経営審議会からの答申を受け、下水道使用料につい

ては平成 年度までの４年間は据え置きとし、利用者の負担を抑える一方、更なる経費削減を図ると

ともに、下水道未接続者に対し早期の接続を促すなど、利益確保に向けての取組を一層強化していくこ

ととしている。

しかしながら、企業債の残高が 億円余と依然多額であり、企業債の償還ピークを平成 年度

と予測する中、損益勘定留保資金等の補てん財源が徐々に減少していくことが懸念される。加えて、下

水道事業は建設から維持管理への転換期を迎えており、今後は施設の改築・更新費用や耐震化・長寿命

化等の事業費が増加していくものと見込まれ、財政状況はますます厳しくなることが予想される。

本来、独立採算を原則とする企業会計において、安定した事業運営を行うためにも、事業の根幹であ

る下水道使用料の適正化に努めるとともに、適切な維持管理の実施と更なる業務の効率化を図るなど、

健全な経営の継続に向けて取り組まれたい。

未収金対策について

当年度分下水道使用料の収納率は、平成 年５月 日現在 ％であり、前年同期と比較して

ポイント低下している。また、過年度分を含めた下水道使用料の未収金残高は、同日現在で前年同期と

比較して 万円余増加し、２億 万円余となっている。

受益者負担の公平性を期するため、引き続き早期徴収に努められたい。
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また、当年度末の損益勘定留保資金は 億 万円余で、前年度に比較して 億 万円余減

少した。

＜意 見＞

健全な経営の継続について

本市の下水道事業は、生活環境の改善や公共用水域の水質保全を目的として、昭和 年の整備開始

以来積極的に整備が進められた結果、人口普及率が ％とすでに高水準であり、また水需要の減少傾

向が続いていることなどから、今後は使用料の伸びが期待できない状況にある。

こうした中で、平成 年度長野市上下水道事業経営審議会からの答申を受け、下水道使用料につい

ては平成 年度までの４年間は据え置きとし、利用者の負担を抑える一方、更なる経費削減を図ると

ともに、下水道未接続者に対し早期の接続を促すなど、利益確保に向けての取組を一層強化していくこ

ととしている。

しかしながら、企業債の残高が 億円余と依然多額であり、企業債の償還ピークを平成 年度

と予測する中、損益勘定留保資金等の補てん財源が徐々に減少していくことが懸念される。加えて、下

水道事業は建設から維持管理への転換期を迎えており、今後は施設の改築・更新費用や耐震化・長寿命

化等の事業費が増加していくものと見込まれ、財政状況はますます厳しくなることが予想される。

本来、独立採算を原則とする企業会計において、安定した事業運営を行うためにも、事業の根幹であ

る下水道使用料の適正化に努めるとともに、適切な維持管理の実施と更なる業務の効率化を図るなど、

健全な経営の継続に向けて取り組まれたい。

未収金対策について

当年度分下水道使用料の収納率は、平成 年５月 日現在 ％であり、前年同期と比較して

ポイント低下している。また、過年度分を含めた下水道使用料の未収金残高は、同日現在で前年同期と

比較して 万円余増加し、２億 万円余となっている。

受益者負担の公平性を期するため、引き続き早期徴収に努められたい。
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金   額
構成
比率

金   額
構成
比率

26年度 25年度

円 ％ 円 ％ 円 ％ ％ ％

排 水 設 備 費 △ 24,576,425

管 渠 費

処 理 場 費

ポ ン プ 場 費 △ 9,775,064

浄 化 槽 費

業 務 費

総 係 費 △ 66,978,544

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

△ 129,091,925

支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

△ 118,879,224

雑 支 出 △ 10,212,701

－ － －

その他特別損失 － － －

営 業 外 費 用

特 別 損 失

比 較 増 減
前年度
対　比

すう勢比率

営 業 費 用

－

－

小 計

－

－

平成25年度                        区  分

下　水　道　事　業　会　計 

借            　　　　          方

 科  目

平成26年度

合 計

当 年 度 純 利 益

金   額
構成
比率

金   額
構成
比率

26年度 25年度

円 ％ 円 ％ 円 ％ ％ ％

下水道使用料

その他営業収益 △ 5,046,303

受取利息及び
配 当 金

△ 6,360,888

国 庫 補 助 金

他会計負担金 △ 120,562,000

長期前受金戻入 － － －

雑 収 益

平成25年度

 科  目

平成26年度

営 業 収 益

営 業 外 収 益

合 計

 比　較　損　益　計　算　書

                        区  分

（注）すう勢比率は、平成24年度を100とした。

貸                            方

前年度
対　比

すう勢比率
比 較 増 減
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構成
比率
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すう勢比率
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－

－
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－

－
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 科  目

平成26年度

合 計

当 年 度 純 利 益

金   額
構成
比率

金   額
構成
比率

26年度 25年度

円 ％ 円 ％ 円 ％ ％ ％

下水道使用料

その他営業収益 △ 5,046,303

受取利息及び
配 当 金

△ 6,360,888

国 庫 補 助 金

他会計負担金 △ 120,562,000

長期前受金戻入 － － －

雑 収 益

平成25年度

 科  目

平成26年度

営 業 収 益

営 業 外 収 益

合 計

 比　較　損　益　計　算　書

                        区  分

（注）すう勢比率は、平成24年度を100とした。

貸                            方

前年度
対　比

すう勢比率
比 較 増 減
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金   額
構 成
比 率

金   額
構 成
比 率

26年度 25年度

円 ％ 円 ％ 円 ％ ％ ％

△ 23,159,243,134

△ 23,455,592,260

土 地

建 物 △ 2,075,306,359

構 築 物 △ 16,290,058,785

機械及び装置 △ 5,317,897,575

車 両 運 搬 具 △ 19,158,151

工 具 器 具
及 び 備 品

建 設 仮 勘 定

施 設 利 用 権

△ 198,703,539

△ 586,318,511

未 収 金

貸 倒 引 当 金 △ 57,073,401 △ 57,073,401 － － －

△ 32,375

△ 23,357,946,673合 計

下　水　道　事　業　会　計 

比 較 増 減
前年度
対　比

すう勢比率

借          　　　　　　　　 方

未 収 金

平成26年度                 区  分

科  目

固 定 資 産

平成25年度

仮 払 金

流 動 資 産

現 金 預 金

有形固定資産

無形固定資産
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金   額
構 成
比 率

金   額
構 成
比 率

26年度 25年度

円 ％ 円 ％ 円 ％ ％ ％

△ 23,159,243,134

△ 23,455,592,260

土 地

建 物 △ 2,075,306,359

構 築 物 △ 16,290,058,785

機械及び装置 △ 5,317,897,575

車 両 運 搬 具 △ 19,158,151

工 具 器 具
及 び 備 品

建 設 仮 勘 定

施 設 利 用 権

△ 198,703,539

△ 586,318,511

未 収 金

貸 倒 引 当 金 △ 57,073,401 △ 57,073,401 － － －

△ 32,375

△ 23,357,946,673合 計

下　水　道　事　業　会　計 

比 較 増 減
前年度
対　比

すう勢比率

借          　　　　　　　　 方

未 収 金

平成26年度                 区  分

科  目

固 定 資 産

平成25年度

仮 払 金

流 動 資 産

現 金 預 金

有形固定資産

無形固定資産

金   額
構 成
比 率

金   額
構 成
比 率

26年度 25年度

円 ％ 円 ％ 円 ％ ％ ％

△ 49,444,110

△ 49,444,110

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

△ 47,557,273,326 △ 20.0 △ 47,557,273,326 － － －

△ 112,290,386,402

△ 112,290,386,402

△ 116,228,117,621

△ 140,854,328,185

当 年 度
純 利 益

その他未処分利益
剰 余 金 変 動 額 － － －

△ 228,518,504,023

△ 23,357,946,673

 比　較　貸　借　対　照　表

合 計

剰 余 金

(注)すう勢比率は、平成24年度を100とした。

すう勢比率

貸     　　　　　　　　　    方

科  目

平成26年度 平成25年度                        区  分

自 己 資 本 金

借 入 資 本 金

比 較 増 減
前年度
対　比

固 定 負 債

資 本 剰 余 金

引 当 金

預 り 金

未 払 金

(資本合計)

退 職 給 付 引 当 金

流 動 負 債

利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

資 本 金

(負債合計)

企 業 債

引 当 金

賞 与 引 当 金

法定福利費引当金

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債
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増減 比率 増減 比率

全 体 計 画 面 積 （ ａ ） △ 5.3

事 業 認 可 面 積 （ ｂ ）

整 備 面 積 （ ｃ ）

処 理 面 積 （ ｄ ）

整 備 率 （ｃ ａ） ％ － －

進 捗 率 （ｄ ｂ） ％ － －

行 政 人 口 （ ｅ ） 人 △ 1,464 △ 1,926

処 理 区 域 内 人 口 （ ｆ ） 人

水 洗 化 人 口 （ ｇ ） 人

人 口 普 及 率 （ｆ ｅ） ％ － －

人 口 水 洗 化 率 （ｇ ｆ） ％ △ 0.1 － △ 0.7 －

処 理 区 域 内 世 帯 数 （ ｈ ） 世帯

水 洗 化 世 帯 数 （ ｉ ） 世帯

世 帯 水 洗 化 率 （ ｉ ） ％ △ 0.2 － △ 0.5 －

管 渠 延 長 （ 汚 水 ） ｍ

管 渠 延 長 （ 雨 水 ） ｍ

１ 日 最 大 汚 水 処 理 能 力  ｍ３

年 間 処 理 水 量 （ ｊ ） ｍ３

年 間 有 収 水 量 （ ｋ ） ｍ３ △ 158,805

有 収 率 （ｋ ｊ） ％ △ 0.9 － △ 0.9 －

１世帯当たり年間有収水量 ㎥／年 △ 4.4 △ 3.9

１ 日 平 均 処 理 水 量 ｍ３

１ 日 最 大 処 理 水 量 ｍ３ △ 10,434

人 △ 3

損 益 勘 定 人 △ 1

資 本 勘 定 人 △ 2 △ 4

  　下　水　道  事  業  会  計 

業

務

量

項      　　　　  目 単  位 平成26年度

下

水

道

普

及

状

況

施

職　　員　　数

設

前年度との比較
平成25年度

前年度との比較

増減 比率 増減 比率

年度末現在（公共下水道事業）

〃

〃

〃

－ － 〃

－ － 〃

△ 844 △ 809 年度末現在

〃（個人設置型戸別浄化槽分
を除く）

〃

－ － 〃

－ － 〃

（個人設置型戸別浄化槽分を
除く）

〃

－ － 〃

（戸別浄化槽分を除く）

年度末現在（公共下水道事業）

△ 2,000
（流域下水、戸別浄化槽
を除く）

△ 487,052 △ 3,556
（個人設置型戸別浄化槽
分を除く）

〃

－ －

△ 0.7 △ 8.8

△ 1,276 △ 18
（個人設置型戸別浄化槽
分を除く）

△ 25,599
（農業集落排水、戸別浄
化槽を除く）

△ 2 △ 4 年度末現在

△ 1 △ 2 〃

△ 1 △ 2 〃

備　   　考平成22年度
前年度との比較

人口及び世帯数は外国人を含む数値である。

 業  務  実  績  表

平成24年度
前年度との比較

平成23年度

― 58 ―



増減 比率 増減 比率

年度末現在（公共下水道事業）

〃

〃

〃

－ － 〃

－ － 〃

△ 844 △ 809 年度末現在

〃（個人設置型戸別浄化槽分
を除く）

〃

－ － 〃

－ － 〃

（個人設置型戸別浄化槽分を
除く）

〃

－ － 〃

（戸別浄化槽分を除く）

年度末現在（公共下水道事業）

△ 2,000
（流域下水、戸別浄化槽
を除く）

△ 487,052 △ 3,556
（個人設置型戸別浄化槽
分を除く）

〃

－ －

△ 0.7 △ 8.8

△ 1,276 △ 18
（個人設置型戸別浄化槽
分を除く）

△ 25,599
（農業集落排水、戸別浄
化槽を除く）

△ 2 △ 4 年度末現在

△ 1 △ 2 〃

△ 1 △ 2 〃

備　   　考平成22年度
前年度との比較

人口及び世帯数は外国人を含む数値である。

 業  務  実  績  表

平成24年度
前年度との比較

平成23年度
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平成26年度 平成25年度 平成24年度

 上記の算式において用いた用語は、次のとおりである。

　　　　１　総 資 産＝固定資産＋流動資産＋繰延勘定

　　　　２　総 資 本＝資本＋負債

　　　　３　自己資本＝自己資本金＋資本剰余金＋利益剰余金

　　　　４　営業収益*＝下水道使用料＋雨水処理負担金＋受託工事収益*＋その他営業収益

（注）平成26年度から新会計基準を適用して計算しており、平成25年度以前の数値との単純な比較はできない。

％

固 定 資 産 対
長 期 資 本 比 率

流 動 比 率

酸 性 試 験 比 率

現 金 比 率

自 己 資 本 回 転 率

回固 定 資 産 回 転 率

未 収 金 回 転 率

総 資 本 回 転 率

構

成

比

率

       下  水  道  事  業  会  計 

項              目 単位
年     度     比     較

固 定 資 産 構 成 比 率

固 定 負 債 構 成 比 率

％

流 動 負 債 構 成 比 率

自 己 資 本 構 成 比 率

固 定 比 率

流 動 資 産 回 転 率

％

営 業 収 支 比 率

％総 収 支 比 率

減 価 償 却 率

総 資 本 利 益 率

企 業 債 償 還 元 金
対 減 価 償 却 額 比 率

利 子 負 担 率

損 益 勘 定 所 属 職 員
一 人 当 た り 営 業 収 益

千円

％

回

転

率

収

益

率

そ

の

他

財

務

比

率

全国平均

流動負債

総 資 本

自己資本

総 資 本

固定資産

自己資本

流動資産

流動負債

現金預金

流動負債

総 収 益

総 費 用

５　受託工事収益*＝し尿処理負担金＝受託工事費用*

６　平　均＝１/２（期首＋期末）

７　総収益＝営業収益＋営業外収益＋特別利益

８　総費用＝営業費用＋営業外費用＋特別損失

　また、全国平均については、平成25年度地方公営企業年鑑の地方公営企業法適用団体の平均値である。

×100

固定資産

資本金＋剰余金＋固定負債

現金預金＋未収金

固 定 資 産

×100

×100
総 資 産

固定負債＋借入資本金

流動負債

総 資 本

×100

×100

自己資本が１年間に何回転したかを表すもので、自己資本の利用度を表すものである。

自己資本に対する固定資産の百分率で、一般に100％以下が望ましいとされているが、公営企
業のように膨大な設備の取得を企業債に依存する企業では､この率は必然的に大となる。

固定資産の調達が、資本と固定負債の範囲内で行われているかどうかを示すもので、100％以
下が望ましいとされている。

１年以内に現金化できる資産と、１年以内に返済すべき負債とを比較するもので、短期支払
い能力を判定するために利用される。理想比率は200％以上である。

当座比率とも言われるが、流動資産のうち現金預金及び容易に現金化しうる未収金などの当
座資産と、流動負債とを対比させたもので、100％以上が理想比率とされている。

流動負債に対する現金預金の百分率で、当座の支払能力を見るために流動比率や当座比率と
ともに計算されるのが通例である。20％以上が理想値とされている。

総資本が１年間に何回転したかを表すもので、資本の利用度を表すものである。なお、回転
率は一般に大きいほど、資本が効率的に使われていることを表すものである。

 財　務　分  析  比  率  表

資産総額に対する固定資産の百分率で、公営企業においては、流動資産の額が小であるの
で、この率は必然的に大となる。

総資本の中に占める固定負債の百分率であるが、公営企業においては、設備拡張を全面的に
企業債に依存しているので、この率が大となる。

総資本の中に占める流動負債の百分率であるが、この率は小さいほど健全である。

総資本の中に占める自己資本の百分率であるが、この率は大きいほど健全である。

×100

説                                       明算                式

×100

×100

×100

営業収益*－受託工事収益*

営業収益*－受託工事収益*

平均総資本 

平均自己資本

流動資産が１年間に何回転したかを表すものである。

未収金が１年間に何回転したかを表すものである。

固定資産が１年間に何回転したかを表すもので、固定資産の利用度を表すものである。固定
資産投資が過剰かどうかを見るのに重んじられる。

営業収益*－受託工事収益*

平均流動資産

営業収益*－受託工事収益*

総収益が総費用の何％に当たるかを表すものである。

期末償却資産＋当年度減価償却費

当年度純利益

平均総資本

×100

×100
償却資産が１年間にどれだけ償却されているかを表すものであり、投下資本の回収状況を見
るためのものである。

企業に投下された資本の総額と、それによってもたらされた利益とを比較したものである。

当年度減価償却費

営業収益が営業費用の何％に当たるかを表すものである。

×100

営業収益*－受託工事収益*

借入金及び借入資本金に対し、それらの支払利息等の負担比率を示すものである。

企業債元金償還金と、その主要財源である減価償却費とを比較したものである。
当年度減価償却費

借入金＋借入資本金

損益勘定所属職員の労働生産性を表すものである。

営業収益*－受託工事収益*

平均固定資産

×100

支払い利息及び企業債取扱諸費

 営業費用－受託工事費用*

×100

×100

営業収益*－受託工事収益*

損益勘定所属職員数

建設改良のための企業債元金償還金

平均未収金
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平成26年度 平成25年度 平成24年度

 上記の算式において用いた用語は、次のとおりである。

　　　　１　総 資 産＝固定資産＋流動資産＋繰延勘定

　　　　２　総 資 本＝資本＋負債

　　　　３　自己資本＝自己資本金＋資本剰余金＋利益剰余金

　　　　４　営業収益*＝下水道使用料＋雨水処理負担金＋受託工事収益*＋その他営業収益

（注）平成26年度から新会計基準を適用して計算しており、平成25年度以前の数値との単純な比較はできない。

％

固 定 資 産 対
長 期 資 本 比 率

流 動 比 率

酸 性 試 験 比 率

現 金 比 率

自 己 資 本 回 転 率

回固 定 資 産 回 転 率

未 収 金 回 転 率

総 資 本 回 転 率

構

成

比

率

       下  水  道  事  業  会  計 

項              目 単位
年     度     比     較

固 定 資 産 構 成 比 率

固 定 負 債 構 成 比 率

％

流 動 負 債 構 成 比 率

自 己 資 本 構 成 比 率

固 定 比 率

流 動 資 産 回 転 率

％

営 業 収 支 比 率

％総 収 支 比 率

減 価 償 却 率

総 資 本 利 益 率

企 業 債 償 還 元 金
対 減 価 償 却 額 比 率

利 子 負 担 率

損 益 勘 定 所 属 職 員
一 人 当 た り 営 業 収 益

千円

％

回

転

率

収

益

率

そ

の

他

財

務

比

率

全国平均

流動負債

総 資 本

自己資本

総 資 本

固定資産

自己資本

流動資産

流動負債

現金預金

流動負債

総 収 益

総 費 用

５　受託工事収益*＝し尿処理負担金＝受託工事費用*

６　平　均＝１/２（期首＋期末）

７　総収益＝営業収益＋営業外収益＋特別利益

８　総費用＝営業費用＋営業外費用＋特別損失

　また、全国平均については、平成25年度地方公営企業年鑑の地方公営企業法適用団体の平均値である。

×100

固定資産

資本金＋剰余金＋固定負債

現金預金＋未収金

固 定 資 産

×100

×100
総 資 産

固定負債＋借入資本金

流動負債

総 資 本

×100

×100

自己資本が１年間に何回転したかを表すもので、自己資本の利用度を表すものである。

自己資本に対する固定資産の百分率で、一般に100％以下が望ましいとされているが、公営企
業のように膨大な設備の取得を企業債に依存する企業では､この率は必然的に大となる。

固定資産の調達が、資本と固定負債の範囲内で行われているかどうかを示すもので、100％以
下が望ましいとされている。

１年以内に現金化できる資産と、１年以内に返済すべき負債とを比較するもので、短期支払
い能力を判定するために利用される。理想比率は200％以上である。

当座比率とも言われるが、流動資産のうち現金預金及び容易に現金化しうる未収金などの当
座資産と、流動負債とを対比させたもので、100％以上が理想比率とされている。

流動負債に対する現金預金の百分率で、当座の支払能力を見るために流動比率や当座比率と
ともに計算されるのが通例である。20％以上が理想値とされている。

総資本が１年間に何回転したかを表すもので、資本の利用度を表すものである。なお、回転
率は一般に大きいほど、資本が効率的に使われていることを表すものである。

 財　務　分  析  比  率  表

資産総額に対する固定資産の百分率で、公営企業においては、流動資産の額が小であるの
で、この率は必然的に大となる。

総資本の中に占める固定負債の百分率であるが、公営企業においては、設備拡張を全面的に
企業債に依存しているので、この率が大となる。

総資本の中に占める流動負債の百分率であるが、この率は小さいほど健全である。

総資本の中に占める自己資本の百分率であるが、この率は大きいほど健全である。

×100

説                                       明算                式

×100

×100

×100

営業収益*－受託工事収益*

営業収益*－受託工事収益*

平均総資本 

平均自己資本

流動資産が１年間に何回転したかを表すものである。

未収金が１年間に何回転したかを表すものである。

固定資産が１年間に何回転したかを表すもので、固定資産の利用度を表すものである。固定
資産投資が過剰かどうかを見るのに重んじられる。

営業収益*－受託工事収益*

平均流動資産

営業収益*－受託工事収益*

総収益が総費用の何％に当たるかを表すものである。

期末償却資産＋当年度減価償却費

当年度純利益

平均総資本

×100

×100
償却資産が１年間にどれだけ償却されているかを表すものであり、投下資本の回収状況を見
るためのものである。

企業に投下された資本の総額と、それによってもたらされた利益とを比較したものである。

当年度減価償却費

営業収益が営業費用の何％に当たるかを表すものである。

×100

営業収益*－受託工事収益*

借入金及び借入資本金に対し、それらの支払利息等の負担比率を示すものである。

企業債元金償還金と、その主要財源である減価償却費とを比較したものである。
当年度減価償却費

借入金＋借入資本金

損益勘定所属職員の労働生産性を表すものである。

営業収益*－受託工事収益*

平均固定資産

×100

支払い利息及び企業債取扱諸費

 営業費用－受託工事費用*

×100

×100

営業収益*－受託工事収益*

損益勘定所属職員数

建設改良のための企業債元金償還金

平均未収金
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病 院 事 業 会 計 
 
１ 事業の概況

総括事項

平成 年度は、急性期高度医療を提供する地域の中核病院として、初診患者の紹介状持参とかかり

つけ医等への逆紹介を一層推進しながら、医療の質の向上と経営健全化の推進に取り組んだ。

高度医療の推進においては、内視鏡手術をはじめ、ラルス（遠隔操作型密封小線源治療）などの放射

線治療を推進した。中でも、前立腺がんに対しては、手術用ロボット「ダ・ヴィンチ」（遠隔操作型内

視鏡下手術システム）による手術体制を確立した。

また、がん治療サポートチームを設置し、化学療法や緩和ケアの更なる質向上を図り、がん患者の口

腔ケアやがん相談支援についても一層の充実に努めた。

救急医療については、重症患者の受け入れ強化と緊急治療、緊急入院への迅速な対応を行い、満床を

理由に救急車を断らない病床管理の徹底に努めた結果、延べ救急車搬送患者数は、過去最高となった。

救急医療への貢献が評価され、平成 年９月に長野県知事表彰（保健衛生表彰）を受賞した。

手術に関しては、手術室の効率的な運営に取り組み、全身麻酔の手術は過去最高を更新した。平成

年３月には手術室１室を増設して９室体制として機能強化を図った。

なお、今後の医療需要や医療環境の変化に対応し、良質で安全な医療をこれからも継続していくため

に、より柔軟な運営体制の整備が必要となってきたことから、平成 年４月の地方独立行政法人化へ

向け移行作業を進めている。

業務状況

延べ患者数（入院・外来別）及び病床利用率の推移は、次のとおりである。 

 

年度 年度 年度 年度 年度

病
床
利
用
率

延
べ
患
者
数

延べ患者数・病床利用率の推移

延べ患者数（入院） 延べ患者数（外来） 病床利用率

人 ％



 

 
 

 
 

病 院 事 業 会 計



 

病 院 事 業 会 計 
 
１ 事業の概況

総括事項

平成 年度は、急性期高度医療を提供する地域の中核病院として、初診患者の紹介状持参とかかり

つけ医等への逆紹介を一層推進しながら、医療の質の向上と経営健全化の推進に取り組んだ。

高度医療の推進においては、内視鏡手術をはじめ、ラルス（遠隔操作型密封小線源治療）などの放射

線治療を推進した。中でも、前立腺がんに対しては、手術用ロボット「ダ・ヴィンチ」（遠隔操作型内

視鏡下手術システム）による手術体制を確立した。

また、がん治療サポートチームを設置し、化学療法や緩和ケアの更なる質向上を図り、がん患者の口

腔ケアやがん相談支援についても一層の充実に努めた。

救急医療については、重症患者の受け入れ強化と緊急治療、緊急入院への迅速な対応を行い、満床を

理由に救急車を断らない病床管理の徹底に努めた結果、延べ救急車搬送患者数は、過去最高となった。

救急医療への貢献が評価され、平成 年９月に長野県知事表彰（保健衛生表彰）を受賞した。

手術に関しては、手術室の効率的な運営に取り組み、全身麻酔の手術は過去最高を更新した。平成

年３月には手術室１室を増設して９室体制として機能強化を図った。

なお、今後の医療需要や医療環境の変化に対応し、良質で安全な医療をこれからも継続していくため

に、より柔軟な運営体制の整備が必要となってきたことから、平成 年４月の地方独立行政法人化へ

向け移行作業を進めている。

業務状況

延べ患者数（入院・外来別）及び病床利用率の推移は、次のとおりである。 

 

年度 年度 年度 年度 年度

病
床
利
用
率

延
べ
患
者
数

延べ患者数・病床利用率の推移

延べ患者数（入院） 延べ患者数（外来） 病床利用率

人 ％
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また、年間の手術件数、延べ時間外救急外来患者数及び延べ救急車搬送患者数の推移は、次のとおり

である。

ア 入院の延べ患者数は 人で、前年度に比較して 人（ ％）減少し、病床利用率は ％

となり、前年度に比較して ポイントの低下となった。

イ 外来の延べ患者数は 人で、前年度に比較して 人（ ％）の減少となっている。

ウ 年間手術件数は 件で、前年度に比較して９件（ ％）の減少となっている。うち全身麻酔

の手術は 件で、前年度に比較して 件（ ％）増加した。

エ 延べ時間外救急外来患者数は 人で、前年度に比較して 人（ ％）の減少、また延べ

救急車搬送患者数は 人で、 人（ ％）の増加となっている。

２ 予算の執行状況 
収益的収入及び支出

当年度の予算の執行状況は、次表のとおりである。

年度 年度 年度 年度 年度

年
間
手
術
件
数

患
者
数

年間手術件数、延べ時間外救急外来患者数及び延べ救急車搬送患者数の推移

延べ時間外救急外来患者数 延べ救急車搬送患者数 年間手術件数

人 件

金額 構成比率 金額 構成比率

△ 517,642,421

医 業 収 益 △ 71,084,133

医 業 外 収 益 △ 739,680,526

特 別 利 益

金額 構成比率 金額 構成比率

医 業 費 用

医 業 外 費 用

特 別 損 失

決算額の予算額に

対する比

予算額

不用額

決算額

　　　　　　区分

科目

決算額の予算額に

対する比

病 院 事 業 費 用

　（税込み）（単位　円・％）

　（税込み）（単位　円・％）

　　　　　　区分

科目

病 院 事 業 収 益

収益的収入

収益的支出

予算額 決算額

予算額に比べ

決算額の増減

 

ア 病院事業収益は、予算額に対して 円の減少となっているが、これは主に、医業外収益

の減によるものである。

イ 病院事業費用は、予算額に対して 円の不用額を生じているが、これは主に、医業費用

の減によるものである。

資本的収入及び支出

当年度の予算の執行状況は、次表のとおりである。

ア 資本的収入は、予算額に対して 円の減少となっているが、これは、他会計負担金及び企

業債の減によるものである。

イ 資本的支出は、予算額に対して 円の不用額を生じているが、これは主に、建設改良費

の減によるものである。

ウ 資本的収入額が資本的支出額に不足する額 円は、過年度分損益勘定留保資金

円並びに当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 円で補てんされて

いる。

３ 経営成績

当年度は総収益 円、総費用 円で、 円の純利益となった。

この結果、当年度未処理欠損金は 円となり、全額翌年度に繰り越されている。

なお、総収益及び総費用の推移は、次表のとおりである。

前年度 前年度 前年度
対　比 対　比 対　比

－

△ 417,054,973

 （税抜き）（単位　円・％）

　　　区分

年度

総収益（Ａ） 総費用（Ｂ） 損益（Ａ）－（Ｂ） 総収益の
総費用に
対する比金　　　額 金　　　額 金　　　額

金額 構成比率 金額 構成比率

△ 1,114,199

企 業 債 △ 2,500,000

他 会 計 負 担 金 △ 3,145,959

他 会 計 出 資 金 △ 240

県 補 助 金

金額 構成比率 金額 構成比率

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

　　　　　　区分

科目

資本的収入  　　

資 本 的 収 入

不用額

予算額

予算額

資本的支出
　　　　　　区分

科目

　（税込み）（単位　円・％）

決算額

資 本 的 支 出

　（税込み）（単位　円・％）

翌年度繰越額

決算額の

予算額に

対する比

決算額 予算額に比べ

決算額の増減

決算額の予算額に

対する比
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また、年間の手術件数、延べ時間外救急外来患者数及び延べ救急車搬送患者数の推移は、次のとおり

である。

ア 入院の延べ患者数は 人で、前年度に比較して 人（ ％）減少し、病床利用率は ％

となり、前年度に比較して ポイントの低下となった。

イ 外来の延べ患者数は 人で、前年度に比較して 人（ ％）の減少となっている。

ウ 年間手術件数は 件で、前年度に比較して９件（ ％）の減少となっている。うち全身麻酔

の手術は 件で、前年度に比較して 件（ ％）増加した。

エ 延べ時間外救急外来患者数は 人で、前年度に比較して 人（ ％）の減少、また延べ

救急車搬送患者数は 人で、 人（ ％）の増加となっている。

２ 予算の執行状況 
収益的収入及び支出

当年度の予算の執行状況は、次表のとおりである。

年度 年度 年度 年度 年度

年
間
手
術
件
数

患
者
数

年間手術件数、延べ時間外救急外来患者数及び延べ救急車搬送患者数の推移

延べ時間外救急外来患者数 延べ救急車搬送患者数 年間手術件数

人 件

金額 構成比率 金額 構成比率

△ 517,642,421

医 業 収 益 △ 71,084,133

医 業 外 収 益 △ 739,680,526

特 別 利 益

金額 構成比率 金額 構成比率

医 業 費 用

医 業 外 費 用

特 別 損 失

決算額の予算額に

対する比

予算額

不用額

決算額

　　　　　　区分

科目

決算額の予算額に

対する比

病 院 事 業 費 用

　（税込み）（単位　円・％）

　（税込み）（単位　円・％）

　　　　　　区分

科目

病 院 事 業 収 益

収益的収入

収益的支出

予算額 決算額

予算額に比べ

決算額の増減

 

ア 病院事業収益は、予算額に対して 円の減少となっているが、これは主に、医業外収益

の減によるものである。

イ 病院事業費用は、予算額に対して 円の不用額を生じているが、これは主に、医業費用

の減によるものである。

資本的収入及び支出

当年度の予算の執行状況は、次表のとおりである。

ア 資本的収入は、予算額に対して 円の減少となっているが、これは、他会計負担金及び企

業債の減によるものである。

イ 資本的支出は、予算額に対して 円の不用額を生じているが、これは主に、建設改良費

の減によるものである。

ウ 資本的収入額が資本的支出額に不足する額 円は、過年度分損益勘定留保資金

円並びに当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 円で補てんされて

いる。

３ 経営成績

当年度は総収益 円、総費用 円で、 円の純利益となった。

この結果、当年度未処理欠損金は 円となり、全額翌年度に繰り越されている。

なお、総収益及び総費用の推移は、次表のとおりである。

前年度 前年度 前年度
対　比 対　比 対　比

－

△ 417,054,973

 （税抜き）（単位　円・％）

　　　区分

年度

総収益（Ａ） 総費用（Ｂ） 損益（Ａ）－（Ｂ） 総収益の
総費用に
対する比金　　　額 金　　　額 金　　　額

金額 構成比率 金額 構成比率

△ 1,114,199

企 業 債 △ 2,500,000

他 会 計 負 担 金 △ 3,145,959

他 会 計 出 資 金 △ 240

県 補 助 金

金額 構成比率 金額 構成比率

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

　　　　　　区分

科目

資本的収入  　　

資 本 的 収 入

不用額

予算額

予算額

資本的支出
　　　　　　区分

科目

　（税込み）（単位　円・％）

決算額

資 本 的 支 出

　（税込み）（単位　円・％）

翌年度繰越額

決算額の

予算額に

対する比

決算額 予算額に比べ

決算額の増減

決算額の予算額に

対する比
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また、医業収益及び医業費用の推移は、次表のとおりである。

収 益

ア 医業収益は 円で、主なものは、入院収益及び外来収益である。前年度に比較して

円（ ％）の増加となっている。これは主に、入院収益の増によるものである。

イ 医業外収益は 円で、主なものは、他会計負担金及びその他医業外収益である。前

年度に比較して 円（ ％）の減少となっている。これは主に、その他医業外収益の減

によるものである。

ウ 特別利益は、 円で、前年度に比較して皆増した。これは、指定管理者である長野市保

健医療公社の退職給付債務算定基準の見直しに伴う退職給付引当金の超過引当相当分である。

費 用

ア 医業費用は 円で、主なものは経費である。前年度に比較して 円（ ％）

の増加となっている。これは主に、補助交付金の増によるものである。

イ 医業外費用は 円で、主なものは、支払利息及び企業債取扱諸費である。前年度に比

較して 円 ％ の減少となっている。

ウ 特別損失は、 円で、前年度に比較して皆増した。これは、新会計基準の適用により計

上された賞与引当金、法定福利費引当金、貸倒引当金への繰入額のうち、過年度に起因する引当金

計上不足額（移行に伴い当年度のみ発生）である。

損 益

損益の推移は、次表のとおりである。

ア 医業損失は 円で、前年度に比較して 円（ ％）の増加となっている。

イ 経常利益は 円で、前年度に比較して 円（ ％）の減少となっている。

ウ 特別利益は 円で、前年度と比較して皆増となっている。

前年度 前年度 前年度
対　比 対　比 対　比

△ 678,821,441

医業収益（Ｃ） 医業費用（Ｄ） 医業損益 (Ｃ）－（Ｄ）

 （税抜き）（単位　円・％）

金　　　額

医業収益の

医業費用に

対する比

　　　区分

年度 金　　　額

△ 1,195,662,266

金　　　額

△ 567,668,291

△ 539,585,129

△ 1,392,456,849

前年度 前年度
対　比 対　比

△ 1,392,456,849 △ 417,054,973 △ 417,054,973

△ 1,195,662,266 －

△ 567,668,291

△ 539,585,129

△ 678,821,441

（税抜き）　（単位　円・％）

純損益
　　　区分

　年度
医業損益 経常損益 特別損益

 

損益に関する比率

損益に関する比率の推移は、次表のとおりである。

※ 平成 年度から新会計基準を適用して算出しており、平成 年度以前の数値との単純な比較はできない。

患者一人当たりの医業収益と医業費用

患者一人当たりの医業収益と医業費用は、次表のとおりである。

患者一人当たりの医業収益は 円 銭、これに対する医業費用は 円８銭で、 円

銭の医業損失となり、前年度に比較して 円 銭増加した。

４ 財政状態

資 産

当年度末における資産の総額は 円で、前年度に比較して 円（ ％）

の減少となっている。

ア 固定資産は 円で、有形固定資産と投資その他の資産である。前年度に比較して

円（ ％）の減少となっている。これは主に、新会計基準の適用に伴う移行処理と

して、今までみなし償却をしていた資産の既償却相当分を減じたことによるものである。

イ 流動資産は 円で、現金預金及び未収金である。前年度に比較して 円

（ ％）の増加となっている。

ウ 繰延勘定は、前年度に比較して皆減した。これは、新会計基準の適用により、控除対象外消費税

として繰延勘定に計上していたものを、長期前払消費税として固定資産に振り替えたことによるも

のである。

26年度 25年度 24年度 23年度 22年度 全国平均

（注）全国平均とは、平成25年度地方公営企業年鑑の経営主体が市である病院の平均値である（以下同じ）。

診 療 収 益
（ 外 来 ）

医 業 費 用 （ Ｂ ）

外来収益
延べ患者数（外来）

医業費用
延べ患者数（合計）

延べ患者数（入院）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（税抜き）（単位　円）

区    分

医 業 収 益 （ Ａ ）

算           式

医業収益
延べ患者数（合計）

入院収益診 療 収 益
（ 入 院 ）

医 業 損 失 （Ｂ）－（Ａ）

26年度 25年度 24年度 23年度 22年度 全国平均

総 収 益

総 費 用

医業収益

医業費用

算　　　　　　式

×100

×100

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　％）

区　　分

総収支比率

（注）全国平均とは、平成25年度地方公営企業年鑑の病床数400床以上500床未満の病院の平均値である。

営業（医業）収支比率

※ 上記の比率は、企業の収益性を示すもので、指数は高いほど良いとされている。
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また、医業収益及び医業費用の推移は、次表のとおりである。

収 益

ア 医業収益は 円で、主なものは、入院収益及び外来収益である。前年度に比較して

円（ ％）の増加となっている。これは主に、入院収益の増によるものである。

イ 医業外収益は 円で、主なものは、他会計負担金及びその他医業外収益である。前

年度に比較して 円（ ％）の減少となっている。これは主に、その他医業外収益の減

によるものである。

ウ 特別利益は、 円で、前年度に比較して皆増した。これは、指定管理者である長野市保

健医療公社の退職給付債務算定基準の見直しに伴う退職給付引当金の超過引当相当分である。

費 用

ア 医業費用は 円で、主なものは経費である。前年度に比較して 円（ ％）

の増加となっている。これは主に、補助交付金の増によるものである。

イ 医業外費用は 円で、主なものは、支払利息及び企業債取扱諸費である。前年度に比

較して 円 ％ の減少となっている。

ウ 特別損失は、 円で、前年度に比較して皆増した。これは、新会計基準の適用により計

上された賞与引当金、法定福利費引当金、貸倒引当金への繰入額のうち、過年度に起因する引当金

計上不足額（移行に伴い当年度のみ発生）である。

損 益

損益の推移は、次表のとおりである。

ア 医業損失は 円で、前年度に比較して 円（ ％）の増加となっている。

イ 経常利益は 円で、前年度に比較して 円（ ％）の減少となっている。

ウ 特別利益は 円で、前年度と比較して皆増となっている。

前年度 前年度 前年度
対　比 対　比 対　比

△ 678,821,441

医業収益（Ｃ） 医業費用（Ｄ） 医業損益 (Ｃ）－（Ｄ）

 （税抜き）（単位　円・％）

金　　　額

医業収益の

医業費用に

対する比

　　　区分

年度 金　　　額

△ 1,195,662,266

金　　　額

△ 567,668,291

△ 539,585,129

△ 1,392,456,849

前年度 前年度
対　比 対　比

△ 1,392,456,849 △ 417,054,973 △ 417,054,973

△ 1,195,662,266 －

△ 567,668,291

△ 539,585,129

△ 678,821,441

（税抜き）　（単位　円・％）

純損益
　　　区分

　年度
医業損益 経常損益 特別損益

 

損益に関する比率

損益に関する比率の推移は、次表のとおりである。

※ 平成 年度から新会計基準を適用して算出しており、平成 年度以前の数値との単純な比較はできない。

患者一人当たりの医業収益と医業費用

患者一人当たりの医業収益と医業費用は、次表のとおりである。

患者一人当たりの医業収益は 円 銭、これに対する医業費用は 円８銭で、 円

銭の医業損失となり、前年度に比較して 円 銭増加した。

４ 財政状態

資 産

当年度末における資産の総額は 円で、前年度に比較して 円（ ％）

の減少となっている。

ア 固定資産は 円で、有形固定資産と投資その他の資産である。前年度に比較して

円（ ％）の減少となっている。これは主に、新会計基準の適用に伴う移行処理と

して、今までみなし償却をしていた資産の既償却相当分を減じたことによるものである。

イ 流動資産は 円で、現金預金及び未収金である。前年度に比較して 円

（ ％）の増加となっている。

ウ 繰延勘定は、前年度に比較して皆減した。これは、新会計基準の適用により、控除対象外消費税

として繰延勘定に計上していたものを、長期前払消費税として固定資産に振り替えたことによるも

のである。

26年度 25年度 24年度 23年度 22年度 全国平均

（注）全国平均とは、平成25年度地方公営企業年鑑の経営主体が市である病院の平均値である（以下同じ）。

診 療 収 益
（ 外 来 ）

医 業 費 用 （ Ｂ ）

外来収益
延べ患者数（外来）

医業費用
延べ患者数（合計）

延べ患者数（入院）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（税抜き）（単位　円）

区    分

医 業 収 益 （ Ａ ）

算           式

医業収益
延べ患者数（合計）

入院収益診 療 収 益
（ 入 院 ）

医 業 損 失 （Ｂ）－（Ａ）

26年度 25年度 24年度 23年度 22年度 全国平均

総 収 益

総 費 用

医業収益

医業費用

算　　　　　　式

×100

×100

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　％）

区　　分

総収支比率

（注）全国平均とは、平成25年度地方公営企業年鑑の病床数400床以上500床未満の病院の平均値である。

営業（医業）収支比率

※ 上記の比率は、企業の収益性を示すもので、指数は高いほど良いとされている。
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未収金の内訳は、次表のとおりである。

未収金 円は、平成 年５月 日までに 円が収納され、残額は、

円となっている。この残額の内訳は、入院収益 円、外来収益 円であり、前年同期

に比較して 円（ ％）の減少となっている。

また、当年度の入院・外来収益に係る不納欠損処分は、されなかった。

なお、新会計基準の適用により、一定の要件を満たす場合には、回収することが困難と見込まれる未収

金の額を将来の貸倒に備えて費用として計上するとともに、当該引当額を債権の帳簿価格から控除する貸

倒引当金を計上することが義務付けられ、△ 円が計上された。

負債及び資本

当年度末における負債及び資本の合計は 円で、負債 円、資本

円となっている。

新会計基準の適用により、これまで借入資本金（資本）に計上されていた企業債が負債に計上され、

資本剰余金（資本）に計上されていた国庫補助金、他会計負担金等のうち、償却資産の取得、改良に充

てられた分は繰延収益（負債）に計上されることとなった。また、新たに賞与引当金、法定福利費引当

金が計上されることとなった。この結果、前年度と比較して負債が大幅に増加し、資本が大幅に減少し

ている。

ア 固定負債は、 円で、全額企業債である。前年度に比較して皆増している。これは新

会計基準の適用により、これまで借入資本金に計上されていた企業債のうち、返済期限まで１年を

超えているものが固定負債に振り替えられたことによるものである。

イ 流動負債は 円で、主なものは、企業債及び未払金である。前年度に比較して

円（ ％）の増加となっている。これは主に、新会計基準の適用により、これまで借

入資本金に計上されていた企業債のうち、返済期限が 年以内に到来するものが流動負債に振り替

えられ、大幅に増加したことによるものである。

ウ 繰延収益は 円で、前年度に比較して皆増している。これは長期前受金

円から長期前受金収益化累計額 円を差し引いて計上されたものである。

長期前受金は、これまで資本剰余金に計上されていた補助金等のうち、償却資産の取得、改良に

充てられたものが振り替えられたものである。

長期前受金収益化累計額は、補助金等により取得、改良した資産に係る過年度分の減価償却見合

い分及び当年度分の長期前受金戻入額である。

エ 資本金は 円で、全額自己資本金である。前年度に比較して 円

（ ％）の減少となっている。これは新会計基準の適用により、これまで借入資本金に計上され

てきた企業債が負債に振り替えられ、大幅に減少したことによるものである。

オ 剰余金は 円で、全額欠損金である。前年度に比較して 円（ ％）

の減少となっている。これは主に、新会計基準の適用により、資本剰余金が繰延収益に振り替えら

過 年 度 分

当 年 度 分

計

計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　円）

入院収益
その他

医業収益
医業外収益区 分 外来収益 その他

 

れ、大幅に減少したことによるものである。

企業債残高等の推移は、次表のとおりである。当年度末における企業債残高は 円で、

前年度に比較して 円（ ％）減少している。

財務比率

財務比率等の推移は、次表のとおりである。

※ 平成 年度から新会計基準を適用して算出しており、平成 年度以前の数値との単純な比較はできない。

他会計からの繰入金

最近５か年間における一般会計からの繰入金の推移は、次表のとおりである。

※ 市職員事務費には、一部基準内を含む（ 年度 千円、 年度 千円）。

年度 年度 年度 年度 年度

企業債の推移

発行額

元金償還金

支払利息

企業債残高

発
行
額
・
元
金
償
還
金
・
支
払
利
息

百万円
百万円

未
償
還
残
高

（単位　千円・％）

25年度 24年度 23年度 22年度

金　額 前年比 金　額 金　額 金　額 金　額

－

－

企業債支払利息分 －

市 職 員 事 務 費 －

その他（増築・改築に

伴 う 補 て ん 等 ）
－

企業債支払利息分

リハビリ医療経費

救 急 医 療 経 費

高 度 医 療 経 費

研 究 研 修 費

小 児 医 療 経 費

院 内 保 育 所

企業債元金償還分

建 設 改 良 費

収 益 的 収 入繰
出
基
準
外

26年度

収 益 的 収 入

資 本 的 収 入

合 計

負 担 金

繰
出
基
準
内

区　　分

補 助 金

区    分 26年度 25年度 24年度 23年度 22年度 全国平均

自己資本

総資本

現金預金

流動負債

流動資産

流動負債

酸性 試験 比率 × 100

× 100

固 定 資 産 対
長期 資本 比率

現 金 比 率

× 100

算           式

現金預金＋未収金

流動負債

流 動 比 率

固定資産
× 100

資本金＋剰余金＋固定負債

× 100
自 己 資 本
構 成 比 率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　％）
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未収金の内訳は、次表のとおりである。

未収金 円は、平成 年５月 日までに 円が収納され、残額は、

円となっている。この残額の内訳は、入院収益 円、外来収益 円であり、前年同期

に比較して 円（ ％）の減少となっている。

また、当年度の入院・外来収益に係る不納欠損処分は、されなかった。

なお、新会計基準の適用により、一定の要件を満たす場合には、回収することが困難と見込まれる未収

金の額を将来の貸倒に備えて費用として計上するとともに、当該引当額を債権の帳簿価格から控除する貸

倒引当金を計上することが義務付けられ、△ 円が計上された。

負債及び資本

当年度末における負債及び資本の合計は 円で、負債 円、資本

円となっている。

新会計基準の適用により、これまで借入資本金（資本）に計上されていた企業債が負債に計上され、

資本剰余金（資本）に計上されていた国庫補助金、他会計負担金等のうち、償却資産の取得、改良に充

てられた分は繰延収益（負債）に計上されることとなった。また、新たに賞与引当金、法定福利費引当

金が計上されることとなった。この結果、前年度と比較して負債が大幅に増加し、資本が大幅に減少し

ている。

ア 固定負債は、 円で、全額企業債である。前年度に比較して皆増している。これは新

会計基準の適用により、これまで借入資本金に計上されていた企業債のうち、返済期限まで１年を

超えているものが固定負債に振り替えられたことによるものである。

イ 流動負債は 円で、主なものは、企業債及び未払金である。前年度に比較して

円（ ％）の増加となっている。これは主に、新会計基準の適用により、これまで借

入資本金に計上されていた企業債のうち、返済期限が 年以内に到来するものが流動負債に振り替

えられ、大幅に増加したことによるものである。

ウ 繰延収益は 円で、前年度に比較して皆増している。これは長期前受金

円から長期前受金収益化累計額 円を差し引いて計上されたものである。

長期前受金は、これまで資本剰余金に計上されていた補助金等のうち、償却資産の取得、改良に

充てられたものが振り替えられたものである。

長期前受金収益化累計額は、補助金等により取得、改良した資産に係る過年度分の減価償却見合

い分及び当年度分の長期前受金戻入額である。

エ 資本金は 円で、全額自己資本金である。前年度に比較して 円

（ ％）の減少となっている。これは新会計基準の適用により、これまで借入資本金に計上され

てきた企業債が負債に振り替えられ、大幅に減少したことによるものである。

オ 剰余金は 円で、全額欠損金である。前年度に比較して 円（ ％）

の減少となっている。これは主に、新会計基準の適用により、資本剰余金が繰延収益に振り替えら

過 年 度 分

当 年 度 分

計

計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　円）

入院収益
その他

医業収益
医業外収益区 分 外来収益 その他

 

れ、大幅に減少したことによるものである。

企業債残高等の推移は、次表のとおりである。当年度末における企業債残高は 円で、

前年度に比較して 円（ ％）減少している。

財務比率

財務比率等の推移は、次表のとおりである。

※ 平成 年度から新会計基準を適用して算出しており、平成 年度以前の数値との単純な比較はできない。

他会計からの繰入金

最近５か年間における一般会計からの繰入金の推移は、次表のとおりである。

※ 市職員事務費には、一部基準内を含む（ 年度 千円、 年度 千円）。

年度 年度 年度 年度 年度

企業債の推移

発行額

元金償還金

支払利息

企業債残高

発
行
額
・
元
金
償
還
金
・
支
払
利
息

百万円
百万円

未
償
還
残
高

（単位　千円・％）

25年度 24年度 23年度 22年度

金　額 前年比 金　額 金　額 金　額 金　額

－

－

企業債支払利息分 －

市 職 員 事 務 費 －

その他（増築・改築に

伴 う 補 て ん 等 ）
－

企業債支払利息分

リハビリ医療経費

救 急 医 療 経 費

高 度 医 療 経 費

研 究 研 修 費

小 児 医 療 経 費

院 内 保 育 所

企業債元金償還分

建 設 改 良 費

収 益 的 収 入繰
出
基
準
外

26年度

収 益 的 収 入

資 本 的 収 入

合 計

負 担 金

繰
出
基
準
内

区　　分

補 助 金

区    分 26年度 25年度 24年度 23年度 22年度 全国平均

自己資本

総資本

現金預金

流動負債

流動資産

流動負債

酸性 試験 比率 × 100

× 100

固 定 資 産 対
長期 資本 比率

現 金 比 率

× 100

算           式

現金預金＋未収金

流動負債

流 動 比 率

固定資産
× 100

資本金＋剰余金＋固定負債

× 100
自 己 資 本
構 成 比 率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　％）

（単位　千円・％）

25年度 24年度 23年度 22年度

金　額 前年比 金　額 金　額 金　額 金　額

－

－

企業債支払利息分 －

市職員事務費 －

その他（増築・改築に
伴 う 補 て ん 等 ） －

企業債支払利息分

リハビリ医療経費

救急医療経費

高度医療経費

研 究 研 修 費

小児医療経費

院 内 保 育 所

企業債元金償還分

建 設 改 良 費

合 計

負 担 金

繰
出
基
準
内

区　　分

補 助 金

収 益 的 収 入繰
出
基
準
外

26年度

収 益 的 収 入

資 本 的 収 入
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ア 一般会計からの補助金は、平成 年度に皆減した。

イ 一般会計からの負担金合計額は 千円で、前年度に比較して 千円（ ％）減少し

ている。これは主に、建設改良費の減によるものである。

（ ）キャッシュ・フロー計算書

病院事業会計におけるキャッシュ・フロー計算書は、次表のとおりである。
(単位　円)

業務活動によるキャッシュ・フロー

当期純利益

減価償却費

賞与引当金の増加額

法定福利費引当金の増加額

貸倒引当金の増加額

長期前払消費税の増加額 △ 4,428,041

長期前受金戻入額 △ 202,281,162

受取利息及び配当金 △ 9,059,655

支払利息

固定資産除却損

未収金の増加額 △ 287,461,701

未払金の減少額 △ 393,459,901

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額 △ 352,168,932

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 333,187,910

県補助金による収入

一般会計からの繰入金による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 183,307,869

財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 768,849,897

出資金による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 233,318,137

資金減少額 △ 20,535,948

資金期首残高

資金期末残高

平成26年度区　　　　　　　分

 

５ むすび

＜事業概況＞ 
当年度の病院事業の業務実績では、延べ入院患者数が 人（前年度同比）、延べ外来患者数

が 人（前年度比 ％減）、延べ時間外救急外来患者数が 人（前年度比 ％減）と

なった。

また、 床のほぼ全てを稼動できる体制の中で、病床利用率は ％（前年度比 ％減）とな

った。

当年度総収益は 億 万円余（前年度比 ％増）で、総費用は 億 万円余（前年

度比 ％増）であった。当年度は特に長野市保健医療公社（指定管理者）の公益法人会計基準の制

度改正等により特別利益が生じたことから、純利益は３億 万円余を計上し、また、特別損益を

除いた経常利益は 億 万円余を計上して、４年連続の黒字となった。

その結果、前年度からの累積欠損金は 億 万円余 前年度比 ％減 となった。

なお、指定管理者からは、減価償却費分等として充当する負担金と、収益的収入に係る仮受消費税

額分に相当する共通経費負担金が５億 万円余支払われている。

患者一人当たりの医業収益は 円（前年度比 ％増）、患者一人当たりの医業費用は

円（前年度比 ％増）であった。このため、患者一人当たりの医業損失は 円（前年度比 ％

増）となっている。

一般会計からの繰入金は、 億 万円余（前年度比 ％減）となった。なお、市が独自の政

策的判断により実施する基準外分は平成 年度から繰入れていない。

 
 

△

△

△

△

△ 年度 年度 年度 年度 年度

病
床
利
用
率

純
損
益
・
繰
入
金

純損益と一般会計繰入金・病床利用率の推移

純損益 一般会計繰入金 病床利用率

千円 ％
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ア 一般会計からの補助金は、平成 年度に皆減した。

イ 一般会計からの負担金合計額は 千円で、前年度に比較して 千円（ ％）減少し

ている。これは主に、建設改良費の減によるものである。

（ ）キャッシュ・フロー計算書

病院事業会計におけるキャッシュ・フロー計算書は、次表のとおりである。
(単位　円)

業務活動によるキャッシュ・フロー

当期純利益

減価償却費

賞与引当金の増加額

法定福利費引当金の増加額

貸倒引当金の増加額

長期前払消費税の増加額 △ 4,428,041

長期前受金戻入額 △ 202,281,162

受取利息及び配当金 △ 9,059,655

支払利息

固定資産除却損

未収金の増加額 △ 287,461,701

未払金の減少額 △ 393,459,901

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額 △ 352,168,932

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 333,187,910

県補助金による収入

一般会計からの繰入金による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 183,307,869

財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 768,849,897

出資金による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 233,318,137

資金減少額 △ 20,535,948

資金期首残高

資金期末残高

平成26年度区　　　　　　　分

 

５ むすび

＜事業概況＞ 
当年度の病院事業の業務実績では、延べ入院患者数が 人（前年度同比）、延べ外来患者数

が 人（前年度比 ％減）、延べ時間外救急外来患者数が 人（前年度比 ％減）と

なった。

また、 床のほぼ全てを稼動できる体制の中で、病床利用率は ％（前年度比 ％減）とな

った。

当年度総収益は 億 万円余（前年度比 ％増）で、総費用は 億 万円余（前年

度比 ％増）であった。当年度は特に長野市保健医療公社（指定管理者）の公益法人会計基準の制

度改正等により特別利益が生じたことから、純利益は３億 万円余を計上し、また、特別損益を

除いた経常利益は 億 万円余を計上して、４年連続の黒字となった。

その結果、前年度からの累積欠損金は 億 万円余 前年度比 ％減 となった。

なお、指定管理者からは、減価償却費分等として充当する負担金と、収益的収入に係る仮受消費税

額分に相当する共通経費負担金が５億 万円余支払われている。

患者一人当たりの医業収益は 円（前年度比 ％増）、患者一人当たりの医業費用は

円（前年度比 ％増）であった。このため、患者一人当たりの医業損失は 円（前年度比 ％

増）となっている。

一般会計からの繰入金は、 億 万円余（前年度比 ％減）となった。なお、市が独自の政

策的判断により実施する基準外分は平成 年度から繰入れていない。
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△ 年度 年度 年度 年度 年度

病
床
利
用
率

純
損
益
・
繰
入
金

純損益と一般会計繰入金・病床利用率の推移

純損益 一般会計繰入金 病床利用率
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△

△

△

△

△ 年度 年度 年度 年度 年度 

病
床
利
用
率

純
損
益
・
繰
入
金

純損益と一般会計繰入金・病床利用率の推移

純損益 一般会計繰入金 病床利用率
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＜意 見＞ 
病院の健全経営の持続について

当年度も引き続き、収益確保に向けての病院の努力と、 億円余の一般会計からの繰入金に支えら

れ、４年連続の黒字を計上した。しかし、前年度からの累積欠損金は 億 万円余あり、今後、人

口減少、少子・高齢社会の到来による医療需要や医療制度改革等も含めた医療環境の変化により、健

全な財政運営に影響を及ぼすことも考えられる。

これからも地域の中核病院として急性期高度医療を継続して提供するために、堅実な医業収益の確

保に努め、健全経営を持続されたい。

未収金対策について

医療費の個人の未収金は、前年度と比較すると 万円余減少したものの、 万円余となって

いる。新たに設立される地方独立行政法人へ多額の未収金を引き継ぐことになるため、引き続き早期、

かつ、着実な回収に努められたい。

地方独立行政法人への移行について

平成 年４月、現在の指定管理者である長野市保健医療公社を地方独立行政法人に移行すること

とし、その準備作業を進めている。

この移行により、市民の中には、市民病院でなくなり、今までのサービスや質が低下するのではな

いか、市民の声が届かなくなるのではないか、また、救急医療を初めとする不採算医療が切り捨てら

れるのではないかなどといった心配がある。これらの懸念を払拭し、引き続き市民に良質で安全な医

療を提供できるよう、期待するとともに、万全の準備をもって進められたい。
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＜意 見＞ 
病院の健全経営の持続について

当年度も引き続き、収益確保に向けての病院の努力と、 億円余の一般会計からの繰入金に支えら

れ、４年連続の黒字を計上した。しかし、前年度からの累積欠損金は 億 万円余あり、今後、人

口減少、少子・高齢社会の到来による医療需要や医療制度改革等も含めた医療環境の変化により、健

全な財政運営に影響を及ぼすことも考えられる。

これからも地域の中核病院として急性期高度医療を継続して提供するために、堅実な医業収益の確

保に努め、健全経営を持続されたい。

未収金対策について

医療費の個人の未収金は、前年度と比較すると 万円余減少したものの、 万円余となって

いる。新たに設立される地方独立行政法人へ多額の未収金を引き継ぐことになるため、引き続き早期、

かつ、着実な回収に努められたい。

地方独立行政法人への移行について

平成 年４月、現在の指定管理者である長野市保健医療公社を地方独立行政法人に移行すること

とし、その準備作業を進めている。

この移行により、市民の中には、市民病院でなくなり、今までのサービスや質が低下するのではな

いか、市民の声が届かなくなるのではないか、また、救急医療を初めとする不採算医療が切り捨てら

れるのではないかなどといった心配がある。これらの懸念を払拭し、引き続き市民に良質で安全な医

療を提供できるよう、期待するとともに、万全の準備をもって進められたい。
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金   額
構成
比率

金   額
構成
比率

26年度 25年度

円 ％ 円 ％ 円 ％ ％ ％

給 与 費

経 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費 △ 1,573,659

△ 28,159,188

支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

△ 22,834,926

繰 延 勘 定 償 却 △ 19,852,903

長期前払消費税
償 却

－ － －

雑 損 失 △ 5,979,605

－ － －

その他特別損失 － － －

病  院  事  業  会  計 

借                           方

                        区  分

科  目

すう勢比率

医 業 費 用

平成26年度 平成25年度
比較増減

前年度
対  比

特 別 損 失

小 計

当 年 度 純 利 益 － －

－ －

医 業 外 費 用

合 計

金   額
構成
比率

金   額
構成
比率

26年度 25年度

円 ％ 円 ％ 円 ％ ％ ％

入 院 収 益

外 来 収 益

その他医業収益 △ 5,892,230

△ 29,807,831

受 取 利 息 及 び
配 当 金

他 会 計 補 助 金 －

他 会 計 負 担 金 △ 28,930,747

長期前受金戻入 － － －

そ の 他
医 業 外 収 益

△ 206,054,494

－ － －

その他特別利益 － － －

比較増減
前年度
対  比

すう勢比率

 比  較  損  益  計  算  書

貸                          方

科  目

平成26年度 平成25年度

医 業 収 益

医 業 外 収 益

                        区  分

（注）すう勢比率は、平成24年度を100とした。

特 別 利 益

合 計
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金   額
構成
比率

金   額
構成
比率

26年度 25年度

円 ％ 円 ％ 円 ％ ％ ％

給 与 費

経 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費 △ 1,573,659

△ 28,159,188

支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

△ 22,834,926

繰 延 勘 定 償 却 △ 19,852,903

長期前払消費税
償 却

－ － －

雑 損 失 △ 5,979,605

－ － －

その他特別損失 － － －

病  院  事  業  会  計 

借                           方

                        区  分

科  目

すう勢比率

医 業 費 用

平成26年度 平成25年度
比較増減

前年度
対  比

特 別 損 失

小 計

当 年 度 純 利 益 － －

－ －

医 業 外 費 用

合 計

金   額
構成
比率

金   額
構成
比率

26年度 25年度

円 ％ 円 ％ 円 ％ ％ ％

入 院 収 益

外 来 収 益

その他医業収益 △ 5,892,230

△ 29,807,831

受 取 利 息 及 び
配 当 金

他 会 計 補 助 金 －

他 会 計 負 担 金 △ 28,930,747

長期前受金戻入 － － －

そ の 他
医 業 外 収 益

△ 206,054,494

－ － －

その他特別利益 － － －

比較増減
前年度
対  比

すう勢比率

 比  較  損  益  計  算  書

貸                          方

科  目

平成26年度 平成25年度

医 業 収 益

医 業 外 収 益

                        区  分

（注）すう勢比率は、平成24年度を100とした。

特 別 利 益

合 計
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前年度

金     額
構 成
比 率

金     額
構 成
比 率

対  比
26年度 25年度

円 ％ 円 ％ 円 ％ ％ ％

△ 7,230,554,929

△ 7,534,623,500

土 地

建 物 △ 896,867,190

構 築 物 △ 4,196,318,483

器 械 備 品 △ 2,441,437,827

－ － －
長 期 前 払
消 費 税 － － －

△ 20,535,948

未 収 金

貸 倒 引 当 金 △ 29,069,597 △ 0.1 △ 29,069,597 － － －

△ 299,640,530

△ 299,640,530

△ 7,292,339,303

病  院  事  業  会  計 

借                        方

科  目

                 区  分 平成 年度 平成2 年度
比較増減

すう勢比率

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

投資その他の資産

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

繰 延 勘 定
控 除 対 象 外
消 費 税 額

合 計

前年度

金   額
構 成
比 率

金   額
構 成
比 率

対  比
26年度 25年度

円 ％ 円 ％ 円 ％ ％ ％

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

△ 393,459,901

－

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

△ 7,206,325,679 △ 37.5 △ 7,206,325,679 － － －

△ 10,710,280,817

△ 11,171,312,577

△ 11,171,312,577

△ 1,400,927,000 △ 7.3 △ 8,430,484,052 △ 19.9 △ 21.2

△ 8,817,779,090

当 年 度 純 利 益
（ △ 純 損 失

△ 19,140,764,869

△ 7,292,339,303

平成2 年度 平成2 年度

 比  較  貸  借  対  照  表

貸                        方

比較増減

すう勢比率

科  目

                        区  分

固 定 負 債

企 業 債
建設改良費等の財源に
充てるための企業債

流 動 負 債

企 業 債
建設改良費等の財源に
充てるための企業債

未 払 金

預 り 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

繰 延 収 益

長 期 前 受 金
長 期 前 受 金 収 益 化
累 計 額

(負債合計)

資 本 金

自 己 資 本 金

借 入 資 本 金

企 業 債

剰 余 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金
（ △ 欠 損 金 ）

△ 1,400,927,000 △ 7.3 △ 1,788,222,038 △ 6.7

当年度未処分利益剰
余金（△未処理欠損
金）

△ 1,400,927,000 △ 7.3 △ 1,788,222,038 △ 6.7

繰越利益剰余金年
度末残高（△前年
度繰越欠損金）

△ 1,788,222,038 △ 9.3 △ 2,072,701,259 △ 7.8

(資本合計)

合 計

(注) すう勢比率は、平成24年度を100とした。
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前年度

金     額
構 成
比 率

金     額
構 成
比 率

対  比
26年度 25年度

円 ％ 円 ％ 円 ％ ％ ％

△ 7,230,554,929

△ 7,534,623,500

土 地

建 物 △ 896,867,190

構 築 物 △ 4,196,318,483

器 械 備 品 △ 2,441,437,827

－ － －
長 期 前 払
消 費 税 － － －

△ 20,535,948

未 収 金

貸 倒 引 当 金 △ 29,069,597 △ 0.1 △ 29,069,597 － － －

△ 299,640,530

△ 299,640,530

△ 7,292,339,303

病  院  事  業  会  計 

借                        方

科  目

                 区  分 平成 年度 平成2 年度
比較増減

すう勢比率

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

投資その他の資産

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

繰 延 勘 定
控 除 対 象 外
消 費 税 額

合 計

前年度

金   額
構 成
比 率

金   額
構 成
比 率

対  比
26年度 25年度

円 ％ 円 ％ 円 ％ ％ ％

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

△ 393,459,901

－

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

△ 7,206,325,679 △ 37.5 △ 7,206,325,679 － － －

△ 10,710,280,817

△ 11,171,312,577

△ 11,171,312,577

△ 1,400,927,000 △ 7.3 △ 8,430,484,052 △ 19.9 △ 21.2

△ 8,817,779,090

当 年 度 純 利 益
（ △ 純 損 失

△ 19,140,764,869

△ 7,292,339,303

平成2 年度 平成2 年度

 比  較  貸  借  対  照  表

貸                        方

比較増減

すう勢比率

科  目

                        区  分

固 定 負 債

企 業 債
建設改良費等の財源に
充てるための企業債

流 動 負 債

企 業 債
建設改良費等の財源に
充てるための企業債

未 払 金

預 り 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

繰 延 収 益

長 期 前 受 金
長 期 前 受 金 収 益 化
累 計 額

(負債合計)

資 本 金

自 己 資 本 金

借 入 資 本 金

企 業 債

剰 余 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金
（ △ 欠 損 金 ）

△ 1,400,927,000 △ 7.3 △ 1,788,222,038 △ 6.7

当年度未処分利益剰
余金（△未処理欠損
金）

△ 1,400,927,000 △ 7.3 △ 1,788,222,038 △ 6.7

繰越利益剰余金年
度末残高（△前年
度繰越欠損金）

△ 1,788,222,038 △ 9.3 △ 2,072,701,259 △ 7.8

(資本合計)

合 計

(注) すう勢比率は、平成24年度を100とした。
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増減 比率 増減 比率

床

％ △ 0.1 － △ 4.3 －

△ 35 △ 6,312

内科 △ 4,487

小児科

外科 △ 777 △ 1,306

 延 整形外科 △ 1,799 △ 2,188

形成外科 △ 791

脳神経外科 △ 935 △ 2,036

皮膚科 △ 314

泌尿器科 △ 38

婦人科 △ 384

眼科 △ 93 △ 20

耳鼻いんこう科 △ 439

 患 放射線科 － －

救急科 △ 217

歯科・歯科口腔外科 △ 6

△ 890

内科

小児科 △ 110

 者 外科 △ 905

整形外科 △ 1,779 △ 187

形成外科 △ 334

脳神経外科 △ 262 △ 290

皮膚科 △ 124

泌尿器科 △ 2,240

婦人科 △ 434

 数 眼科 △ 596

耳鼻いんこう科 △ 285

リハビリテーション科 △ 922

放射線科 △ 523

麻酔科 － －

救急科 △ 497

歯科・歯科口腔外科

△ 18

△ 4

件 △ 9

  　病  院  事  業  会  計 

項　　    　目 単 位 平成26年度
前年度との比較

平成25年度
前年度との比較

病床数

病床利用率

診療科目数 科目

入院

人

外来

人

一日平均患者数（入院）
人／日

一日平均患者数（外来）

手術件数

患者一人当たりの医業収益

円／人
　患者一人当たりの診療収益（入院）

　患者一人当たりの診療収益（外来）

患者一人当たりの医業費用
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増減 比率 増減 比率

床

％ △ 0.1 － △ 4.3 －

△ 35 △ 6,312

内科 △ 4,487

小児科

外科 △ 777 △ 1,306

 延 整形外科 △ 1,799 △ 2,188

形成外科 △ 791

脳神経外科 △ 935 △ 2,036

皮膚科 △ 314

泌尿器科 △ 38

婦人科 △ 384

眼科 △ 93 △ 20

耳鼻いんこう科 △ 439

 患 放射線科 － －

救急科 △ 217

歯科・歯科口腔外科 △ 6

△ 890

内科

小児科 △ 110

 者 外科 △ 905

整形外科 △ 1,779 △ 187

形成外科 △ 334

脳神経外科 △ 262 △ 290

皮膚科 △ 124

泌尿器科 △ 2,240

婦人科 △ 434

 数 眼科 △ 596

耳鼻いんこう科 △ 285

リハビリテーション科 △ 922

放射線科 △ 523

麻酔科 － －

救急科 △ 497

歯科・歯科口腔外科

△ 18

△ 4

件 △ 9

  　病  院  事  業  会  計 

項　　    　目 単 位 平成26年度
前年度との比較

平成25年度
前年度との比較

病床数

病床利用率

診療科目数 科目

入院

人

外来

人

一日平均患者数（入院）
人／日

一日平均患者数（外来）

手術件数

患者一人当たりの医業収益

円／人
　患者一人当たりの診療収益（入院）

　患者一人当たりの診療収益（外来）

患者一人当たりの医業費用

増減 比率 増減 比率

－ － 全国平均 74.5％

△ 922
腎臓内科、内分泌・代謝内科、緩和ケア内
科、呼吸器内科､消化器内科、循環器内科、
神経内科及び血液内科含む。

△ 337

△ 558 消化器外科、呼吸器外科及び乳腺外科
含む。

△ 1,687

△ 1,125

△ 4

△ 13

△ 111

△ 10 △ 36 放射線治療科及び放射線診断科

腎臓内科、内分泌・代謝内科、緩和ケア内
科、呼吸器内科､消化器内科、循環器内科、
神経内科及び血液内科含む。

△ 1,765 △ 1,683
消化器外科、呼吸器外科及び乳腺外科
含む。

△ 269

△ 158

△ 264

△ 247 △ 1,452

△ 1,086

△ 2,393

△ 1,460

△ 271 放射線治療科及び放射線診断科

△ 2

△ 109

△ 715

              全国平均については、平成25年度地方公営企業年鑑の経営主体が市である病院の平均値である。

平成24年度
前年度との比較

 業  務  実  績  表

平成23年度
前年度との比較

平成22年度 備　   　考
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       病  院  事  業  会  計 

平成26年度 平成25年度 平成24年度

      上記の算式において用いた用語は、次のとおりである。

　　１　総 資 産＝固定資産＋流動資産＋繰延勘定 　　５　総費用＝営業費用＋営業外費用＋特別損失

　　２　総 資 本＝資本＋負債 　　６　平　均＝１/２（期首＋期末）

　　３　自己資本＝自己資本金＋資本剰余金＋利益剰余金

　　４　総 収 益＝営業収益＋営業外収益＋特別利益

（注）平成26年度から新会計基準を適用して計算しており、平成25年度以前の数値との単純な比較はできない。

総 資 本 回 転 率

項              目 全 国 平 均

構

成

比

率

％

％

固 定 資 産 構 成 比 率

固 定 負 債 構 成 比 率

流 動 負 債 構 成 比 率

自 己 資 本 構 成 比 率

現 金 比 率

固 定 比 率

固 定 資 産 対
長 期 資 本 比 率

流 動 比 率

酸 性 試 験 比 率

固 定 資 産 回 転 率 回

自 己 資 本 回 転 率

流 動 資 産 回 転 率

％

企 業 債 元 金 償 還 金
対 減 価 償 却 費 比 率

利 子 負 担 率

回

転

率

未 収 金 回 転 率

減 価 償 却 率

営業（医業）収支比率

そ

の

他

％

％

収

益

率

総 収 支 比 率

総 資 本 利 益 率

単位
年     度     比     較

財

務

比

率

       病  院  事  業  会  計 

流動負債

総 資 本

自己資本

総 資 本

固定資産

自己資本

流動資産

流動負債

現金預金

流動負債

総 収 益

総 費 用

　また、全国平均については、総収支比率及び営業（医業)収支比率のみ平成25年度地方公営企業年鑑の病床数400床以上500
床未満の病院の平均値であり、それ以外は、同年鑑の経営主体が市である病院の平均値である。

企業債元金償還金と、その主要財源である減価償却費とを比較したものである。
当年度減価償却費

×100

借入金及び借入資本金に対し、それらの支払利息等の負担比率を示すものである。

総収益が総費用の何％に当たるかを表すものである。

×100

営業収益が営業費用の何％に当たるかを表すものである。

建設改良のための企業債元金償還金

営業収益－受託工事収益

支払い利息及び企業債取扱諸費

営業費用－受託工事費用

資本金＋剰余金＋固定負債

現金預金＋未収金

×100

×100

×100

固 定 資 産

×100

×100

×100

平均総資本 

×100

固定資産が１年間に何回転したかを表すもので、固定資産の利用度を表すものである。固定
資産投資が過剰かどうかを見るのに重んじられる。

流動資産が１年間に何回転したかを表すものである。

×100

流動負債

固定負債＋借入資本金

総資本が１年間に何回転したかを表すもので、資本の利用度を表すものである。なお、回転
率は一般に大きいほど、資本が効率的に使われていることを表すものである。

自己資本が１年間に何回転したかを表すもので、自己資本の利用度を表すものである。

自己資本に対する固定資産の百分率で、一般に100％以下が望ましいとされているが、公営
企業のように膨大な設備の取得を企業債に依存する企業では､この率は必然的に大となる。

固定資産の調達が、資本と固定負債の範囲内で行われているかどうかを示すもので、100％
以下が望ましいとされている。

１年以内に現金化できる資産と、１年以内に返済すべき負債とを比較するもので、短期支払
能力を判定するために利用される。理想比率は200％以上である。

当座比率とも言われるが、流動資産のうち現金預金及び容易に現金化しうる未収金などの当
座資産と、流動負債とを対比させたもので、100％以上が理想比率とされている。

流動負債に対する現金預金の百分率で、当座の支払能力を見るために流動比率や当座比率と
ともに計算されるのが通例である。20％以上が理想値とされている。

資産総額に対する固定資産の百分率で、公営企業においては、流動資産の額が小であるの
で、この率は必然的に大となる。

総資本の中に占める固定負債の百分率であるが、公営企業においては、設備拡張を全面的に
企業債に依存しているので、この率が大となる。

総資本の中に占める流動負債の百分率であるが、この率は小さいほど健全である。

総資本の中に占める自己資本の百分率であるが、この率は大きいほど健全である。

説                                       明算                式

 財　務　分  析  比  率  表

固 定 資 産

×100

×100
総 資 産

営業収益－受託工事収益

平均流動資産

営業収益－受託工事収益

当年度減価償却費

営業収益－受託工事収益

平均総資本

当年度純利益

×100

平均未収金

平均固定資産

借入金＋借入資本金

×100

×100

総 資 本

営業収益－受託工事収益

営業収益－受託工事収益

平均自己資本

未収金が１年間に何回転したかを表すものである。

期末償却資産＋当年度減価償却費

償却資産が１年間にどれだけ償却されているかを表すものであり、投下資本の回収状況を見
るためのものである。

企業に投下された資本の総額と、それによってもたらされた利益とを比較したものである。
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       病  院  事  業  会  計 

平成26年度 平成25年度 平成24年度

      上記の算式において用いた用語は、次のとおりである。

　　１　総 資 産＝固定資産＋流動資産＋繰延勘定 　　５　総費用＝営業費用＋営業外費用＋特別損失

　　２　総 資 本＝資本＋負債 　　６　平　均＝１/２（期首＋期末）

　　３　自己資本＝自己資本金＋資本剰余金＋利益剰余金

　　４　総 収 益＝営業収益＋営業外収益＋特別利益

（注）平成26年度から新会計基準を適用して計算しており、平成25年度以前の数値との単純な比較はできない。

総 資 本 回 転 率

項              目 全 国 平 均

構

成

比

率

％

％

固 定 資 産 構 成 比 率

固 定 負 債 構 成 比 率

流 動 負 債 構 成 比 率

自 己 資 本 構 成 比 率

現 金 比 率

固 定 比 率

固 定 資 産 対
長 期 資 本 比 率

流 動 比 率

酸 性 試 験 比 率

固 定 資 産 回 転 率 回

自 己 資 本 回 転 率

流 動 資 産 回 転 率

％

企 業 債 元 金 償 還 金
対 減 価 償 却 費 比 率

利 子 負 担 率

回

転

率

未 収 金 回 転 率

減 価 償 却 率

営業（医業）収支比率

そ

の

他

％

％

収

益

率

総 収 支 比 率

総 資 本 利 益 率

単位
年     度     比     較

財

務

比

率

       病  院  事  業  会  計 

流動負債

総 資 本

自己資本

総 資 本

固定資産

自己資本

流動資産

流動負債

現金預金

流動負債

総 収 益

総 費 用

　また、全国平均については、総収支比率及び営業（医業)収支比率のみ平成25年度地方公営企業年鑑の病床数400床以上500
床未満の病院の平均値であり、それ以外は、同年鑑の経営主体が市である病院の平均値である。

企業債元金償還金と、その主要財源である減価償却費とを比較したものである。
当年度減価償却費

×100

借入金及び借入資本金に対し、それらの支払利息等の負担比率を示すものである。

総収益が総費用の何％に当たるかを表すものである。

×100

営業収益が営業費用の何％に当たるかを表すものである。

建設改良のための企業債元金償還金

営業収益－受託工事収益

支払い利息及び企業債取扱諸費

営業費用－受託工事費用

資本金＋剰余金＋固定負債

現金預金＋未収金

×100

×100

×100

固 定 資 産

×100

×100

×100

平均総資本 

×100

固定資産が１年間に何回転したかを表すもので、固定資産の利用度を表すものである。固定
資産投資が過剰かどうかを見るのに重んじられる。

流動資産が１年間に何回転したかを表すものである。

×100

流動負債

固定負債＋借入資本金

総資本が１年間に何回転したかを表すもので、資本の利用度を表すものである。なお、回転
率は一般に大きいほど、資本が効率的に使われていることを表すものである。

自己資本が１年間に何回転したかを表すもので、自己資本の利用度を表すものである。

自己資本に対する固定資産の百分率で、一般に100％以下が望ましいとされているが、公営
企業のように膨大な設備の取得を企業債に依存する企業では､この率は必然的に大となる。

固定資産の調達が、資本と固定負債の範囲内で行われているかどうかを示すもので、100％
以下が望ましいとされている。

１年以内に現金化できる資産と、１年以内に返済すべき負債とを比較するもので、短期支払
能力を判定するために利用される。理想比率は200％以上である。

当座比率とも言われるが、流動資産のうち現金預金及び容易に現金化しうる未収金などの当
座資産と、流動負債とを対比させたもので、100％以上が理想比率とされている。

流動負債に対する現金預金の百分率で、当座の支払能力を見るために流動比率や当座比率と
ともに計算されるのが通例である。20％以上が理想値とされている。

資産総額に対する固定資産の百分率で、公営企業においては、流動資産の額が小であるの
で、この率は必然的に大となる。

総資本の中に占める固定負債の百分率であるが、公営企業においては、設備拡張を全面的に
企業債に依存しているので、この率が大となる。

総資本の中に占める流動負債の百分率であるが、この率は小さいほど健全である。

総資本の中に占める自己資本の百分率であるが、この率は大きいほど健全である。

説                                       明算                式

 財　務　分  析  比  率  表

固 定 資 産

×100

×100
総 資 産

営業収益－受託工事収益

平均流動資産

営業収益－受託工事収益

当年度減価償却費

営業収益－受託工事収益

平均総資本

当年度純利益

×100

平均未収金

平均固定資産

借入金＋借入資本金

×100

×100

総 資 本

営業収益－受託工事収益

営業収益－受託工事収益

平均自己資本

未収金が１年間に何回転したかを表すものである。

期末償却資産＋当年度減価償却費

償却資産が１年間にどれだけ償却されているかを表すものであり、投下資本の回収状況を見
るためのものである。

企業に投下された資本の総額と、それによってもたらされた利益とを比較したものである。
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戸 隠 観 光 施 設 事 業 会 計

１ 事業の概況 

総括事項

平成 年度から指定管理者制度を導入し、一般社団法人長野市開発公社が利用料金制により管理運営

を行っている。

当年度は、戸隠スキー場においてリフトオーバーホール整備を行った。

業務状況

スキー場事業（索道事業）については、オープン当初は雪に恵まれたが、年末からの大雪により、年

末年始から１月にかけて利用者が減少した。その後は持ち直し、シーズンを通じては、ほぼ前年度並み

の利用者数、リフト売上となった。レンタル収入は、売上に応じた賃借料を納入するようにレンタル業

者との契約を見直した結果、前年度に比べ ％増加し、除雪収入は、年末からの大雪等により、前年度

に比べ ％増加した。

キャンプ場（野営場事業）については、お盆を中心とした最盛期の悪天候や、秋の連休時における台

風など、天候に恵まれなかったことが影響し、利用者数、収入ともに前年度を下回った。

ア スキー場利用者数は 人で、前年度に比較して 人（ ％）減少し、キャンプ場利用者

数は 人で、 人（ ％）減少した。

イ スキー場収入（旅客運搬収入）は 円で、前年度に比較して 円（ ％）減少

し、キャンプ場収入は 円で、 円（ ％）減少した。

利用者数及び指定管理者収支の推移については、次のとおりである。



 
 
 
 

戸 隠 観 光 施 設 事 業 会 計  



 

戸 隠 観 光 施 設 事 業 会 計

１ 事業の概況 

総括事項

平成 年度から指定管理者制度を導入し、一般社団法人長野市開発公社が利用料金制により管理運営

を行っている。

当年度は、戸隠スキー場においてリフトオーバーホール整備を行った。

業務状況

スキー場事業（索道事業）については、オープン当初は雪に恵まれたが、年末からの大雪により、年

末年始から１月にかけて利用者が減少した。その後は持ち直し、シーズンを通じては、ほぼ前年度並み

の利用者数、リフト売上となった。レンタル収入は、売上に応じた賃借料を納入するようにレンタル業

者との契約を見直した結果、前年度に比べ ％増加し、除雪収入は、年末からの大雪等により、前年度

に比べ ％増加した。

キャンプ場（野営場事業）については、お盆を中心とした最盛期の悪天候や、秋の連休時における台

風など、天候に恵まれなかったことが影響し、利用者数、収入ともに前年度を下回った。

ア スキー場利用者数は 人で、前年度に比較して 人（ ％）減少し、キャンプ場利用者

数は 人で、 人（ ％）減少した。

イ スキー場収入（旅客運搬収入）は 円で、前年度に比較して 円（ ％）減少

し、キャンプ場収入は 円で、 円（ ％）減少した。

利用者数及び指定管理者収支の推移については、次のとおりである。
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２ 予算の執行状況

収益的収入及び支出

当年度の予算の執行状況は、次表のとおりである。

収益的収入 （税込み）（単位 円・％）

区 分

科 目

予算額 決算額 予算額に比べ

決算額の増減

決算額の予算

額に対する比金 額 構成比率 金 額 構成比率

観光施設事業収益 △

営 業 収 益 △

営 業 外 収 益

収益的支出 （税込み）（単位 円・％）

区 分

科 目

予算額 決算額
不用額

決算額の予算

額に対する比金 額 構成比率 金 額 構成比率

観光施設事業費用

営 業 費 用

営 業 外 費 用

ア 観光施設事業収益は、予算額に対して 円の減少となっているが、これは、営業収益の

減によるものである。

イ 観光施設事業費用は、予算額に対して 円の不用額を生じている。

資本的収入及び支出

当年度の予算の執行状況は、次表のとおりである。

資本的収入 （税込み）（単位 円・％）

区 分

科 目

予算額 決算額 予算額に比べ

決算額の増減

決算額の予算

額に対する比金 額 構成比率 金 額 構成比率

資 本 的 収 入 △

企 業 債 △

補 助 金 等 △

資本的支出 （税込み）（単位 円・％）

区 分

科 目

予算額 決算額 翌年度

繰越額
不用額

決算額の

予算額に

対する比金 額 構成比率 金 額 構成比率

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

企業債償還金

ア 資本的収入は、予算額に対して 円の減少となっているが、これは主に、企業債の減によ

るものである。

イ 資本的支出は、予算額に対して 円の不用額を生じているが、これは主に、建設改良費の

減によるものである。

 

３ 経営成績

当年度の総収益は 円、総費用は 円で、 円の純損失となった。

なお、その他未処分利益剰余金変動額は 円で、前年度から皆増している。これは、新会計

基準の適用により資産償却制度が変更され、その移行処理として発生した未処分利益剰余金が計上され

たものである。

この結果、当年度未処理欠損金は 円となった。

なお、総収益と総費用の推移は次表のとおりである。

（税抜き）（単位 円・％）

区分

年度

総収益（Ａ） 総費用（Ｂ） 損益（Ａ）－（Ｂ） 総収益の

総費用に

対する比金 額
前年度

対 比
金 額

前年度

対 比
金 額

前年度

対 比

△

△

△

△

△

減価償却前損益の推移は、次表のとおりである。

（税抜き）（単位 円・％）

区分

年度

資産償却前収益（Ｃ） 資産償却前費用（Ｄ） 減価償却前損益 Ｃ）－（Ｄ）
比 較

金 額
前年度

対 比
金 額

前年度

対 比
金 額

前年度

対 比

△ －

△

－

△ －

※ 資産償却前収益（Ｃ） ＝ 経常収益－長期前受金戻入（平成 年度）

※ 資産償却前費用（Ｄ） ＝ 経常費用－減価償却費－資産減耗費－繰延勘定償却

収 益

ア 営業収益は 円で、主なものは施設貸付収益 円である。前年度に比較して

円（ ％）の減少となっている。これは主に、指定管理者との協定に基づく施設貸付

料の減によるものである。

イ 営業外収益は 円で、主なものは長期前受金戻入 円である。前年度に比較

して 円（ ％）の増加となっている。これは、長期前受金戻入の皆増によるもの
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収 益

ア 営業収益は 円で、主なものは施設貸付収益 円である。前年度に比較して

円（ ％）の減少となっている。これは主に、指定管理者との協定に基づく施設貸付

料の減によるものである。

イ 営業外収益は 円で、主なものは長期前受金戻入 円である。前年度に比較

して 円（ ％）の増加となっている。これは、長期前受金戻入の皆増によるもの
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である。

長期前受金戻入は、新会計基準の適用により計上されたものであり、補助金等により取得、改良

した償却資産の減価償却見合い分を順次収益化したもので、現金収入を伴わない収益である。

費 用

ア 営業費用は 円で、主なものは有形固定資産減価償却費 円である。前年度

に比較して 円（ ％）の減少となっている。これは主に、有形固定資産減価償却費の減

によるものである。

イ 営業外費用は 円で、主なものは繰延勘定償却 円及び支払利息 円

である。前年度に比較して 円（ ％）の減少となっている。これは、支払利息の減による

ものである。

損益に関する比率

損益に関する比率の推移は、次表のとおりである。

（単位 ％）

区 分 算 式 年度 年度 年度 年度 年度

総 収 支 比 率
総収益

×
総費用

営 業 収 支 比 率
営業収益

×
営業費用

※ 上記の比率は、企業の収益性を示すもので、指数は高いほど良いとされている。

※ 平成 年度から新会計基準を適用して算出しており、平成 年度以前の数値との単純な比較はでき

ない。

４ 財政状態

資 産

当年度末における資産の総額は 円で、前年度に比較して 円（ ％）の減

少となっている。

ア 固定資産は 円で、全額有形固定資産である。前年度に比較して 円（ ％）

の減少となっている。

イ 流動資産は 円で、主なものは現金預金 円及び未収金 円である。

前年度に比較して 円（ ％）の減少となっている。

なお、未収金 円のうち、施設貸付料 円及び雑収入 円は平成 年５

月 日までに収納され、残額は消費税還付金 円となっている。

 

負債及び資本

当年度末における負債及び資本の合計は 円で、負債 円（構成比率 ％）、

資本 円（同 ％）となっている。新会計基準の適用により、これまで借入資本金（資本）

に計上されていた企業債が負債に計上され、資本剰余金（資本）に計上されていた補助金等が繰延収益

（負債）に計上された。これにより、前年度と比較して資本が大幅に減少し、負債が大幅に増加してい

る。

ア 固定負債は 円で、全額企業債である。前年度に比較して皆増している。これは新会

計基準の適用により、これまで借入資本金に計上されていた企業債のうち、返済期限まで１年を超

えているものが固定負債に振り替えられたことによるものである。

イ 流動負債は 円で、主なものは企業債である。前年度に比較して 円（ ％）

の増加となっている。これは主に、新会計基準の適用により、これまで借入資本金に計上されてい

た企業債のうち、返済期限が１年以内に到来するものが流動負債に振り替えられ、大幅に増加した

ことによるものである。

ウ 繰延収益は 円で、前年度に比較して皆増している。長期前受金 円から

長期前受金収益化累計額 円を差し引いて計上されたものである。

長期前受金は、これまで資本剰余金に計上されていた補助金等のうち、償却資産の取得、改良に

充てられたものが振り替えられたものである。

長期前受金収益化累計額は、補助金等により取得、改良した資産に係る過年度分の減価償却見合

分及び当年度分の長期前受金戻入額である。

エ 資本金は 円で、全額自己資本金である。前年度に比較して 円（ ％）

の減少となっている。これは新会計基準の適用により、これまで借入資本金に計上されてきた企業

債が負債に振り替えられ、大幅に減少したことによるものである。

オ 剰余金は△ 円で、全額欠損金である。前年度に比較して 円（ ％）の

減少となっている。これは主に、新会計基準の適用により、資本剰余金が繰延収益の長期前受金に

振り替えられ、大幅に減少したことによるものである。

財務比率

財務比率等の推移は、次表のとおりである。

（単位 ％）

区 分 算 式 年度 年度 年度 年度 年度

自己資本構成比率
自己資本

× △ △
総資本

流 動 比 率
流動資産

×
流動負債

現 金 比 率
現金預金

×
流動負債

※ 平成 年度から新会計基準を適用して算出しており、平成 年度以前の数値との単純な比較はでき

ない。
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ア 自己資本構成比率は、総資本の中に占める自己資本の割合を示す比率で、この率は大きいほど健

全である。 年度までは欠損金が自己資本金及び資本剰余金の合計額を超えていたためマイナスと

なっていた。

イ 流動比率は、１年以内に現金化できる資産と、１年以内に返済すべき負債とを比較するもので、

短期支払能力を判定するものである。

会計制度の変更により流動負債が増加したことから、比率は大幅に低下した。

ウ 現金比率は、流動負債に対する現金預金の割合を示す比率で、当座の支払能力を見るためのもの

で、 ％以上が理想値とされている。

会計制度の変更により流動負債が増加したことから、比率は大幅に低下した。

企業債

企業債残高等の推移は、次表のとおりである。

当年度末における企業債残高は 円である。前年度に比較して、 円（ ％）減

少している。

（単位 円）

年 度 年度 年度 年度 年度 年度

企 業 債 残 高

発 行 額

元 金 償 還 金

支 払 利 息

他会計からの借入金

最近５か年間における一般会計からの借入金の推移は、次表のとおりである。

平成 年度に一般会計からの出資金により全額償還し、前年度に引き続き、当年度も借入はなかった。

（単位 円）

年 度 年度 年度 年度 年度 年度

未 償 還 残 高

借 入 額

元 金 償 還 金

支 払 利 息

 

一時借入金

年度内において運転資金不足を補うための一時借入金の推移は、次表のとおりである。

（単位 円）

年 月 日 借入額 返済額 残 額

前年度末 － －

平成 年 月 日 －

平成 年 月 日 －

平成 年 月 日 －

平成 年 月 日 －

累 計

キャッシュ・フロー計算書

戸隠観光施設事業会計におけるキャッシュ・フロー計算書は、次表のとおりである。

(単位  円)

平成26年度

業務活動によるキャッシュ・フロー
当年度純利益 △ 46,120,838
減価償却費
繰延資産償却費
長期前受金戻入額 △ 53,927,585
支払利息
未収金の減少額
未払金の減少額 △ 2,702,351
小計 △ 1,504,342
利息の支払額 △ 3,763,298
業務活動によるキャッシュ・フロー △ 5,267,640

投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △ 47,120,000
一般会計からの繰入金による収入
投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー
一時借入れによる収入
一時借入金の返済による支出 △ 60,000,000
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 63,894,285
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 13,094,285

資金減少額 △ 6,320,550

資金期首残高

資金期末残高

区　　　　　　　　分

水道事業会計
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５ むすび

＜事業概況＞

当年度の戸隠観光施設事業会計は、指定管理者制度導入６年目の営業となった。

スキー場の利用者数は、オープン当初は雪に恵まれたが、年末からの大雪により、年末年始から１月

にかけて利用者が減少し、 人、前年度比 ％となった。

また、キャンプ場の利用者数は、書き入れ時の天候に恵まれなかったこと等が影響し、 人（牧

場利用者数含む）、前年度比 ％となった。

指定管理者との協定に基づく施設貸付料は、指定管理者決算が赤字のため納付されなかった。

経営状況をみると、総収益は前年度に比較して ％増加の 万円余、総費用は前年度に比較し

て ％減少の１億 万円余となり、当年度は 万円余の純損失となった。なお、新会計基準の適

用により資産償却制度が変更され、その移行処理により、その他未処分利益剰余金変動額１億 万

円余が計上され、この結果、当年度未処理欠損金は５億 万円余となった。

財政状態をみると、企業債については、平成 年度から元金分の償還も開始され、当年度は

万円余の償還を行った。財源は全額他会計補助金である。なお、新たに 万円を借り入れたことか

ら、当年度末の未償還残高は 億 万円余となった。

 

純損失と累積欠損金の推移については、次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※ 平成 年度の繰越欠損金は、自己資本金処分後の金額で表示した。

平成 年度の繰越欠損金は、その他未処分利益剰余金変動額を差し引いた金額で表示した。

年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度

純損失

純損失

純損失

純損失

純損失

純損失と累積欠損金の推移

繰越欠損金 純損失

単位：千円

累積

累積
累積

合併

累積

累積累積

 

＜意 見＞

施設貸付料の設定について

本施設は利用料金制の指定管理者制度を採用している。前年度までは、指定管理者から施設貸付料（リ

フトの稼動日数に応じて定められた定額）及び利益精算金（生じた利益の ％）が市へ納付されること

となっていたが、当年度から新たに締結された指定管理者との基本協定では、生じた利益の全額が施設

貸付料（上限 万円）として納付されることとなり、施設貸付料の定額納付は廃止された。

なお、平成 年度の指定管理者制度導入以降、指定管理者の経営は赤字が続いており、当年度の施

設貸付料の納付はなかった。

本来、施設貸付料は経営の結果により増減するものではなく、貸付先の収支が赤字であったとしても、

貸付に対する対価は通常発生するものである。所管課によると、平成 年度の経営の結果を精査し、

必要に応じて見直す予定とのことであるが、早期に適切な施設貸付料を設定されたい。

本質的な経営改革について

当年度は、市と指定管理者が一体となり「決死の覚悟」で現場運営（改革）に取り組む、３年間を計

画期間とした経営改革の２年目であった。

スキー場及びキャンプ場の経営は、共に天候に大きく左右されることから、毎年安定した利用者数を

確保することが困難な面もあるが、地域の魅力を最大限に発信するとともに、利用客のニーズを捉えた

積極的な誘客戦略を展開することにより、長期的に繰り返し利用して頂けるような施設を目指し、利用

客の増加と、収益の確保に努められたい。

また、企業会計として戸隠観光施設を維持していくためには、単年度収支を継続的に黒字にし、累積

欠損金を削減していく体制が必要である。その前提として、指定管理者の経営改善が重要となる。各種

の料金設定や施設の活用等について、近年の利用者数や収支実績の推移を踏まえ、それに見合った現実

的なシミュレーションを重ねて検討し、実現可能な目標設定と明確な戦略の下、具体的な取組みにより、

所管課と指定管理者はこれまで以上に一体となって、より一層経営の本質的な改革を進めることを要望

する。
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施設貸付料の設定について
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金   額
構成
比率

金   額
構成
比率

26年度 25年度

円 ％ 円 ％ 円 ％ ％ ％

△ 58,858

△ 427,750

△ 2,296

△ 860,197

△ 501,948

△ 1,049,520

△ 2,900,569

△ 279,336

合 計

繰 延 勘 定
償 却

雑 支 出

野 営 場 事 業 費

営 業 外 費 用

総 係 費

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

戸　隠　観　光　施　設　事　業　会　計

すう勢比率

比較増減

借                         方

索 道 事 業 費

平成25年度
前年度
対　比

科  目

営 業 費 用

平成26年度                        区  分

食 堂 事 業 費

支 払 利 息

資 産 減 耗 費

△ 3,179,905

△ 397,718

金   額
構成
比率

金   額
構成
比率

26年度 25年度

円 ％ 円 ％ 円 ％ ％ ％

雑 収 益 △ 549,688

 （注）すう勢比率は、平成24年度を100とした。

小 計

当 年 度 純 損 失 －

－ △ 3,179,905

－ △ 39,162,109

△ 22,168

他 会 計 補 助 金

営 業 外 収 益

すう勢比率

比較増減
前年度
対　比

長期前受金戻入

△ 17,014,570

△ 16,992,402

 比　較　損　益　計　算　書

平成26年度 平成25年度                        区  分

科  目

営 業 収 益

野営場事業収益

貸                        方

－

△ 381,123

施 設 貸 付 収 益

－ －

－合 計
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前年度

金   額
構 成
比 率

金   額
構 成
比 率

対  比
26年度 25年度

円 ％ 円 ％ 円 ％ ％ ％

△ 44,149,598

△ 44,149,598

土 地

建 物 △ 29,352,037

構 築 物 △ 22,164,416

機械及び装置

車 両 及 び
運 搬 具 △ 667,112

器具及び備品 △ 275,096

△ 6,547,685

△ 6,320,550

△ 227,135

△ 5,986,401

△ 5,986,401

△ 56,683,684

開 発 費

合 計

                 区  分

科  目

固 定 資 産

有形固定資産

流 動 資 産

現 金 預 金

平成2 年度

繰 延 勘 定

有 価 証 券

未 収 金

戸　隠　観　光　施　設　事　業　会　計 

すう勢比率

借                        方

比較増減
平成2 年度 前年度

金   額
構 成
比 率

金   額
構 成
比 率

対  比
26年度 25年度

円 ％ 円 ％ 円 ％ ％ ％

－ － －

－ － －

△ 2,702,351

－ － －

－ － －

－ － －

△ 188,746,827 △ 15.2 △ 188,746,827 － － －

△ 610,770,000

△ 610,770,000

△ 610,770,000

△ 516,188,957 △ 41.7 △ 317,480,679 △ 24.5 △ 198,708,278

△ 287,406,682

△ 516,188,957 △ 41.7 △ 604,887,361 △ 46.7

△ 516,188,957 △ 41.7 △ 604,887,361 △ 46.7

繰越利益剰余金年度
末残高（△前年度繰
越欠損金）

△ 604,887,361 △ 48.8 △ 519,604,414 △ 40.1 △ 85,282,947

当年度純利益
(△純損失） △ 46,120,838 △ 3.7 △ 85,282,947 △ 6.6

その他未処分利益
剰余金変動額 － － －

△ 809,478,278

△ 56,683,684

(資本合計)

固 定 負 債

当年度未処分利益剰余
金（△未処理欠損金）

資 本 剰 余 金

剰 余 金

企 業 債

流 動 負 債

長 期 前 受 金

長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

企 業 債

企 業 債

(負債合計)

未 払 金

繰 延 収 益

自 己 資 本 金

資 本 金

合 計

(注)すう勢比率は、平成24年度を100とした。

利 益 剰 余 金
△ 欠 損 金 ）

借 入 資 本 金

すう勢比率

比　較　貸　借　対　照　表

科  目

平成2 年度 平成2 年度                        区  分

貸                        方

比較増減
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前年度

金   額
構 成
比 率

金   額
構 成
比 率

対  比
26年度 25年度

円 ％ 円 ％ 円 ％ ％ ％

－ － －

－ － －

△ 2,702,351

－ － －

－ － －

－ － －

△ 188,746,827 △ 15.2 △ 188,746,827 － － －

△ 610,770,000

△ 610,770,000

△ 610,770,000

△ 516,188,957 △ 41.7 △ 317,480,679 △ 24.5 △ 198,708,278

△ 287,406,682

△ 516,188,957 △ 41.7 △ 604,887,361 △ 46.7

△ 516,188,957 △ 41.7 △ 604,887,361 △ 46.7

繰越利益剰余金年度
末残高（△前年度繰
越欠損金）

△ 604,887,361 △ 48.8 △ 519,604,414 △ 40.1 △ 85,282,947

当年度純利益
(△純損失） △ 46,120,838 △ 3.7 △ 85,282,947 △ 6.6

その他未処分利益
剰余金変動額 － － －

△ 809,478,278

△ 56,683,684

(資本合計)

固 定 負 債

当年度未処分利益剰余
金（△未処理欠損金）

資 本 剰 余 金

剰 余 金

企 業 債

流 動 負 債

長 期 前 受 金

長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

企 業 債

企 業 債

(負債合計)

未 払 金

繰 延 収 益

自 己 資 本 金

資 本 金

合 計

(注)すう勢比率は、平成24年度を100とした。

利 益 剰 余 金
△ 欠 損 金 ）

借 入 資 本 金

すう勢比率

比　較　貸　借　対　照　表

科  目

平成2 年度 平成2 年度                        区  分

貸                        方

比較増減
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平成26年度 平成25年度 平成24年度

　　　上記の算式において用いた用語は、次のとおりである。

　　５　総費用＝営業費用＋営業外費用＋特別損失

　　６　平　均＝１/２（期首＋期末）

　　１　総 資 産＝固定資産＋流動資産＋繰延勘定

　　２　総 資 本＝資本＋負債

　　３　自己資本＝自己資本金＋資本剰余金＋利益剰余金

　　４　総 収 益＝営業収益＋営業外収益＋特別利益

（注）平成26年度から新会計基準を適用して計算しており、平成25年度以前の数値との単純な比較はできない。

自 己 資 本 構 成 比 率

現 金 比 率

％

構

成

比

率

固 定 資 産 構 成 比 率

固 定 負 債 構 成 比 率

流 動 負 債 構 成 比 率

％

単位
年     度     比     較

項              目

固 定 資 産 回 転 率 回

自 己 資 本 回 転 率

未 収 金 回 転 率

固 定 比 率

固 定 資 産 対
長 期 資 本 比 率

流 動 比 率

酸 性 試 験 比 率

総 資 本 回 転 率

流 動 資 産 回 転 率

財

務

比

率

％
企 業 債 元 金 償 還 金
対 減 価 償 却 費 比 率

利 子 負 担 率

減 価 償 却 率 ％

△ 6.91

そ

の

他

％

回

転

率

収

益

率

総 収 支 比 率

総 資 本 利 益 率 △ 3.64

営 業 収 支 比 率

△ 3.51

       戸  隠  観  光  施  設  事  業  会  計 

全 国 平 均

△ 6.40

流動負債

総 資 本

自己資本

総 資 本

固定資産

自己資本

流動資産

流動負債

現金預金

流動負債

総 収 益

総 費 用

流動負債

現金預金＋未収金

　また、全国平均については、平成25年度地方公営企業年鑑の法適用観光施設（索道）の平均値である。

×100

営業収益が営業費用の何％に当たるかを表すものである。

借入金及び借入資本金に対し、それらの支払利息等の負担比率を示すものである。

企業債元金償還金と、その主要財源である減価償却費とを比較したものである。
当年度減価償却費

借入金＋借入資本金

総収益が総費用の何％に当たるかを表すものである。

営業費用－受託工事費用
×100

×100

×100

×100

資本金＋剰余金＋固定負債

固 定 資 産

説                                       明算                式

固定負債＋借入資本金

×100

自己資本に対する固定資産の百分率で、一般に100％以下が望ましいとされているが、公営
企業のように膨大な設備の取得を企業債に依存する企業では､この率は必然的に大となる。

固定資産の調達が、資本と固定負債の範囲内で行われているかどうかを示すもので、100％
以下が望ましいとされている。

１年以内に現金化できる資産と、１年以内に返済すべき負債とを比較するもので、短期支払
能力を判定するために利用される。理想比率は200％以上である。

当座比率とも言われるが、流動資産のうち現金預金及び容易に現金化しうる未収金などの当
座資産と、流動負債とを対比させたもので、100％以上が理想比率とされている。

流動負債に対する現金預金の百分率で、当座の支払能力を見るために流動比率や当座比率と
ともに計算されるのが通例である。20％以上が理想値とされている。

資産総額に対する固定資産の百分率で、公営企業においては、流動資産の額が小であるの
で、この率は必然的に大となる。

総資本の中に占める固定負債の百分率であるが、公営企業においては、設備拡張を全面的に
企業債に依存しているので、この率が大となる。

総資本の中に占める流動負債の百分率であるが、この率は小さいほど健全である。

総資本の中に占める自己資本の百分率であるが、この率は大きいほど健全である。

×100

×100

総 資 産

×100

流動資産が１年間に何回転したかを表すものである。

未収金が１年間に何回転したかを表すものである。

建設改良のための企業債元金償還金

×100

支払い利息及び企業債取扱諸費

×100

×100

営業収益－受託工事収益

期末償却資産＋当年度減価償却費

平均総資本
×100

平均自己資本

営業収益－受託工事収益

平均固定資産

営業収益－受託工事収益

平均総資本 

 財　務　分  析  比  率  表

固 定 資 産

×100

×100

総 資 本

企業に投下された資本の総額と、それによってもたらされた利益とを比較したものである。

営業収益－受託工事収益

固定資産が１年間に何回転したかを表すもので、固定資産の利用度を表すものである。固定
資産投資が過剰かどうかを見るのに重んじられる。

償却資産が１年間にどれだけ償却されているかを表すものであり、投下資本の回収状況を見
るためのものである。

総資本が１年間に何回転したかを表すもので、資本の利用度を表すものである。なお、回転
率は一般に大きいほど、資本が効率的に使われていることを表すものである。

自己資本が１年間に何回転したかを表すもので、自己資本の利用度を表すものである。

当年度減価償却費

当年度純利益

営業収益－受託工事収益

平均流動資産

営業収益－受託工事収益

平均未収金
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平成26年度 平成25年度 平成24年度

　　　上記の算式において用いた用語は、次のとおりである。

　　５　総費用＝営業費用＋営業外費用＋特別損失

　　６　平　均＝１/２（期首＋期末）

　　１　総 資 産＝固定資産＋流動資産＋繰延勘定

　　２　総 資 本＝資本＋負債

　　３　自己資本＝自己資本金＋資本剰余金＋利益剰余金

　　４　総 収 益＝営業収益＋営業外収益＋特別利益

（注）平成26年度から新会計基準を適用して計算しており、平成25年度以前の数値との単純な比較はできない。

自 己 資 本 構 成 比 率

現 金 比 率

％

構

成

比

率

固 定 資 産 構 成 比 率

固 定 負 債 構 成 比 率

流 動 負 債 構 成 比 率

％

単位
年     度     比     較

項              目

固 定 資 産 回 転 率 回

自 己 資 本 回 転 率

未 収 金 回 転 率

固 定 比 率

固 定 資 産 対
長 期 資 本 比 率

流 動 比 率

酸 性 試 験 比 率

総 資 本 回 転 率

流 動 資 産 回 転 率

財

務

比

率

％
企 業 債 元 金 償 還 金
対 減 価 償 却 費 比 率

利 子 負 担 率

減 価 償 却 率 ％

△ 6.91

そ

の

他

％

回

転

率

収

益

率

総 収 支 比 率

総 資 本 利 益 率 △ 3.64

営 業 収 支 比 率

△ 3.51

       戸  隠  観  光  施  設  事  業  会  計 

全 国 平 均

△ 6.40

流動負債

総 資 本

自己資本

総 資 本

固定資産

自己資本

流動資産

流動負債

現金預金

流動負債

総 収 益

総 費 用

流動負債

現金預金＋未収金

　また、全国平均については、平成25年度地方公営企業年鑑の法適用観光施設（索道）の平均値である。

×100

営業収益が営業費用の何％に当たるかを表すものである。

借入金及び借入資本金に対し、それらの支払利息等の負担比率を示すものである。

企業債元金償還金と、その主要財源である減価償却費とを比較したものである。
当年度減価償却費

借入金＋借入資本金

総収益が総費用の何％に当たるかを表すものである。

営業費用－受託工事費用
×100

×100

×100

×100

資本金＋剰余金＋固定負債

固 定 資 産

説                                       明算                式

固定負債＋借入資本金

×100

自己資本に対する固定資産の百分率で、一般に100％以下が望ましいとされているが、公営
企業のように膨大な設備の取得を企業債に依存する企業では､この率は必然的に大となる。

固定資産の調達が、資本と固定負債の範囲内で行われているかどうかを示すもので、100％
以下が望ましいとされている。

１年以内に現金化できる資産と、１年以内に返済すべき負債とを比較するもので、短期支払
能力を判定するために利用される。理想比率は200％以上である。

当座比率とも言われるが、流動資産のうち現金預金及び容易に現金化しうる未収金などの当
座資産と、流動負債とを対比させたもので、100％以上が理想比率とされている。

流動負債に対する現金預金の百分率で、当座の支払能力を見るために流動比率や当座比率と
ともに計算されるのが通例である。20％以上が理想値とされている。

資産総額に対する固定資産の百分率で、公営企業においては、流動資産の額が小であるの
で、この率は必然的に大となる。

総資本の中に占める固定負債の百分率であるが、公営企業においては、設備拡張を全面的に
企業債に依存しているので、この率が大となる。

総資本の中に占める流動負債の百分率であるが、この率は小さいほど健全である。

総資本の中に占める自己資本の百分率であるが、この率は大きいほど健全である。

×100

×100

総 資 産

×100

流動資産が１年間に何回転したかを表すものである。

未収金が１年間に何回転したかを表すものである。

建設改良のための企業債元金償還金

×100

支払い利息及び企業債取扱諸費

×100

×100

営業収益－受託工事収益

期末償却資産＋当年度減価償却費

平均総資本
×100

平均自己資本

営業収益－受託工事収益

平均固定資産

営業収益－受託工事収益

平均総資本 

 財　務　分  析  比  率  表

固 定 資 産

×100

×100

総 資 本

企業に投下された資本の総額と、それによってもたらされた利益とを比較したものである。

営業収益－受託工事収益

固定資産が１年間に何回転したかを表すもので、固定資産の利用度を表すものである。固定
資産投資が過剰かどうかを見るのに重んじられる。

償却資産が１年間にどれだけ償却されているかを表すものであり、投下資本の回収状況を見
るためのものである。

総資本が１年間に何回転したかを表すもので、資本の利用度を表すものである。なお、回転
率は一般に大きいほど、資本が効率的に使われていることを表すものである。

自己資本が１年間に何回転したかを表すもので、自己資本の利用度を表すものである。

当年度減価償却費

当年度純利益

営業収益－受託工事収益

平均流動資産

営業収益－受託工事収益

平均未収金

― 99 ―


